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研究概要 

１．はじめに（研究背景等） 

将来の気候変動は、人間社会と生態系に大きな影響を与える。気候変動に対する適応策・緩和策を立

案するためには、我々が土地・水資源・生態系をいかに効果的に利用するかということが非常に重要

な課題であるが、地球環境システムにおいて土地・水資源・生態系が果たす役割、それぞれの間の相

互作用までを考慮した研究は、十分に行われていない。特に、効果的な気候変動適応策の検討に必要

となる森林の保全や水資源ダムなどの費用対効果に関する分析、気候変動緩和策から土地利用への影

響の評価、土地•水資源•生態系の環境制約を考慮した土地利用シナリオの構築など、グローバルレベ

ルでの陸域モデリング研究には、まだ多くの課題が残されている。 

IPCC第五次評価報告書で利用されたRCP（Representative Concentration Pathways, 代表的濃度経路）

シナリオや、最新の社会経済シナリオであるSSP（Shared Socioeconomic Pathways, 共通社会経済シ

ナリオ）は、成り行きシナリオにおいて、気候変動が水資源・生態系・農作物・土地利用などに与え

る影響が考慮されていないため、シナリオで示されている農地の拡大や都市の成長などの実現可能性

についての検証が必要である。一方、低炭素シナリオでは、地球規模のバイオマスエネルギー利用が

想定されているが、食料生産の持続可能性との関係などを検討する必要がある。 

 

２．研究開発目的   

テーマでは以下の成果を目標とした研究に取組む。まず、気候変動影響下における、生態系・水資

源・土地利用・作物成長を評価できるそれぞれのモデルの開発及び改良を行う。さらに、これらを結

合することで、気候変動影響下における土地・水・生態系間の相互作用を、不確実性を含めて定量的

に評価するグローバルな陸域統合モデルを開発し、各種シナリオについてシミュレーション分析を行

う。また、気候変動対策（緩和・適応）と持続可能性とのトレードオフやシナジー関係を、定量的か

つ地理的に評価し、土地・水・生態系利用にかかわるクリティカルなリスク要因を分析し、気候変動

影響下での適応的管理の視点から利用戦略について検討する。 

本テーマで得られた個別モデルや陸域統合モデルのシミュレーションの結果を用いて、テーマ1にお

けるリスク管理戦略の構築や、テーマ3における生態系や社会の脆弱性分析に情報を提供する。また、

本テーマでのモデル開発に際して、テーマ3で検討される気候変動リスク情報とテーマ4で構築される

社会経済シナリオを利用する。 

また、本プロジェクトの基礎となっているリスクトレードオフの枠組みに沿って、気候変動による
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生態系への正負の影響、そして気候変動対策実施に伴う波及影響を評価する生態系モデルを開発し、

最適管理に向けた各種分析を行う。 

陸域生態系、水資源などの影響を考慮した土地利用の最適戦略を検討するために、土地利用モデル

の開発を行うとともに、その土地利用モデルと他の陸域モデルの統合を行うように改良を行う。また、

様々なケースにおいて土地利用の不確実性や影響を検討や、最適戦略検討の土地利用シナリオの提供

を行う。 

 

３．研究開発の方法  

（１）陸域統合モデルの開発と土地、水、生態系の最適利用戦略の研究 

サブテーマ2で開発された陸域生態系モデルVISIT、サブテーマ3の水資源モデルH08、サブテーマ4の

土地利用モデルTeLUMO、サブテーマ5の作物モデルPRYSBI2は、それぞれ全球の陸面を0.5-1度の解像度

で計算を行う数値モデルであり、それぞれ独立に開発された最先端の数値モデルであるが、気候変動

と、陸域生態系・水資源・作物・人間による土地利用は、お互いに様々な影響を及ぼし合う。そこで

サブテーマ１では、各サブテーマで独自に開発された陸域生態系・水資源・作物・土地利用モデルを

結合させた「陸域統合モデル」を開発し、気候変動シナリオシミュレーションを行うことにより、様々

な分析を行った。また、将来の緩和策の有効性に関して検討するため、バイオ燃料作物モデルを用い

て、炭素回収貯留を伴うバイオマス燃料利用（Bioenergy with carbon capture and storage, BECCS）

のポテンシャル評価を行なった。 

国別のShared Socioeconomic Pathways（SSP）1-3をダウンスケールすることで0.5度グリッド別の

人口・GDPシナリオを推計する。対象期間は2010～2100年とする。まずは人口・GDPをダウンスケール

する手法を開発した。具体的には、文献レビューの結果を踏まえ、次の点を満たす手法を開発した：

(i)統計理論に基づくmodel ensemble手法であること、(ii)土地被覆、交通網、都市人口といった社会

経済活動を説明しうる多数の補助データが考慮できること；(iii)空間効果（都市間の相互作用や各都

市からのスピルオーバー）が考慮できること；(iv)SSPシナリオの仮定と整合的なダウンスケールが可

能なこと。(i)と(ii)を満たすために、補助データの効果を捉えることのできるサブモデルを多数生成

し、それらをmodel ensembleするというアプローチをとることとした。(iii)を満たすために都市間の

グローバルな経済波及とローカルな空間波及を考慮することのできる統計モデルを組み込んだ。また

各都市からその周辺へのスピルオーバーを推定するためのモデルも別途組み込んだ。(iv)を満たすた

めに、シナリオ毎に都市の拡大と縮退のパラメータを導入した。開発したモデルを実データに適用す

ることで、人口・GDPシナリオをダウンスケールする。その結果と各シナリオの仮定との整合性を、視

覚化等を通して検証する。次に既存のグリッド別シナリオとの比較などにより、我々の推計結果の有

用性を検証した。 

（２）陸域生態系の最適利用に向けたモデル開発と分析 

陸域生態系で営まれる諸過程のうち、物質循環や生態系サービスに関係するものをできるだけ詳細

に扱うモデルの１つであるVISIT（Vegetation Integrative SImulator for Trace gases）の開発と応

用研究を行った。気候変動がもたらすリスク分析のためにVISITモデルを用いた一連の分析を行った。

ここでは5種類のSSP（1-5）に基づく土地利用変化データ、4種類のRCP（2.6、4.5、6.0、8.5）、そし

て各RCPに対応した5種類の気候モデル（GFDL-ESM2M、HadGEM2-ES、IPSL、MIROC-ESM-CHEM、NorESM）

に基づくシミュレーションを行い、その出力結果を解析した。ここではモデル推定値のうち以下の６

指標に注目した。①植生バイオマス：生態系の炭素貯留および産物の供給サービスに関係、②土壌有

機炭素：生態系の炭素貯留および土壌形成による基盤サービスに関係、③純一次生産量：生態系の供

給サービスおよび基盤サービスに関係、④正味CO2収支：生態系の気候調節サービスに関係、⑤土壌流

出：土壌形成による基盤サービスおよび炭素ストック減少リスクに関係、⑥火災放出：火災による被

災リスクおよび大気へのCO2放出に関係。国際モデル相互比較プロジェクトであるISI-MIPに参加し、第

1フェーズの出力データから緯度60度以北の高緯度域およびモンスーンアジア地域を対象に詳細な解

析を行った。 

 気候変動対策の実施に伴う生態系影響の評価も実施した。バイオ燃料の大幅な増産による化石燃料

への代替、さらには地中埋設による隔離（BECCS）の実効性が要検討課題として浮上しており、それに

伴う各種影響評価を行った。別の温暖化対策として、破滅的な影響を回避するための緊急措置として

気候工学（ジオエンジニアリング）に関する検討も実施した。 

（３）水資源の最適利用に向けたモデル開発と分析 

地球の水循環と人間の水利用を統合的にシミュレーションすることができる全球水資源モデルH08
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を大幅に拡張し、特に灌漑農地、工業用水、生活用水の需要を推定するモデルを加えることにより、

気候変動や社会変化に関する様々なシナリオについて２１世紀中の地球水資源の持続可能性に関する

見通しを得た（Hanasaki et al., 2013a,b）。また、国際研究プロジェクトInter Sectoral Impact Model 

Intercomparison Project (ISIMIP)の開発した実験設定に従ってH08を運用することにより、気候シナ

リオ・気候モデル・影響モデルの不確実性を効果的に定量化する国際的な取り組みに貢献した（Schewe 

et al., 2014; Masaki et al., 2017）。 

（４）土地利用モデルの開発と水資源・生態系との相互作用の分析 

 土地利用戦略の検討と、土地利用モデルの開発について複数の段階に分けて研究を進めた。まず、

農耕地土地利用モデルの開発を行った。農耕地モデルは、サブモデルとして農産物国際交易サブモデ

ル、農耕地分配サブモデルからなる。また、農耕地のマネージメントモデルの開発も同時に行った。

簡易作物モデルと社会経済データ、および統合評価モデルでの農産物価格を用いて、経済的に合理的

な施肥の推定を行うことで、反収の将来推計を行うモデルを開発した。全世界の各地点において、穀

物売上高と肥料投入費用が最大となる肥料投入量を求めた。 

次に、バイオ燃料用作物の農耕地土地利用モデルの構築をおこない、シナリオの作成を行った。本

モデルは、食用・飼料用作物の収量分布としてはサブテーマ５にて作成された収量マップを使用した。 

 上記に続き、その他の土地利用モデルとそれを用いたシナリオをおこなった。おもに、牧草地と森

林および森林の利用に関するモデルである。牧草地は統合評価モデルによる予測値をもとに、ダウン

スケールするものであるが、その際には陸域生態系モデルのVISITによる結果を用いた。これらの条件

に基づき、牧草地の空間詳細シナリオの作成を行った。農耕地、牧草地のシナリオを用い、森林の分

布の推移を求めた。この森林の分布を求めたのち、人間が経済活動として利用する森林のシナリオと、

伐採量のシナリオの作成を行った。 

以上のように、開発された土地利用モデルにより、土地利用の不確実性解析を行った。土地利用に

与える影響は、放射強制力の不確実性、気候モデルの不確実性、社会経済（人口・GDP）の不確実性、

食料需要予測モデルの不確実性といったさまざまな要因がある。リスク戦略を検討するうえで、どの

不確実性が大きな影響を与えているのかを把握する必要がある。そこで、放射強制力を4種類（RCP2.6, 

4.5, 6.0, 8.5）と、気候モデルを５種類(HadGEM、GFDL、IPSL、MIROC、NorESM)、社会経済シナリオ

を3種類（SSP1、SSP2、SSP3）、食料需要のモデルを3種類（AIM、GRAPE、MARIA）を用いた。このすべ

ての組み合わせの計算を行い、どの要素が土地利用に影響を与えるのか検討を行った。また、バイオ

燃料作物の影響に関して考察を行うために、その生産がどのような地域で行われているのか検討と考

察を行った。 

（５）作物モデルの開発と水資源・土地利用との相互作用の分析 

まず、国連農業食料機関（FAO）の国別統計収量データおよび衛星データ（NOAA/AVHRR）由来の純一

次生産量を元にした世界作物収量データベース、および気象再解析値をイーストアングリア大学気候

研究ユニット（CRU）の月別観測値で補正した広域作物モデル用日別気象フォーシング（GRASP Forcing 

Data）を、それぞれ開発した。次に、既存の作物成長モデルSWATを改良した広域作物モデルを、この

作物収量データベースと気象フォーシングを用いて、ベイズ推定によるキャリブレーションを行うこ

とにより、気候モデルのグリッドスケール（約100km格子間隔）における空間平均的な作物生産性の環

境応答を予測するモデル（広域作物モデルPRYSBI2を開発した。さらに、このPRYSBI2を、（３）の水

資源モデルH08と結合し、全球の流域スケールで水資源－作物生産性間の相互作用を取り扱うことので

きる結合モデル（CROVER）を開発した。 

PRYSBI2およびCROVERモデルにおける将来予測に当たっては、5つの全球気候モデルGCM（GFDL-ESM2M, 

HadGEM2-ES, IPSL-CM5A-LR, MIROC-ESM-CHEM, NorESM1-M）、4つの温室効果ガス排出シナリオRCP（2.6、

4.5、6.0および8.5）ならびにSSP1～3の社会経済シナリオを与えた計算を行った。またPRYSBI2モデル

における適応策導出のために、上記各ケース（Normal）のほか、温室効果ガス濃度を2000年値に固定

した場合（CO2 Constant） およびGDPを2000年の値に固定した場合（GDP Constant）のほか適応策と

して、栽培期間を気候変化に合わせて変更できる品種を選択・変更した場合（Adapt）、前後1ヶ月の

間で，最適な播種日を選んだ場合（Change Planting Day）、必要な灌漑を常時行った場合（Maximum 

Irrigation）の予測を行った。ここで土地利用変化について、PRYSBI2を用いた解析では全ての計算に

おいて2000年に固定しているが、CROVERを用いた解析では、2100年までの将来期間の灌漑シナリオを、

直近20年の回帰直線による外挿で作成した。 

 

４．結果及び考察  
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（１）陸域統合モデルの開発と土地、水、生態系の最適利用戦略の研究 

 a. 陸域統合モデルの開発と気候変動リスク評価 

気候・水資源・陸域生態系・作物・土地利用モデルを結合させた「陸域統合モデル」による将来予

測実験を行い、土地-水-生態系の間の相互作用についての分析を行った。将来予測実験は、気候シナ

リオとして、2度安定化を目指すRCP2.6と、成り行きシナリオに近いRCP8.5を与えた。気候シナリオと

してはISIMIPによって提供された４気候モデルの結果を利用することにより、気候予測の不確実性を

考慮した。水資源モデルによって計算した灌漑供給量は、将来増加する傾向にある。土壌水分は、気

候シナリオを計算する気候モデルの違いによっても結果が異なるが、RCP2.6に比べて、気温上昇の大

きいRCP8.5の方が、土壌水分の減少幅が大きい。作物収量の計算では、PRYSBI2 において施肥効果を

考慮し、将来の国別GDPの増加に応じて、技術発展による収量増加の効果を考慮して計算を行ったとこ

ろ、穀物収量は、RCP2.6では増加傾向にあるが、RCP8.5では気候変化の影響によって、21世紀には収

量が低下する。将来の土地利用は、穀物収量が多いほど、農地の増加は少なくて済む。このため、将

来の穀物面積の変化では、RCP2.6にくらべて、穀物収量の少ないRCP8.5で、穀物面積の変化が大きく

なる。さらに、生態系正味生産量は、20世紀後半で、RCP2.6に比べてRCP8.5で少なくなる。気候変化

と土地利用変化の影響によって、生態系が正味で吸収する二酸化炭素量は、RCP2.6に比べてRCP8.5で

より小さくなり、温暖化を加速する正のフィードバックが働く可能性があることが、陸域統合モデル

による分析によって示された。 

b. バイオマスエネルギーのポテンシャル評価 

  2℃目標達成のためには将来での排出量を負にする技術の利用が必要であることが、統合評価モデ

ルによる研究の多くによって示されている。コスト・技術的観点から、統合評価モデルは、ネガティ

ブ・エミッション技術としてBECCS の利用を多くのシナリオにおいて仮定している。将来の気候変化

を2℃以下に抑えることを想定したRCP2.6では、2005年時点の全球の農地面積は約16億haであるが、

2100年時点で約21億ヘクタールまで増加し、その増加分の83%がバイオ燃料作物栽培に利用されるシナ

リオとなっている。 

 

図1： 第二世代バイオ燃料作物の収量空間分布 

 

本研究では、プロセスベース作物モデルを改良することにより、第一世代・第二世代バイオ燃料作

物の単収量（t/ha）を、全球的に精度よく推定することが可能となった。(図1) また、肥料投入や灌

漑利用を考慮し、作物モデルを用いてバイオ燃料作物の終了を計算することにより、第一世代・第二

世代バイオ燃料作物を利用した場合のBECCSポテンシャル評価を行なった。具体的には、RCP2.6シナリ

オにおけるバイオ燃料作物生産のための空間詳細な土地利用シナリオと、シナリオにおけるBECCS利用

量（エネルギー需要を満たすために必要なバイオ燃料作物）を用い、シナリオが想定しているBECCSを

達成するために必要なバイオ燃料作物の単収量（t/ha）と、作物モデルによって計算した単収を比較

した。 

これらの結果より、劣化土壌域のバイオ燃料ポテンシャルを考慮しても、RCP2.6シナリオが必要と

するBECCSを達成するためには、想定の倍以上のバイオ燃料作物に利用する土地面積が2050年ごろに必
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要であることがわかった。生産性の高い土地をバイオ燃料作物利用として転換する場合、土地利用変

化による更なる炭素排出によりBECCSにおける吸収量をキャンセルすると考えられ、BECCS利用による

炭素バランスを達成するためには、食料作物生産利用による土地利用との競合が起こる可能性が示さ

れた。(Kato and Yamagata, 2014) 

c. 人口・GDPのダウンスケールによるグリッドデータの作成 

将来の土地利用シナリオを分析・評価するためには、空間詳細な社会経済状態の情報が必要となる。

そのため、人口・GDPをダウンスケールする手法を開発に取り組み、(i)model ensemble手法に基づい

て(ii)土地被覆、交通網、都市人口といった補助データや(iii)空間効果（都市間の相互作用や各都市

からのスピルオーバー）を考慮して、かつ(iv)各SSPの仮定にも整合した手法の開発に成功した。

（Murakami and Yamagata,2017） 

この手法によりダウンスケールされたSSP1,2,3の人口・GDPシナリオをヨーロッパとアジアでの比較

を図2にしめす。さらに、我々の推計人口（SSP2；2080年）とNOAA（アメリカ大気研究センター）が公

開しているシナリオとを比較解析した結果、われわれの手法の方が将来の都市シナリオにおける空間

分布をより高精度に表現可能であることがわかった。尚、本研究で推計したグリッド別GDP（2080年；

SSP1-3）データは「Global dataset of gridded population and GDP scenarios

（http://www.cger.nies.go.jp/gcp/population-and-gdp.html）」で公開され関連分野の研究者によ

って国際的に利用されつつある。 

 
図2：グリッド別GDPシナリオ（2080）の比較（SSP1,2,3） 

 

（２）陸域生態系の最適利用に向けたモデル開発と分析 

 複数シナリオを用いたシミュレーションに基づき、生態系に生じうる影響・リスクを評価したとこ

ろ、植物の純一次生産はいずれのシナリオでも概ね増加していたが、主に熱帯域やモンスーンアジア

で降水量の増加に伴う土壌流出の増加が見られ、逆に地中海沿岸のように降水量が減少する可能性が

高いとされる地域では土壌流出の減少傾向が見られた。 

 複数のモデルとシナリオに基づくシミュレーション結果の解析により、不確実性を考慮した気候変

動影響・リスク評価を行った（Friend et al. 2013; Nishina et al. 2014）。陸域生態系における土

壌と植生バイオマスの炭素ストックは、異なるシナリオと生態系モデルを通じて概ね増加する傾向が

見られたが、その量的な応答感度には大きな差が見られた。複数のシナリオを通じて温度分布と土壌

有機炭素ストックの関係を見ることで、モデル間の差違を明確にした。RCP、気候モデル、生態系モデ

ルの組合せにより異なる推定結果が得られることが分かったので、それぞれの寄与率を分散分析の手

法により分離した。土壌有機炭素の差違においては、ばらつきの大半は生態系モデル間の差違に起因

するとする結果が得られた。ISI-MIPでは複数の気候シナリオを用いた評価が行われたが、温室効果ガ

ス排出が少ないシナリオ（RCP2.6）でも、植生には30%以上のバイオマス変化など大きな影響が引き起

こされる可能性が高いことが示唆された。このような研究結果は、将来の気候変動予測の高精度化を

促し、高緯度域の生態系における適応を検討する際にも有用と考えられる。 

 バイオ燃料増産シナリオで設定された５億ヘクタールの土地利用は、主に熱帯・亜熱帯の自然植生
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をバイオマス燃料栽培に転換することで行われた。そのため、生態系モデルを用いた評価によると、

それらの地域では本来の植生バイオマスが大幅に失われ、それは中高緯度の植生成長促進による増加

分を大幅に打ち消す規模であった。気候工学による対策実施の影響評価も行ったが、温度上昇の抑制

により、生態系からの呼吸放出は、対策なしの場合に比べると抑制され、結果的に生態系への正味炭

素吸収が増加する結果となっていた。 

 

（３）水資源の最適利用に向けたモデル開発と分析 

全球水資源モデルH08を大幅に拡張することにより、世界で最も詳しく、包括的な地球水資源の温暖

化影響評価を実施し、水循環学の有力な国際論文誌に発表した（Hanasaki et al. 2013）。水は人間

と社会に欠かせない資源の一つである。世界の研究者が共同作業して作った最新の気候シナリオ（将

来想定）と社会経済シナリオを使って、起こり得る５つの世界の様相について詳しいシミュレーショ

ンを行い、２１世紀の世界の水資源と水利用について調べた。ここで、温暖化によって将来の気温や

降水がどれくらい変わるかという気候シナリオは将来の水資源量の見通しに、人口や経済活動、技術

が今後どれくらい変わるかという社会経済シナリオは将来の水利用の見通しに大きな影響を与える。

図3は、５つの世界の様相それぞれについて、2050年頃は今より水逼迫に関する指標が改善するか（指

標が大きくなると改善）、悪化するか（指標が小さくなると悪化）を示したものである。まずSSP3（分

裂の世界）を見ると、アジアやアメリカを含む多くの地域が濃い赤で示されている。これは現在より

も水逼迫がひどく悪化し、必要な時に必要な量の水が得にくくなることを示している。次にSSP1（持

続可能な世界）を見ると、アフリカ以外のほとんどのところは白く示されている。これは、現在から

水逼迫が悪化しないことを示している。ここで、SSP1～SSP5の全てでアフリカの指標が悪化するのは、

温暖化の影響に加え、人口や経済活動の伸びにより、現在は非常に少ない水利用量の急増が避けられ

ないことが原因である。５つの世界の様相のうち、持続可能を目指すSSP1では21世紀中の水逼迫を現

在くらいで抑えられること、それ以外では水逼迫が現在よりも悪化することから、温暖化と持続可能

社会転換への地球規模の対応が重要だということが示唆された。 

 

図3 水逼迫に関する指標。指標は「必要な時に必要な量の水が得られるか」を０から１の間の値で示

している。左上の１枚は2000年のときの指標。赤が濃い（値が小さい）ほど、水逼迫が大きいことを

示す。残りの５枚は気候政策を取った場合のSSP1～SSP5の2050年頃の指標の値を2000年のときと比較

したもの。赤（値が負）は水逼迫が悪化することを、青（値が正）は改善することを示す。白は水逼

迫が現在と変わらないことを示す。図はHanasaki et al. 2013を改変して作成した。 

 

（４）土地利用モデルの開発と水資源・生態系との相互作用の分析 

 農耕地土地利用モデルでの計算を行った結果、農耕地面積は経済の発展（賃金の上昇）に伴って減

少する傾向がある。一方で穀物価格の上昇は農耕地面積の増加を促す。経済の発展に伴って傾斜地の

農耕地が優先的に放棄され、穀物価格の上昇によっては、平たん地での農耕地利用率が上昇する傾向

がある。その結果、先進国では全世界の中で相対的に経済成長が低いため、農業が盛んになる傾向が

見られる。一方、インドや中国など、経済が発展し穀物換算の食料需要の増加が見込まれる地域では、
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農耕地の面積はむしろ減少する方向になることがわかった。また、一つの地域の中においても、農耕

地面積が2000年の時点で大きい地域では農地面積が増加する、または農地面積の減少が小さいが、農

耕地面積が少ない地域では、農地面積の増加が少ない、または農地面積の減少が大きく、現在以上に

差が大きくなることが示された。これは、農村部の収入格差が大きくなることを示しているため、重

要な知見である。施肥のシナリオでは、南アフリカの中央では、トウモロコシの耕作地への肥料投入

量は最も高くて100kg/haと推定されたなどの結果を得た。HadGEM2-ES気候モデルシナリオとRCP6.0シ

ナリオをもとに予測した窒素肥料投入量は、作物収量や作物価格、肥料価格により異なることがわか

った。 

 森林土地利用モデルによる伐採の分布について大きな変化はないことが示された。これは、収量の

変化が、肥料投入量などの社会経済変化の影響を含む穀物などとことなり、木材は気候の変化のみに

依存しているためである。今回の方法では、丸太の生産は統合評価モデルの値を利用したため、地域

内での生産のみを考えたが、今後はメッシュ単位での輸送を考慮した空間詳細伐採モデルが必要とな

るであろう。 

 土地利用戦略を検討するために、全世界の土地利用の不確実性の検討を行った。特に、農耕地に関

して分析を行った。不確実性分析は2010年から2100年の全世界の農耕地面積の推移を要素ごとに比較

した。社会経済（人口・GDP）と食料需要のモデルが不確実性に与える影響が大きいことが、その他の

要因も同等のレベルで不確実性を有する。これは、土地利用シナリオの不確実性は、放射強制力、気

候モデル、社会経済シナリオ、食料需要予測の組み合わせにより、様々に変化しうることになる。一

方、この不確実性はどの地域が最も大きいのか分析を行ったところ、アメリカなどの先進国の不確実

は小さく、アフリカなどの発展途上国の不確実性が非常に大きいことが判明した。これは、経済の発

展の不確実性がアフリカで非常に大きいことが要因である。また、先進国の不確実性は気候モデルや

放射強制力の不確実性が大きく影響している。食糧生産の多くは先進国で行っていることから、社会

経済のシナリオ以外の不確実性縮小も食料問題においては重要であることが分かった。 

 

（５）作物モデルの開発と水資源・土地利用との相互作用の分析 

まず国連食糧機関FAO等による統計収量データの収集のほか、衛星データ由来の純一次生産量（NPP）

および作物別栽培暦を用いた推定により、1.125°（約120km）の空間解像度で世界作物収量データベ

ースを作成した（Iizumi et al., 2014）。この推定収量の年変動成分を被説明変数、生育期間平均の

気温と土壌水分量のそれぞれの偏差を説明変数として重回帰分析を行った結果、全球では、トウモロ

コシとダイズの収量の年々変動は土壌水分量で良く説明される地域が多く、コメとコムギの収量の

年々変動は気温で良く説明される地域が多いことが明らかになった（Iizumi et al., 2013）。また従

来、観測気象値に比べれば系統的な誤差（バイアス）があった気象再解析値をバイアス補正すること

により、広域作物モデル用の日別気象フォーシングデータを開発した（Iizumi et al., 2014）。 

次に、上記３．（５）により構築し、ベイズ推定によりモデルのキャリブレーションを行った広域

作物モデルについて、収量データがあるグリッドで推定されたパラメータ値と緯度や経度、標高、GDP

などとの経験的な関係（重回帰式）を利用し、モデルパラメータ値を収量データがないグリッドにも

空間内挿することで、主要４作物を対象とする広域作物モデルPRYSBI2を完成させた（Sakurai et al., 

2014）。複数の気候シナリオと適応策を用いて将来の食料生産（作物収量）の見通しを示した結果、

いずれの作物においても、ほとんどのケースでの最も効果的な適応策として、温度上昇による生育期

間の短縮による吸収日射量の減少を排除する、つまり高温による生育期間の短縮がない品種への変更

（Adapt） が有効であることがわかった。この品種適応により増収量が大きくなるか、または減収量

が小さくなり、この傾向はトウモロコシのほか、特に冬コムギで顕著であった。その次には、シミュ

レーション上で最適な播種日を選択する (Change Planting Day) ことが有効で、その適応効果は気温

上昇度が小さい近未来年代で大きく、作物別では、コメで最も有効で、その次にダイズ、春コムギで

あった。 

このPRYSBI2と水資源モデルの結合に当たっては、まずアムール川流域を対象としてプロトタイプを

構築し、さまざまな割合の灌漑農地拡大シナリオを設定し、将来の灌漑水需給と作物生産量について

段階的な灌漑面積拡大による応答分析を行い、天水農地に灌漑を導入することの気候変動適応策とし

て有効性と限界を示した（Okada et al., 2015）。その上で、全球に拡張したこの結合モデル（CROVER）

を用い、全球スケールで結合モデルと非結合モデルを比較し、結合による作物収量の再現性の向上を

評価した。次いで、将来の気候および灌漑面積率シナリオを導入した、食料生産に与える影響評価を

行った。その結果、現行の灌漑農地分布を基にした将来のトウモロコシ収量は、多くの地域で減収し、
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その減収割合は中央アジアで最も大きく、次いで北アメリカや東アジアで大きかった。次に、現行の

土地利用、および灌漑農地の拡大シナリオにおける結果を比較した場合、南アジアやヨーロッパでは、

灌漑面積拡大による灌漑適応策により減収量は低減されたが、中央アジアでは灌漑農地の拡大により、

逆に減収率が大きくなる結果となった。またコメについても、現行の灌漑農地を前提とした場合、多

くの地域で今世紀末にかけて減収することが予測されたが、灌漑面積率シナリオを導入した結果、東

南・南アジアにおいては、灌漑面積拡大により増収する効果が見込まれた。一方、東アジアでは灌漑

面積の拡大が減収に働くことが予測された。 

このように本研究では、複数の予測される気候・土地利用変化の条件下での、世界の主要作物への

影響と灌漑面積拡大による影響適応効果の将来の見通しを示した。特に灌漑による適応策は、流域の

気候・土地利用変化やそれに付随する水資源環境の変化に依存する灌漑設備の新規導入は食料生産の

気候変化リスクに対する適応策として常に有効的とはいえないことを、定量的に示した。 

 

５．本研究により得られた主な成果  

（１） 科学的意義 

気候・陸域生態系・水資源・作物・土地利用のモデルを結合した「陸域統合モデル」の開発によっ

て、これまで独立にモデル開発され分析されてきたプロセスに関し、様々な相互作用を考慮可能な新

たなモデルを完成させることができた。 

人口・GDPのダウンスケールに関しては、人口・GDPの分布を説明しうる多数の補助的データを活用

しながら、空間効果を考慮して、かつ各SSPの仮定にも整合的に人口・GDPを推計する統計的ダウンス

ケール手法の開発に成功した。また開発した手法を実データに適用することで、既存のグリッド別推

計よりも直観に整合的であり、かつ高精度なグリッド別人口・GDPシナリオ（2010～2100年）の推計に

成功した。さらに推計データを、ウェブページを通して一般に公開した。空間詳細人口・GDPシナリオ

は気候変動への適応・緩和を都市・地域のスケールで議論する上で重要なデータであり、今回公開し

たデータセットは、今後幅広い研究者に利活用されることが期待できる。 

陸域生態系モデルを用いた分析により、大気CO2濃度の上昇、気候変動、土地利用変化の複合的な影

響に関する系統的な解析を行うことに成功した。気候変動の正負の影響に加えて、対策実施に伴う影

響を評価することで陸域最適利用の検討に有用な成果をもたらした。推定不確実性に関する詳細な解

析を行うことで、排出と気候のシナリオ、生態系モデルによる寄与を分離し、今後の推定精度向上に

資する重要な示唆をもたらした。複数の生態系指標について影響を比較検討することで、注目する要

素や視点によって気候変動影響の評価結果が変わりうることを示した。影響評価モデルに関する国際

相互比較プロジェクトに参加し、計算結果を提出しただけでなく、主著論文を執筆することで解析を

主導し独自の貢献を果たした。 

自然水循環と人間水利用を統合的に計算することのできる全球水資源モデルに、あらたに工業用水、

生活用水、包蔵水力、バイオ燃料作物の灌漑需要を計算する機能が加わり、より総合的に地球水循環

のシミュレーションをすることができるようになった。 

土地利用に関するシナリオの提供を他の研究者に行い、その利用により気候変動の影響を考慮した

研究の発展に寄与したことである。また、土地利用モデルの不確実性分析により、どのような地域で

不確実性が大きいか示されたため、研究を重点的に行う地域への指摘を行うことができた。 

気候変動が作物生産に与える影響について、さまざまな適応策を用いた場合の将来変化を示した。

特に品種改良による増収可能性や、一般に増収効果があるとされた灌漑適応におけるその限界を示し

たことに本研究の特徴がある。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

「特に記載すべき事項はない」 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project (ISI-MIP)：複数セクター影響モデル相互

比較プロジェクトでは、様々なセクターに関わる気候変動影響を評価することが目的であるが、

ISI-MIP推進事務局との共同研究を通して、本研究で開発した人口・GDPのダウンスケール手法を活用

し、ISIMIPに貢献するための方法を検討している。 

 本研究で作成した気候変動リスクの包括的な一覧表（気候変動リスクインベントリ）およびリスク
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連鎖のネットワーク図は、デザインの専門家と協力することで、直感的でわかりやすい図にすること

を心がけた。これらの情報を提供することで、多くの人々が気候変動リスクの全体像を把握する上で

役立つことが期待できる。  

サブテーマ２で開発された陸域生態系モデルを用いて、全球およびアジア地域の炭素収支に関する

広域評価が行われ、それはグローバル炭素プロジェクト（GCP）への貢献を通じて、IPCC第5次評価報

告書に引用される成果をもたらした。また、気候変動影響評価モデルの相互比較プロジェクトへの参

加を通じて、複数モデルによる推定不確実性を考慮した影響評価に貢献し、同じくIPCC第5次評価報告

書に引用される成果となった。 

本研究により開発され、国際的な研究枠組みである農業モデル比較改良プロジェクト（AgMIP）にも

採用された全球作物モデル等により、食料生産分野における適応策の有効性と限界を定量的に評価で

きるようになり、食糧増産が急務となる発展途上国などに対する適応策立案の支援に資することが可

能となった。 

本研究が直接貢献した９編の論文がIPCC第５次評価報告書から引用された。 
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S-10-2 気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最適利用戦略  

（１）陸域統合モデルの開発と土地、水、生態系の最適利用戦略の研究 

国立研究開発法人国立環境研究所  

地球環境研究センター 気候変動リスク評価研究室       山形与志樹・横畠徳太 

＜研究協力者＞  

国立研究開発法人国立環境研究所 加藤悦史（平成24年4月～平成26年9月）、村上大輔 

神戸大学  瀬谷創 

 

   平成24年～28年度累計予算額：150,236千円（うち平成28年度：26,261千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

気候変動の適応策・緩和策のために、土地・水資源・生態系を効果的に利用することが重要で

あるが、地球環境システムにおいて土地・水資源・生態系が果たす役割、それぞれの間の相互作

用までを考慮した研究は、十分に行われていない。本研究では、サブテーマ2〜5で開発された全

球の陸域生態系・水資源・作物・土地利用モデルを全球気候モデルに結合させた「陸域統合モデ

ル」を開発した。気候予測の不確実性を考慮し、様々なシナリオのもとで将来予測シミュレーシ

ョンを行うことで、陸域生態系、水資源、作物、土地利用の間の相互作用や、気候変動とのフィ

ードバックプロセスについて分析を行った。また、バイオ燃料作物モデルを用いた分析を行い、

将来の低炭素シナリオを実現するために想定された既存の土地利用シナリオ（RCP2.6）では、エ

ネルギー供給を満たすことができるようなバイオ燃料作物の生産が難しいこと明らかとなり、食

料作物生産利用による土地利用との競合が起こる可能性が示された。 

また、本サブテーマでは社会経済シナリオ Shared Socioeconomic Pathways（SSP）1-3の国別

人口・GDPシナリオを0.5度グリッド毎にダウンスケールした。具体的には、まずは補助変数（土

地被覆、交通網、都市人口など）、空間効果（都市からの波及効果など）、各シナリオの仮定な

どを考慮して人口・GDPをダウンスケールする手法を開発した。次に、同手法を用いて人口・GDP

をダウンスケールし、その結果を既存のグリッド別シナリオと比較することで、その有用性や妥

当性を検討した。 

 さらに、気候変動リスクに関する包括的な情報を提供することがS10プロジェクトの目的の一つ

であるが、サブテーマ１が中心となり、プロジェクト研究者による文献調査の結果を取りまとめ、

気候変動リスクの一覧表を作成し、リスク連鎖をわかりやすく可視化した。 

 

［キーワード］ 

陸域統合モデル、ダウンスケーリング、リスクトレードオフ、土地利用シナリオ、持続可能性  

 

１．はじめに 

 将来の気候変動は、人間社会と生態系に大きな影響を与える。気候変動に対する適応策・緩和

策を立案するためには、我々が土地・水資源・生態系をいかに効果的に利用するかということが
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非常に重要な課題であるが、地球環境システムにおいて土地・水資源・生態系が果たす役割、そ

れぞれの間の相互作用までを考慮した研究は、十分に行われていない。特に、気候変動緩和策が

土地利用に及ぼす影響の評価、土地•水資源•生態系の環境制約を考慮した土地利用シナリオの構

築など、グローバルレベルでの陸域モデリング研究には、まだ多くの課題が残されている。IPCC

第五次評価報告書で利用されたRCP（Representative Concentration Pathways, 代表的濃度経路）

シナリオや、最新の社会経済シナリオであるSSP（Shared Socioeconomic Pathways, 共通社会経

済シナリオ）は、成り行きシナリオにおいて、気候変動が水資源・生態系・農作物・土地利用な

どに与える影響が考慮されていないため、シナリオで示されている農地の拡大や都市の成長など

の実現可能性についての検証が必要である。一方、低炭素シナリオでは、地球規模のバイオマス

エネルギー利用が想定されているが、食料生産の持続可能性との関係などを検討する必要がある。 

 また、社会経済シナリオSSPは5つのシナリオ（SSP1＝Sustainability, SSP2＝Middle of the road, 

SSP3＝Fragmentation, SSP4＝Inequality, SSP5＝Conventional development）で構成され、各シ

ナリオ下での人口・GDPはSSP Public Databaseで無償公開されている 

（https://tntcat.iiasa.ac.at/SspDb/dsd?Action=htmlpage&page=about）。SSPは国別シナリオ

であるが、実際には、より空間詳細なシナリオが必要となる場合も多い。例えば気象災害リスク

を地域毎に評価するためには地域別のシナリオが必須である。また各都市の炭素排出量やエネル

ギー消費量を評価するためには都市別のシナリオが不可欠となる。近年では、都市レベルでの緩

和策・適応策立案への活用を目的としたThe World Urban Database and Access Portal Tools 

(WUDAPT)や緩和・適応に向けて各都市における研究者の連携を深めようというUrban Knowledge 

Action Networkといった都市・地域レベルでの政策検討が注目を浴びており、都市・地域の緩和

策・適応策の立案にも役立つような空間詳細な社会経済シナリオの推計が求められている。 

 

２．研究開発目的 

 サブテーマ２から５で開発された、生態系・水資源・土地利用・作物成長を評価できるモデル

を結合することで、気候変動影響下における土地・水・生態系間の相互作用を、不確実性を含め

て定量的に評価するグローバルな陸域統合モデルを開発し、各種シナリオについてシミュレーシ

ョン分析を行う。また、気候変動対策（緩和・適応）と持続可能性とのトレードオフやシナジー

関係を、定量的かつ地理的に評価し、土地・水・生態系利用にかかわるクリティカルなリスク要

因を分析し、気候変動影響下での適応的管理の視点から利用戦略について検討する。 

また、社会経済シナリオSSPによって提示されている、国別人口・GDPシナリオをダウンスケー

ル（空間詳細化）するための手法の開発し、この開発手法を用いて0.5度グリッド別人口・GDPシ

ナリオ（1980～2100年）の推計を行う。SSP1-3を対象シナリオとする。手法開発パートでは、ま

ずは我が国のデータに適用して複数のダウンスケール手法を比較することで、手法開発の道筋を

立てる。ここでの結果、及び既存研究レビューの結果を元に、SSP1-3を精度良くダウンスケール

のための手法を開発する。次に、本研究で開発した手法を用いて国別人口・GDPをダウンスケール

し、各SSPの各仮定に整合した推計結果が得られるかどうかを検証する。また、推計されたグリッ

ド別人口・GDPの精度を検証する。さらに、我々のグリッド別人口・GDPシナリオの特徴や妥当性

を、既存のグリッド別シナリオとの比較によって明らかとする。最後に推計されたグリッド別の

将来人口・GDPデータを一般に公開する。 



 

 

S-10-2-3 

 さらに、S10プロジェクトでは、人々が気候変動リスクの全体像を把握することができるために、

気候リスクに関する包括的な情報を提供することも重要な研究テーマである。水資源、食料、生

態系、土地利用に関する将来の気候変動リスクの分析を行うS10テーマ2のサブテーマ１が中心と

なり、気候変動リスクに関する包括的な情報をとりまとめ、効果的に気候変動リスクの全体像を

提示する方法論について研究を進める。 

 

３．研究開発方法 

 サブテーマ1ではサブテーマ2－5で開発した生態系、水資源、作物、土地利用のモデルを結合し

た「陸域統合モデルの開発と気候変動リスク評価」、将来の最適な土地利用戦略を評価するため

の「バイオ燃料作物のポテンシャル評価」、S10プロジェクトにおいて気候変動リスク評価を行う

研究グループにデータ提供を行った「人口・GDPのダウンスケールによるグリッドデータの作成」、

将来の気候変動リスクを網羅的に評価する「気候変動リスクインベントリの作成とリスク連鎖の

可視化」の４つのテーマに関して、以下の通りに研究開発を行った。 

 

a. 陸域統合モデルの開発と気候変動リスク評価 

 サブテーマ2で開発された陸域生態系モデルVISIT、サブテーマ3の水資源モデルH08、サブテー

マ4の土地利用モデルTeLUMO、サブテーマ5の作物モデルPRYSBI2は、それぞれ全球の陸面を0.5-1

度の解像度で計算を行う数値モデルであり、それぞれ独立に開発された最先端の数値モデルであ

るが、気候変動と、陸域生態系・水資源・作物・人間による土地利用は、お互いに様々な影響を

及ぼし合う。例えば、将来の気候変動は、人間が利用可能な水資源に影響を及ぼす。水資源の変

化は、作物生産性の変化に影響を及ぼす。作物生産性の変化は、食糧供給や人間による土地利用

のあり方に大きなインパクトを与える。土地利用の変化は、陸域生態系における植物による二酸

化炭素吸収に影響を与え、気候の変化に大きな影響を及ぼす。テーマ２の各サブテーマで独自に

開発されたモデルを結合することにより、このような複雑な相互作用をモデルで表現することが

できる。 

 そこで、サブテーマ１では、気候・陸域生態系・水資源・作物・土地利用モデルの間で、それ

ぞれのサブモデルが出力する変数をやり取りすることで、サブモデルの間の相互作用を表現しつ

つ時間発展をする「陸域統合モデル」を開発し、様々な分析を行なった。気候モデルとしては、

IPCC第一作業部会のこれまでの報告書で利用されて来た全球気候モデルMIROC5.0（Watanabe et al. 

2010, J. Climate 23, 6312-6335）を利用する。ただし、全球気候モデルMIROCは大気・陸面・海

洋を記述するモデルが結合されたモデルであるが、陸域統合モデルでは、計算コストを節約する

ため、MIROCのうち陸面過程を記述するモデル（MATSIRO, Nitta et al. 2014, J. Climate 27, 

3318-3330）だけを利用する。大気・海洋モデルを利用すると、計算に時間がかかる上に、気候状

態を安定させるために長期的な積分が必要となるためである。全球気候モデルをベースに、生態

系・水資源・作物・土地利用モデルの結合を行なった。陸域統合モデルにおけるモデルの結合方

法は、以下の通りである。独立に開発されたモデルを結合させるため、様々な問題点を解決した。 

 気候・陸域生態系・水資源モデルの結合：１〜２年目の研究で、気候・陸域生態系・水資源モ

デルの結合を行なった。具体的には、気候（陸面）モデルにおいて、陸面のエネルギー収支、土

壌温度と水分の計算の後に、陸域生態系モデルVISIT（Ito and Inatomi 2012, Biogeoscience 9, 
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759-773）を呼び出すコーディングを行なった。陸面モデルの計算間隔は１時間で、VISITは月に

一回呼び出される。VISITは、あるグリッドの計算結果を別のグリッドで必要としないため、各グ

リッドで時間発展する計算を行なっている。この一方で、VISIT以外のモデルでは、時間ステップ

ごとに、全球グリッドの計算を行う。このため、VISITの計算方法を、時間ステップごとに全球グ

リッドの計算を行えるようにコードの変更を行なった。さらに、実験に応じて様々な境界条件を

外部ファイルから自由に与えることができるように、コードの変更を行なった。この一方で、人

間による水利用を記述する水資源モデルH08（Hanasaki et al. 201）は、日々陸面モデルの結果

に影響を及ぼすため、陸面エネルギー収支、土壌温度と水分、河川の計算において、一日ごとに

人間による水利用（灌漑のための河川からの取水、灌漑による土壌水分の増加、貯水池操作によ

る河川水量の変化）を計算する。MIROC3.2にH08を組み込んだモデル（Pokhrel et al. 2012, J. 

Hydrometeorology 13, 255-269）を参考に、MIROC5.0にH08の組み込みを行なった。 

 作物・土地利用モデルの結合：3〜5年目の研究で、作物・土地利用モデルをさらに結合した。

作物モデルPRYSBI2（Sakurai et al. 2014, Scientific Reports, 4, 4978）は、日々の地表気温・

湿度・土壌水分・温度を利用して、作物成長を計算する。気候＋水資源モデルで陸面エネルギー

収支、土壌温度と水分の計算を行なった後に、PRYSBI2によって作物成長を計算し、積算温度が閾

値を超えた時点で、単位面積当たりの収量が計算される。作物としては春冬小麦、トウモロコシ、

大豆、コメの5種の計算が可能である。積算温度の閾値や、過去の収量増加をもたらした技術変化

を表すパラメータは、収量の観測データを再現できるように、グリッドごとに統計的に決められ

た値を用いる。過去の技術係数の変化を、国ごとのGDPの関数として表現し、同じ関数を用いて、

将来の技術係数の変化を表現する。一方土地利用モデルTeLUMO（Kinoshita et al. in preparation）

は、過去のグリッド収量を用いて、作物収穫量の高い場所を優先的に農地として利用するように、

人間による土地利用変化を計算する。陸域統合モデルにおける土地利用モデルは、PRYSBI2によっ

て計算された過去10年の収量を利用して、一年ごとにグリッドの耕作地・自然植生の割合と、耕

作地、牧草地などの間の土地利用遷移割合（グリッドにおける、ある土地利用から別の土地利用

へ遷移する面積割合）を計算する。陸域統合モデルのうち、気候・生態系・水資源・作物モデル

は、0.5-1度のグリッドで計算を行うが、土地利用モデルは、まず世界17地域での経済計算を行い、

その結果を0.5度のグリッドでの耕作地−自然植生割合にダウンスケールしている。このため、気

候・生態系・水資源・作物モデルの間の変数交換はメモリ上で行い、一つの計算プログラムの中

で、サブルーチンを通して変数の受け渡しを行う（「オンライン結合」と呼ぶ）。この一方で、

土地利用モデルは独立した実行モジュールとして、気候・生態系・水資源・作物結合モデルが計

算してファイルに書き込んだ作物収量の結果を読み込み、耕作地・自然植生割合を計算してファ

イルに書き込み、これを気候・生態系・水資源・作物結合モデルが読み込む、という形での結合

を行う（「オフライン結合」と呼ぶ）。陸域統合モデルは、環境研究所の大型計算機SX-ACEを利

用（CPU30コアを利用）し、1年あたり40分程度で計算が可能である。結合モデル相互比較プロジ

ェクト（CMIP）や部門横断影響評価モデル相互比較プロジェクト（ISMIP）で提供されている様々

な境界条件を利用し、過去再現実験および将来予測実験を実行可能な形に、モデルを整備した。 
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b. バイオマスエネルギーのポテンシャル評価 

 産業化以前から以前からの気温上昇を2度以下に抑えるシナリオにおいて、21世紀終わりごろま

でに二酸化炭素排出を負にする必要性が議論されている。この負の排出を達成するための有力な

方法として、炭素回収貯留を伴うバイオマス燃料利用（Bioenergy with carbon capture and storage, 

BECCS）が社会経済シナリオの中でしばしば用いられる。しかし、大規模BECCSによるバイオ燃料

利用の増加がどのような帰結をもたらすかについては、土地利用を介した多様な相互作用を考慮

した解析が必要となる。 

 IPCC 第5次報告書では、4つの濃度経路シナリオのうち、産業化以降の全球平均気温上昇を2℃

に抑えることを目指した最も排出削減を行うシナリオがRCP2.6である。RCP2.6では、2℃目標の達

成のため大規模なBECCSが用いられており、21世紀末には人為的化石燃料利用によるCO2排出は正

味でマイナスとなる（CO2を大気から吸収する）シナリオである。このような大規模BECCSを達成

するためには、現状の土地利用を変化させ、バイオエネルギー作物を広域に栽培する必要があり、

RCP2.6シナリオの農地は2100年には約21億ヘクタール（現在の全農地は15億ヘクタール）まで達

し、増加する農地の83%がバイオエネルギー作物に利用されるシナリオとなっている。2℃目標を

達成するための社会経済シナリオの多くでは、RCP2.6と同様に大規模なBECCS利用が仮定されてい

るが、実際の生態系における実現可能性は、十分に検討はあまりされていない。そこで我々は、

RCP2.6で仮定されているバイオエネルギー作物の土地利用の下で実現可能なBECCS量を、気候変動、

二酸化炭素濃度の変化、肥料投入量等を考慮し、作物モデルによる推定をおこなった。まず、RCP2.6

のバイオ燃料作物生産に用いる農地とBECCSのシナリオを利用し、仮定されているBECCS達成に必

要なバイオ燃料作物の単収変化を逆算した。これに対し、プロセスベースの作物モデル（SWAT）

を利用し、将来の全球的なバイオ燃料作物の収量を計算することで、達成可能なBECCSのボトムア

ップ評価を行い、さらにBECCSに伴う土地利用変化によって生じる二酸化炭素排出量も評価する。

収量および二酸化炭素排出量の推定において、前述のISI-MIPによりバイアス補正がなされた5つ

のCMIP5 GCM出力気候変動予測データとして用いる。 

 

c. 人口・GDPのダウンスケールによるグリッドデータの作成 

c-1. 全球を対象としたダウンスケール手法の開発 

 文献レビューの結果を踏まえ、以下の４点を満たす人口・GDPのグローバルダウンスケール手法

を開発することとした：  

i. 精度の良さが期待できること 

ii. 土地被覆、交通網、都市人口といった社会経済活動を説明しうる補助的データを考慮 

iii. 空間効果（都市間の相互作用や各都市からのスピルオーバー）を考慮 

iv. SSPシナリオの仮定と整合的なダウンスケールを考慮 

Yamagata et al. (2015)での手法比較の結果を踏まえ、(i)を満たすために統計手法とModel 

ensemble手法をベースしたダウンスケール手法を開発することとした。(ii)を満たすために、都

市面積、農地面積、道路密度、空港位置、海岸線、都市別人口の各補助データを0.5度グリッド毎

に整備し、各データを説明するためのサブモデルを開発する。またそれらをModel ensembleでそ

れらを結合してモデルの頑健性を向上させる。(iii)を考慮するために空間統計学と呼ばれる分野
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のモデルを応用することで、空間的な波及効果を明示的にモデル化する。最後に(iv)を満たすた

めに都市の拡大／縮退を調整するためのパラメータを導入し、それらをシナリオ毎に与える。 

 

c-2. 人口・GDPの推計 

 上記で開発した手法を用いて1980～2100年の人口・GDPを0.5度グリッド毎にダウンスケールす

る。結果として得られる人口分布とGDP分布が集約型の都市成長（SSP1）、中庸的な都市成長（SSP2）、

拡散型な都市成長（SSP3）という各シナリオの仮定に整合しているかをマッピング等により確認

する。 

次に推計結果の精度を検証する。同検証には0.5度グリッド毎の実測人口・GDPデータが必要で

あるが、ともに全球データは見つけることができなかった。Socio-Economic Data and Application 

Center（SEDAC）は全球を対象とした空間詳細な人口データはSEDACが公開しているものの、同デ

ータは各国の行政境界毎の人口統計を足し合わせで作成されており、データの解像度は国毎に異

なる。そこで、人口統計の解像度が十分であると目視で判断された次の国のSEDACデータを実測値

とみなして精度検証することとした：アメリカ合衆国、フランス・スペイン・ポルトガル、日本。 

次に我々の推計結果を、既存の空間詳細版SSPであるJones and O’Neill (2016）と比較する。そ

れにより、我々が推計したグリッド別人口・GDPデータの有用性を検証する。 

最後に、推計した人口・GDPシナリオを公開するためのwebページを作成し、推計データを公開

する。 

 

d. 気候変動リスクインベントリの作成とリスク連鎖の可視化 

 気候変動が人間や生態系に及ぼす影響の性質は様々であり、人間や生態系にとって好ましくな

い悪影響（被害）をもたらす一方で、時期や場所によっては、好影響（利益）をもたらすことも

ある。S10プロジェクトでは、利用可能なあらゆる科学的知見を利用することで、気候変動が引き

起こすリスク（もたらされる被害や利益）を網羅的に明らかにし、地球規模の気候変動リスク管

理の構築に貢献することが、重要なひとつの目標である。このための活動が「リスクインベント

リ」の作成である。私たちは全球規模の気候変動によって地球上で生じるあらゆるリスクをリス

トアップし、データベースを作成した。気候変動によって生じる影響は様々な部門にわたり、そ

の時空間スケールも様々であるが、それらは互いに密接に関連している。このため、気候変動に

よって生じるリスクを、ある特定の地域においてだけでなく、全球規模で評価することが重要で

ある。これまでの研究では、ある特定の国において生じる気候変動リスクについては、様々な形

でまとめられてきた（例えば 英国気候変動リスク評価、UKCRA 2012など）。この一方で、気候変

動によって生じると考えられるリスクについての最新の知見は、IPCC第5次評価報告書にまとめら

れているが、基本的には部門ごとにまとめられており、様々な部門にわたるリスクの全体像や、

部門の間のリスクの関係性が、必ずしも分かりやすくまとまっているとは言えない。 

 我々は、まず気候変動によって生じる全てのリスクを網羅するために、リスクの分類を行った。

社会にある様々な価値観を考慮して、社会が「被害を避けたい」と望む対象ごとに、気候変動影

響の整理を行った。気候変動によって起こりえる全ての被害を網羅する形で、リストの作成を行

った。これは、S10に参画する幅広い分野の研究者が、IPCC 第５時評価報告書を中心に、文献調

査を行うことにより、気候変動によって生じて起こり得るリスクを、リスト化したものである。
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これにより、気候変動によって影響を受ける部門と個別の被害に関する全体像を明らかにするこ

とができた。さらに、同様の文献調査によって、気候変動によって生じる様々な現象の間の因果

関係のリストを作成した。得られた気候変動リスクの因果関係を、表の形で示すだけでなく、「ネ

ットワーク図」を作成することで、気候変動リスクの連鎖を分かりやすく表現することができた。

ネットワーク図は２通りの方法で作図し、デザインの専門家と協力することで、より理解しやす

い図の作成を行なった。 

 

４．結果及び考察 

a. 陸域統合モデルの開発と気候変動リスク評価 

 陸域統合モデルの間の変数交換の詳細を、図(1)-1に示す。水資源モデルが計算する人間による

水利用が、陸面の土壌水分などを変える。灌漑などによって土壌水分が増加する効果が、作物モ

デルに反映され、土壌水分の増加によって収量が増加する。作物モデルによって計算された収量

の変化が、土地利用モデルに渡され、グリッドの耕作地−自然植生の割合が計算される。土地利用

モデルによって計算された土地被覆の情報は、生態系モデルや気候モデルに与えられ、炭素収支

の変化や気候の変化が計算される。気候モデルでは大気・陸面・海洋モデルのうち、陸面モデル

だけを動作させ、大気モデルによって計算される地表気温・風速・湿度・降水量は、陸面モデル

へのインプットとして与える。これにより、気候モデル予測の不確実性を考慮することが可能で

ある。 

 

図(1)-１ 陸域統合モデルの概念図。ボックスが陸域統合モデルを構成するサブモデル、→が、

サブモデルの間で交換する変数。 

 

統合陸域モデルによる計算例として、人間の水利用が河川流量に及ぼす影響を表す結果を図

(1)-2に示す。人間活動を記述しない場合（青）は、流量の変動が大きいが、人間活動によっ

てダムを操作することにより（赤）、流量が安定化される。観測された流量（黒）と比較す

ると、流量が少ない季節の結果が、人間活動を考慮した場合（赤）の方が、考慮しない場合

（青）より整合的である。人間活動を考慮しない場合には、乾期に非常に流量が少なくなっ

てしまうが、人間活動を考慮すると、乾期でも流量が一定に保たれる。観測データでも、同

様の傾向が見てとれる。 
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図(1)-2 河川流量の結果。ダム操作などの人間活動を考慮して計算したモデル（赤）、人間活動

を 

計算しないモデル（青）を、観測された流量データ（黒）と比較。ミズーリ川、西経95度、北緯

40度付近の結果。 

 

図(1)-3 陸域統合モデルによる計算結果。灌漑

などの人間活動を考慮したモデルと、考慮しな

いモデルの差分を表す。SSP2-RCP8.5のシナリオ

における、２実験の差を示す。耕作地割合（左

上）、穀物収穫量（t/ha, 右上）。土壌水分（m, 

左下）。特に影響の大きいインド付近を拡大し

た。 

 

 

 

 さらに、陸域統合モデルによって、灌漑過程が作物収穫量や土地利用変化に与える影響を調べ

るための解析を行った。水資源モデルによって計算する灌漑などの人間活動の効果を調べるため

に、モデルで人間活動を考慮した実験と、人間活動を考慮しない実験の差を比較したのが図(1)-3

である。シナリオは、SSP2-RCP8.5 を用いている。特に灌漑のインド付近の結果を示す。図(1)-3
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に示すように、灌漑によって、土壌水分の増加が見られる（図(1)-3左下）。特にインドの西部で

大きな水分の上昇が見られている。このため、図(1)-3右上に示すように、この地域の穀物収穫量

が増加している。穀物収穫量は、各グリッドで大豆、春小麦、冬小麦、とうもろこし、米を計算

し、もっとも収量の高い値を示している。人間活動によって穀物収穫量が増加したため、図3左上

に示すように、noHIモデルに比べてHIモデルでは、耕作地面積が小さく抑えられている。 

 次いで、穀物収量と耕作地面積の全体的な関係を調べるため、作物モデルと土地利用モデルを

単体で利用し、複数の SSP, RCP, 気候シナリオ（GCM）を用いた実験を行った結果が図(1)-4であ

る。ここでは、土地利用モデルで用いる社会経済シナリオは SSP2 で固定し、作物モデルで穀物

収量を計算する際に、5SSP, 4RCP, 5GCM の結果を使っている。穀物収穫量は、施肥効果と技術革

新によって、将来増加すると予測されている。施肥効果が最も大きいのが RCP8.5であるが、気候

変化の影響のため、穀物収穫量の増加は最小である。このため、穀物収穫量の増加の大小関係は、

シナリオによるばらつきがあるが、RCP6.0 > RCP4.5 > RCP8.5 > RCP2.6 となっている。そして、

穀物収穫量の大きいシナリオほど、土地利用面積の変化も小さく抑えられることが分かった。つ

まり、将来の気候変動による穀物収穫量の減少分が大きい場合ほど、食料生産のために、より多

くの土地を必要とする。本研究の解析によって、水資源が穀物収穫量を決める上で果たす役割と、

穀物収穫量が土地利用変化に及ぼす影響を、異なるモデルの相互作用を考慮した陸域統合モデル

によって、定量的に明らかにすることができた。 

 

 

図(1)-4  RCP2.6（青）、RCP4.5（緑）、RCP6.0（黄）、RCP8.5（赤）によって得られた、穀物

収量変化と土地利用変化の全球平均値の関係。両者の変化量は、2080-2099年と2000-2019年の平

均値の差を利用した。PRYSBI2によって計算された穀物収量の結果を、土地利用モデルに与えて計

算を行った。１つのドットが１つのモデル実験の結果（2006年から2100年までの積分）を示す。 

 

 最後に、陸域統合モデルによる将来予測実験の結果を図５に示す。将来気候シナリオとして、2

度安定化を目指すRCP2.6と、成り行きシナリオに近いRCP8.5を与えて実験を行なった。気候シナ

リオとしてはISIMIPによって提供された４気候モデルの結果を利用している。気候・水資源・陸

域生態系・作物・土地利用のすべてのモデルを結合させて走らせた結果である。水資源モデルに

よって計算した灌漑供給量（図(1)-5a）は、将来増加する傾向にある。灌漑面積は Hanasaki et al. 



 

 

S-10-2-10 

2013 の SSP2 シナリオにもとづいて増加させている。土壌水分（図(1)-5b）は、気候シナリオを

計算する気候モデルの違いによっても結果が異なるが、RCP2.6に比べて、RCP8.5の方が、土壌水

分の減少幅が大きい。作物収量の計算では、PRYSBI2 において施肥効果を考慮し、将来の国別GDP

の増加に応じて、技術発展による収量増加の効果を計算に含めている（過去の収量増加と国別GDP

増加の関係から、将来の技術発展による収量増加を推定）。このため、大豆と春小麦（図(1)-5c

とf）では収量が増加する傾向がある。冬小麦とトウモロコシ（図(1)-5dおよびe）に関しては、

RCP8.5の気候変化の効果によって、収量が減少する。各グリッドにおける収量の最大値（図(1)-5g）

は、RCP2.6では増加傾向にあるが、RCP8.5では、21世紀後半に、気候変化の影響によって収量が

低下する。図(1)-4で示すように、将来の土地利用は、収量が多いほど、農地の増加は少なくて済

む。このため、将来の穀物面積の変化（図(1)-5h）では、RCP2.6にくらべRCP8.5で穀物面積の変

化が大きくなる。さらに、生態系正味生産量（Net Primary Production＝NPP, 図(1)-5i）は、20

世紀後半で、RCP2.6に比べてRCP8.5で少なくなる。気候変化と土地利用変化の影響によって、生

態系が正味で吸収する二酸化炭素量は、RCP2.6に比べてRCP8.5でより小さくなり、温暖化を加速

する正のフィードバックが働く可能性がある。気候変化が作物生産に影響を与え、より耕作地が

広がり、より生態系生産が減少することで、気候変化に影響を与えるという形での相互作用が、

RCP2.6に比べてRCP8.5でより大きくなることが示された。土壌水分・作物生産・生態系生産に関

しては、気候モデルによる将来予測の不確実性の影響が大きく、RCP2.6に比べてRCP8.5の方が、

より将来予測のばらつきが大きくなる。ここでは、社会経済シナリオ（SSP）を固定しているが、

特に土地利用モデルの結果は、SSPの違いや、社会経済シナリオを予報する統合評価モデルの結果

にも依存する（サブテーマ５）。今後は、ここで示されたようなサブモデル間の相互作用を考慮

した上で、気候モデル予測以外の不確実性について考慮することが重要である。 
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図(1)-5 陸域統合モデルによる将来予測実験の結果。RCP8.5（赤）およびRCP2.6（青）シナリオ

を与え、気候データとして4つの気候モデル（実線＝MIROC, 破線＝HadGEM, 点線＝GFDL, 鎖線＝

NorESM）の結果を与えた結果を示す。a) 灌漑による水供給量（kg/sec, 1度グリッドの平均値）, 

b) 150cmの土壌水分（m）, c) 大豆収量（t/ha）, d)冬小麦収量（t/ha）, e) とうもろこし収量

（t/ha）, f) 春小麦収量（t/ha）, g) ５穀物のグリッド最大収量（t/ha）, h) 穀物面積（グリ

ッドにおける割合）、i) 生態系正味生産量（Net Primary Production, MgC/ha/mon）。作物収量

（c-g）は、陸面のすべてのグリッドで作物を栽培したと仮定した場合の、全陸面の平均値を表す。 

 

b. バイオマスエネルギーのポテンシャル評価 

 2℃目標達成のためには将来での排出量を負にする技術の利用が必要であることが、統合評価モ

デルによる研究の多くによって示されている。コスト・技術的観点から、統合評価モデルは、ネ

ガティブ・エミッション技術としてBECCS の利用を多くのシナリオにおいて仮定している。将来

の気候変化を2℃以下に抑えることを想定したRCP2.6では、2005年時点の全球の農地面積は約16億

haであるが、2100年時点で約21億ヘクタールまで増加し、その増加分の83%がバイオ燃料作物栽培

に利用されるシナリオとなっている(図6)。 
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図(1)-6 RCP2.6シナリオにおける農地利用およびバイオ燃料作物利用面積。 

 

 本研究では、プロセスベース作物モデルSoil and Water Assessment Tool (SWAT, Neitsch et al., 

2005)を改良することにより、第一世代・第二世代バイオ燃料作物の単収量（t/ha）を、全球的に

精度よく推定することが可能となった。第一世代バイオ燃料作物（トウモロコシ、サトウキビ、

サトウダイコン、ナタネ）の単収量の結果を図7に示す。また、第二世代バイオ燃料作物の結果が

図8 であり、ミスカンサスは一般的に高緯度地域、特にヨーロッパにおいてスイッチグラスより

も高い単収を示した。スイッチグラスは熱帯、亜熱帯の乾燥地域において肥料投入量が多い場合

に高い単収を示した。肥料投入や灌漑利用を考慮し、作物モデルを用いてバイオ燃料作物の終了

を計算することにより、第一世代・第二世代バイオ燃料作物を利用した場合のBECCSポテンシャル

評価を行なった。具体的には、RCP2.6シナリオにおけるバイオ燃料作物生産のための空間詳細な

土地利用シナリオと、シナリオにおけるBECCS利用量（エネルギー需要を満たすために必要なバイ

オ燃料作物）を用い、シナリオが想定しているBECCSを達成するために必要なバイオ燃料作物の単

収量（t/ha）と、作物モデルによって計算した単収を比較した。 

 

図(1)-7 第一世代バイオ燃料作物の収量予測。a) 現状の肥料投入と灌漑率を2100年まで仮定。b) 

2050年に160kgN ha-1 yr-1 まで肥料投入量を増加、および、灌漑面積を年0.6%で増加させた場合
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の収量予測。 

 

 

図(1)-8 第二世代バイオ燃料作物の収量空間分布。 

 

 作物モデルSWATにおいて肥料投入および灌漑利用を考慮し、現在広く利用されている第一世代

バイオ燃料作物(トウモロコシ、サトウキビ、サトウダイコン、ナタネ)の単収量を評価したとこ

ろ（図(1)-9 実線および点線）、高CCS技術オプション利用した場合でも、RCP2.6シナリオに必要

なBECCS（図(1)-9 黒破線）が達成されないことが分かった。RCP2.6シナリオに必要なBECCSの達

成のためには、現在の平均収量と比較し、トウモロコシでは約8倍、サトウキビ、サトウダイコン

では約3倍、ナタネでは13倍の収量が必要であることが明らかになった。この一方で、作物モデル

による第一世代バイオ燃料作物の単収は、高肥料・灌漑投入を仮定した場合でも（現在の肥料投

入量が160 kg N ha-1 yr-1を下回る地域において2050年までに投入量を年々増加させ、また灌漑

面積を年率0.6%で増加させる）において、2055年時点で現在の平均収量の約2倍(トウモロコシ)、

約1倍(サトウキビ)、約1.8倍(サトウダイコン)、約1.5倍(ナタネ)までにしかならないことがわか

った。肥料投入と灌漑利用を現状のまま維持した場合では、収量増加はみられず、特定の1 GCM気

候条件にのみ収量減を示すサトウダイコンを除いて、収量変化は現状の収量の5%の範囲におさま

った。これらの結果を総合すると、第一世代バイオ燃料作物を利用すると、BECCS達成可能量は、

RCP2.6シナリオにおける必要量には達せず、高CCS技術オプションの利用においても必要量の約

50%から65%にしかならないことがわかった(図(1)-9)。これらの結果より、劣化土壌域のバイオ燃

料ポテンシャルを考慮しても、RCP2.6シナリオが必要とするBECCSを達成するためには、想定の倍

以上のバイオ燃料作物に利用する土地面積が2050年ごろに必要であることがわかった。生産性の

高い土地をバイオ燃料作物利用として転換する場合、土地利用変化による更なる炭素排出により

BECCSにおける吸収量をキャンセルすると考えられ、BECCS利用による炭素バランスを達成するた

めには、食料作物生産利用による土地利用との競合が起こる可能性が示された。 
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図(1)-9 第一世代バイオ燃料作物を利用

した場合のBECCS（Bio-Energy with Carbon 

Capture and Storage）達成量。1a:低CCS

効率オプション。1b:中CCS効率オプション。

1c:高CCS効率オプション。点線は現状の肥

料・灌漑利用シナリオ。実線は高肥料・灌

漑利用シナリオ。破線は元の世界経済モデ

ルIMAGEモデルにおいてRCP2.6シナリオで

必要なBECCS量。 

 

 

 

 

 ２年目以降の研究において、第一世代バイオエネルギー作物 （サトウキビ、ビート、トウモロ

コシ、ナタネ）によるバイオエタノールおよびバイオディーゼル利用、将来利用が期待されてい

る第二世代バイオエネルギー作物（Switchgrass, Giant Miscanthus）由来リグノセルロースを利

用したガス化におけるBECCSの二種類の実施方法を考慮し、BECCSのポテンシャル評価を行なった。

第一世代バイオエネルギー作物を利用した場合でのBECCS 達成可能量は、肥料投入量に依存して

不確実性が存在するものの、RCP2.6で必要とされる量の 34%-43% と推定され、肥料投入量を 150 

kgN /ha/yr まで増加させるといった高肥料シナリオにおいても、必要量の半分にも満たないこと

がわかった。また、第2世代バイオエネルギー作物を栽培し、ガス化によるbioSNG 生産の過程で 

BECCS を行った場合、2100年までに約80Pg C固定できることがわかったが、これも必要量の約半

分の吸収量である。これに加え bioSNG 燃焼後の回収技術を仮定したCCSを行う場合では、必要量

の 95% ほどを満たすことが可能であった。現状の技術において、空気燃焼後のCO2回収技術にお

いては排出ガスのCO2濃度が低いために、コストとエネルギーが比較的多くかかる点があり、これ

らの技術革新あるいは、ガス化による水素エネルギーの利用など、CO2回収率の高い技術の利用が

重要となることがわかった。 

 このように、バイオエネルギー利用および回収技術の進歩が進まない場合、つまり第2世代バイ

オエネルギー作物の広域生産およびコスト的に見合うようなバイオ燃料利用における燃焼後回収

技術の高度化が進まない場合には、2℃目標に必要な大規模バイオエネルギー生産による BECCS 

を達成するためには、さらなるバイオ燃料作物栽培の土地を増やす必要がある。この場合、RCP2.6 

で仮定されているバイオエネルギー作物生産面積の倍以上に増やす必要があり、食料生産の農地

との競合がおこることが考えられる。 

 さらに、RCP2.6シナリオにおける土地利用変化（森林伐採）による炭素排出を、陸域生態系モ

デルVISITを用いて計算したところ、2006-2100年の積算で80.7±34.4 Pg Cと推定され、5つのGCM

による気候変動予測データを用いた実験のうち4つの実験において、元の統合評価モデルがRCP2.6

において想定している排出量 (60.7PgC) より大きい値を示した。統合評価モデルが推定する土地

利用変化による二酸化炭素排出と、プロセスベースの陸域生態系モデルが推定する二酸化炭素排

出の信頼性評価を行う必要がある。 
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c. 人口・GDPのダウンスケールによるグリッドデータの作成 

 

c-1. 全球を対象としたダウンスケール手法の開発：結果 

 研究手法で説明したように、(i)統計モデルを活用したModel ensembleに基づき、(ii)補助的デ

ータと(iii)空間効果を考慮して、かつ(iv)シナリオの仮定に整合するという条件を満たすように

ダウンスケール手法を開発した。結果として開発された手法のイメージを図(1)-3に示す。 

 

図(1)-10：開発したダウンスケール手法のイメージ。緑は国別データ、黄は都市別データ、赤は

0.5度グリッド別データを表す。また黒の実践はダウンスケールの手順を、青の点線は補助的デー

タを考慮するための処理を表す。 

 

図(1)-10 に示したように都市人口、非都市人口、GDPの3つを個別にダウンスケールした。都市

人口については、まずは都市別に配分することとした。その際、別途開発した都市成長モデルか

ら推定される都市別将来人口を用いて国から各都市への人口配分比を決定した。ここで開発した

都市成長モデルは、次の5つを考慮する空間統計モデルである：SSPの仮定；成長メカニズム（標

準的なlogistic-growthを仮定）；経済的な結びつきの強い都市からのグローバルな波及効果；近

隣都市からのローカルな波及効果；補助変数（道路密度、空港までの距離、海までの距離）から

の影響。都市成長モデルの推定にはSEDAC公開の都市別人口データ（1990,1995,2000年の世界

67,934都市の人口）を用いた。 

一方で非都市人口は国からグリッドに直接ダウンスケールした。グリッド別人口（都市+非都市）

の推定後は、その結果も考慮しながらGDPをダウンスケールした。 

補助変数、具体的には(a)都市面積、(b)農地面積、(c)道路密度、(d)空港までの距離、及び(e)

海までの距離の影響、を考慮して人口・GDPをダウンスケールするために、本研究では、各補助変

数を考慮してダウンスケールするためのサブモデルを補助変数毎に設定することとした。同サブ
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モデルは地理情報科学の関連分野で精度の良さが指摘されてきたdasymetric mappingモデルをベ

ースに開発した。Yamagata et al. (2015)での手法比較の結果を踏まえ、各サブモデルの統合に

は、統計理論に基づくModel ensemble手法として知られるGradient boostingを用いることとした。 

なお、上記補助データのうちの(c)、(d)、(e)については将来も一定と仮定した。一方で、(a)

都市面積と(b)農地面積は将来都市人口に応じて拡大／縮小するものとした。そこで、まずは

Business-as-usualシナリオであるSSP2の下での将来都市面積を、次の手順で推計した：(A-1)上

述の都市成長モデルで都市別の将来人口を推計；(A-2)推計された都市別人口を用いて現状～将来

の都市化ポテンシャル（近隣都市の人口が大きい＝ポテンシャルが大きい）をグリッド毎に評価；

(A-3)都市化ポテンシャルから都市面積を推計するためのモデルを2000年のデータを用いて推

定；(A-3)(A-2)で推定したモデルを用いて、将来の都市化ポテンシャル（2100年までの10年おき）

から将来の都市面積の拡大／縮小をグリッド毎に推計。また将来の農地面積についても同様に将

来推計した。なお都市面積と農地面積の和がグリッドの面積以上となった場合は農地面積を削減

した。これにより都市化が進んだグリッドは都市域のみになるが、都市化が不完全な外縁部では

都市域と農地が混在するシナリオを組み込んだ。 

SSP1については、上記モデルの内部パラメータである都市への集中度を2倍とすることで、SSP3

ではどうパラメータを0.5倍とすることで、それぞれシナリオに整合する形で将来都市面積を推計

した。 

 

c-2. 人口・GDPの推計 

 人口とGDPのダウンスケール結果（SSP1とSSP3）を、図(1)-11 と図(1)-12 にそれぞれプロット

した。図(1)-11 より、特にアフリカや西・南アジアなどにおいて、SSP1の人口分布はSSP3に比べ

て集約的であることが確認できる。図12 からはロンドン、ニューヨーク、上海といった主要都市

周辺におけるSSP1での経済成長が、SSP3に比べて顕著に大きくなった。以上の結果は両シナリオ

の仮定に整合している。 

人口とGDPのダウンスケール結果（SSP1とSSP3）を、図(1)-11 と図(1)-12 にそれぞれプロット

した。図(1)-11 より、特にアフリカや西・南アジアなどにおいて、SSP1の人口分布はSSP3に比べ

て集約的であることが確認できる。図(1)-12 からはロンドン、ニューヨーク、上海といった主要

都市周辺におけるSSP1での経済成長が、SSP3に比べて顕著に大きくなった。以上の結果は両シナ

リオの仮定に整合している。 

 

 
図(1)-11：人口のダウンスケール結果（SSP1とSSP3; 2080） 
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図(1)-12：GDPのダウンスケール結果（SSP1とSSP3; 2080） 

 

 図(1)-13 はGDPの推計結果をヨーロッパと南・西アジア周辺について拡大したものである。こ

の図より、ヨーロッパにおいては生産活動が営まれる範囲はシナリオ間で類似している一方で、

ロンドン、パリ、アムステルダムを含む主要都市域でのSSP3の生産性は、SSP1に比べて著しく小

さくなっていることが確認できる。南・西アジアでは、SSP3下での主要都市の成長がSSP1やSSP2

に比べて小さい一方で、生産活動自体は広い範囲で拡散的に行われていることがわかる。なお、

ヨーロッパとアジアの両方についてSSP2のダウンスケールの結果は中庸的となった。 

以上より、人口・GDPの双方について、集約型のSSP1、中庸型のSSP2、拡散型のSSP3という仮定

に整合したダウンスケール結果が得られていることを確認した。 

 

 

 

図(1)-13：GDPのダウンスケール結果（ヨーロッパと西・南アジア; 2080）。 
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図(1)-14：既存のグリッド別将来人口シナリオの比較（2080） 

 

次に我々の推計結果を、既存グリッド別人口シナリオ（Jones and O’Neill, 2016）と比較する

（出典：https://www2.cgd.ucar.edu/sections/tss/iam/ssp-projections）。なお、この既存シ

ナリオは気候変動の評価モデルであるIntegrated Assessment Modeling (IAM)を運営するアメリ

カ大気研究センターが公開するものであり、今後公式データとして幅広く使用される可能性の高

いものである。なお、彼らはGDPのダウンスケールは実施していないため、人口のみの比較となる。 

図(1)-14 に、西・南アジア地域での両シナリオの空間分布を示す。この図よりJones and O’Neill 

(2016)の推計結果は、非都市部における人口が過度に平滑化されている傾向がみてとれる。例え

ばサウジアラビアの砂漠地帯にも均一に均衡が分布しているがこれは直観に整合しない。対照的

に我々の結果では都市と非都市の差異が明瞭に表れており、より妥当な結果となっている。この

際は、Jones and O’Neill (2016)が仮定のみ基づいた（補助データやモデルの精度の良さ等は考慮

していない）方法を用いたのに対して、我々は補助データや波及効果などを考慮して統計的にモ

デルの精度を最大化したためと考えられる。以上より我々のグリッド別推計シナリオの妥当性・

有用性を確認した。 

次に我々の推計シナリオの精度を、実測値に基づくグリッド別人口データが入手できたアメリ

カ合衆国、フランス・スペイン・カンボジア、日本を対象に検証した（研究手法参照）。図(1)-15 

は横軸を実測人口(2000年)、縦軸を推計人口(2000年)とした45度線プロットである。この図より、

各国でのプロットが概ね対角線に乗っていること、即ち推計精度が良好であることを確認した。 

以上より、我々のグリッド別の人口・GDP推計がSSPの仮定に整合的であること、既存のシナリ

オよりも直観に整合的であること、及び精度が良好であることを確認した。最後に本業務で得ら

れ た 推 計 デ ー タ SSP1-3 を 新 規 に 作 成 し た ウ ェ ブ ペ ー ジ で 一 般 に 公 開 し た

（http://www.cger.nies.go.jp/gcp/population-and-gdp.html；図(1)-16）。 
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図(1)-15：推計人口と実測人口の比較 

 

 

 

図(1)-16：グリッド別人口・GDP推計結果（1980～2100年）の公開用ページのイメージ 

 

 

d. 気候変動リスクインベントリの作成とリスク連鎖の可視化 

 S10プロジェクトに参画する健康・水資源・作物・経済・生態系・気候・地球システムに関する

分野の専門家によって、教科書や出版された論文、IPCC第4次・第5次評価報告書をもとに、気候

変動リスク項目の抽出を行った（表１）。ここでは、気候変動によって引き起こされる被害や利

益についての因果関係を記述するために、気候システムの様々な変化を「climatic driver」とい

うカテゴリにまとめてある。すべての項目は、温室効果ガス濃度の増加や気候変動に伴って起こ

る「現象の変化」を表す形で統一されている。変化の仕方が明らかな場合には、「増加」「減少」

「悪化」「向上」などの形で、変化の方向を明示するように記述した。これにより、個別の影響
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が被害と利益のどちらになるかを、明確に示すことができる。個別具体的な細かい現象は、でき

るだけまとめて表現することにより、リスクの項目の数が多くなり過ぎないように注意した。ま

た、各々のリスク項目の間で、内容的な重複がなくなるようにも気をつけた。このような作業は、

後述するネットワーク図の作成を行う上でも、非常に重要な作業である。表1のリスク項目データ

は、数多くの専門家によって作成されたため、初期バージョンでは記述の仕方が統一されておら

ず、項目間での内容的な重複も多かったが、様々な調整を行い表1の形にまとめた。なお、表１で

は、将来の気候変動に対して社会が特別な対策を行わず、現在の温室効果ガス排出や社会経済の

傾向がこのまま続いた場合のリスクを考えることとした。今後、気候変動リスク管理のためにど

のような気候対策をとるかを評価する上で、このような「対策なし」の場合に生じるリスク評価

を行うことは非常に重要である。一般に気候変動対策としては、温室効果ガスの排出を削減する

「緩和策」と、発生した気候変動の様々な影響に対策を行う「適応策」があり、そのどちらを行

う場合にも、何らかのリスクが発生する可能性がある。気候変動対策まで含めたリスク項目の作

成は、今後の課題である。 

 

表1：気候変動リスクの網羅的な一覧表（リスクインベントリ） 

Sector No Risk item リスク項目 

Water 1 Decrease in river discharge 河川流量の減少 

水資源 2 Increase in river discharge 河川流量の増加 

  3 Decrease in soil moisture 土壌水分の減少 

  4 Increase in soil moisture 土壌水分の増加 

  5 Rise in river water temperature 河川水温の上昇 

  6 Worsening of river water quality 河川水質の悪化 

  7 Salinization of coastal waters 沿岸部の塩水化 

  8 Rise in lake water temperature 湖沼水温の上昇 

  9 Worsening of lake water quality 湖沼水質の悪化 

  10 Worsening of groundwater quality 地下水質の悪化 

  11 Decrease in groundwater table 地下水量の減少 

  12 Decrease in water resources 水資源の減少 

  13 Increase in water resources 水資源の増加 

  14 Increase in water demand 水需要の増加 

  15 Increase in water treatment costs 水処理費用の増加 

  16 Rise in water prices 水価格の上昇 

Food 17 Decline in crop production 作物生産量の減少 

食料 18 Increase in crop production 作物生産量の増加 

  19 Decrease in pasture production 牧草生産量の減少 

  20 Increase in pasture production 牧草生産量の増加 

  21 Decrease in livestock production 家畜生産量の減少 

  22 Increase in livestock production 家畜生産量の増加 

  23 Increase in crop disease damage 病害の増加 

  24 Increase in damage to agricultural land 農地被害の増加 

  25 Decrease in fisheries catch 漁獲量の減少 

  26 Increase in fisheries catch 漁獲量の増加 

  27 Change in food distribution 食料流通の変化 
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  28 Change in food trade 食料貿易の変化 

  29 Rise in food prices 食料価格の上昇 

  30 Rise in livestock feed prices 飼料価格の上昇 

  31 Destabilization of food supply 食料供給の不安定化 

Energy 32 Decline in hydropower efficiency 水力発電効率の低下 

エネルギー 33 Increase in hydropower efficiency 水力発電効率の向上 

  34 Decline in thermal power efficiency 火力発電効率の低下 

  35 Decline in nuclear power efficiency 原子力発電効率の低下 

  36 Increase in air conditioning demands 冷房需要の増加 

  37 Decrease in heating demands 暖房需要の減少 

  38 Increase in energy demands エネルギー需要の増加 

  39 Rise in energy prices エネルギー価格の上昇 

  40 Destabilization of energy supply エネルギー供給の不安定化 

Industry &  41 Increase in infrastructure damage インフラ被害の増加 

Infrastructure 42 Adverse impacts on tourism 観光産業への悪影響 

産業と 43 Decrease in lumber production 木材生産量の減少 

 インフラ 44 Increase in lumber production 木材生産量の増加 

  45 Appearance of the Northern Sea  Route 北極海航路の出現 

Ecosystem 46 Decrease in ecosystem production 生態系生産量の減少 

生態系 47 Increase in ecosystem production 生態系生産量の増加 

  48 Increase in soil erosion 土壌流出の増加 

  49 Decrease in soil organic matter 土壌有機物の減少 

  50 Excessive algal growth 藻類などの繁茂 

  51 Increase in wildfires 森林火災の増加 

  52 Increase in forest decline 森林の衰退と枯死 

  53 Change in vegetation zone 植生帯の変化 

  54 Decrease in mangroves and marshlands マングローブ林や湿原の減少 

  55 Increase in insect pests 害虫の増加 

  56 Decrease in insect pests 害虫の減少 

  57 Loss of biodiversity 生物多様性の低下 

  58 Increase in biodiversity 生物多様性の向上 

  59 Decrease in marine ecosystem production 海洋生態系生産量の減少 

  60 Decrease in ocean nutrients 海洋表層栄養塩の減少 

  61 Increase in dissolution of calcium carbonate  海洋炭酸カルシウムの溶解 

  62 Ocean oxygen depletion 海洋溶存酸素の減少 

  63 Change in marine habitats 海洋生物生息域の変化 

  64 Loss of ocean biodiversity 海洋生物多様性の低下 

Disasters &  65 Worsening of water security 水安全保障の悪化 

Security 66 Worsening of food security 食料安全保障の悪化 

災害と 67 Worsening of energy security エネルギー安全保障の悪化 

 安全保障 68 Adverse impacts on island regions 島嶼地域への悪影響 

  69 Damage to cultural heritages 文化遺産の損傷 

  70 Change in human migration 居住地の移動 

  71 Intensification of conflicts 紛争の激化 

  72 Increase in flooding 洪水の増加 

  73 Increase in sediment disasters 土砂災害の増加 
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  74 Increase in housing damage 家屋被害の増加 

  75 Increase in maritime accidents 海難事故の増加 

  76 Increase in drowning accidents 水難事故の増加 

Health 77 Increase in mortality due to heatstroke 熱中症や熱関連死亡の増加 

健康 78 Decrease in mortality due to cold 寒冷関連死亡の減少 

  79 Increase in diarrhea 下痢の増加 

  80 Increase in malnutrition 低栄養の増加 

  81 Increase in water-borne infections 水媒介感染症の増加 

  82 Increase in food-borne diseases 食料媒介疾患の増加 

  83 Increase in animal-borne infections 動物媒介感染症の増加 

  84 Decrease in animal-borne infections 動物媒介感染症の減少 

  85 Increase in human-to-human  infections 人間媒介感染症の増加 

  86 
Exacerbation of PTSD and other mental 

disorders 
PTSD などの精神疾患の増悪 

  87 Increase in respiratory diseases 呼吸器疾患の増加 

Climatic 88 Increase in GHG concentrations 温室効果ガス濃度の増加 

Drivers 89 Decrease in GHG concentrations 温室効果ガス濃度の減少 

 気候変化  90 Air temperature rise 気温の上昇 

 要因  91 Increase in extreme heat 猛暑の増加 

  92 Decrease in precipitation 降水量の減少 

  93 Increase in precipitation 降水量の増加 

  94 Stronger tropical cyclones 熱帯低気圧の強化 

  95 Increase in heavy rainfalls 豪雨の増加 

  96 Increase in storm severity 強風の激化 

  97 Stronger high tides 高潮の強化 

  98 Increase in snow and ice melting 雪氷の融解 

  99 Increase in frozen soil thawing   凍土の融解 

  100 Change in seasonal cycles 季節サイクルの変化 

  101 Rise in ocean temperature 海水温の上昇 

  102 Rise in sea level 海面水位の上昇 

  103 Changes in ocean circulation 海洋循環の変化 

  104 Ocean acidification 海洋の酸性化 

      
 

 

 次に、表1の作成手順と同様に、S10研究プロジェクトメンバーによって、既存の文献に基づき、

リスク項目の間の因果関係を記述する作業を行った。具体的には、表1で示した気候システムの変

化と気候変動によって生じる被害や利益の各項目を、「原因」「結果」のいずれかに配置する。

既存の文献に基づき、考えられる全ての因果関係を網羅したデータベースを作成し、現在では全

体として300程度の因果関係の記述を行った。ここでも表1のデータの作成と同様に、因果関係の

重複がなくなるよう、ある因果関係の内容が別の因果関係の一部に含まれることがないように気

をつけた。また、原因と結果の間に別の現象が生じるようなことがないよう、「間接的な」因果

関係が含まれないように注意してデータの作成を行った。本研究の成果は投稿論文として準備中

であり、因果関係のデータベースは、投稿論文に掲載する予定である。 

 さらに、リスク項目（表1）と、その間の300程度の複雑な因果関係を理解するためには、複雑

ネットワークを図化するための手法（Fruchtman & Reingold 力指向アルゴリズム）を利用して、
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リスク項目の因果関係の視覚化を行った。この手法は、非常に数多くのものごとの間の複雑なつ

ながり、ネットワークを表現するための手法で、様々な分野で利用されている。すべての因果関

係を一枚のネットワーク図に表すと、非常に複雑な図になるため、リスク因果関係がある部門に

含まれるものだけを抽出して、すべての因果関係を表すネットワーク図を８枚に分割して表現し

た。 

 図(1)-17 に、食料部門に関わる気候変動リスクの因果関係のネットワーク図を示す。図(1)-17 

ではリスク項目の間の因果関係が、矢印でつながれている。気候変動リスクの因果関係リストの

うち、原因か結果に食料部門のリスクが含まれる因果関係を図示したものであり、食料に関わる

リスクの様々な部門の間の因果関係が示されている。また、図17 では、気候リスク項目の部門ご

とに、リスク項目（アイコン）の色と形を変えている。また、リスク項目が持つ因果関係の数に、

項目の大きさを3通りに表した（大＝因果関係が8以上、中＝4～8、小＝3以下）。気温の上昇や降

水量の減少に伴う乾燥化などによって、作物生産量が減少する可能性がある。また熱帯低気圧の

強化などによって引き起こされる、強風の激化や豪雨の増加などは、農地に被害を与えることを

通して、作物生産量に悪影響を与える。同様の原因は、作物の生産量だけでなく、品質を悪化さ

せることにもつながる。作物生産量の減少は、食料供給の不安定化を通して、食料安全保障の悪

化を引き起こす可能性がある。食料安全保障の悪化は、前述のように健康に影響を与え、極端な

場合には社会に対しても大きな影響を与える可能性がある。一方で特に寒冷地など、場所によっ

ては気温の上昇・温室効果ガス濃度の増加や降水量の増加によって、作物生産性の増加がみられ

る可能性もある。 
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図(1)-17 気候変動リスクの因果関係を表したネットワーク図。食料部門に関わる因果関係を図

示。気候変動リスク項目を、部門（気候、水資源、食料、エネルギー、産業、生態系、災害、健

康）ごとに、異なる色と形を変えて表現している。 

 

 図(1)-17 で示したように、気候変動リスク連鎖の大きな構造として、気候システムの変化をき

っかけとして、自然環境システムに変化が生じ、さらに社会システムに変化をもたらし、最終的

に人々の生活に影響が及ぶ、という流れがあることが分かった。そこでこの点に着目し、気候変

動リスクをフローチャートの形で表現したのが図(1)-18 である。図2は、気候変動リスク項目を

自然環境システム、社会システム、人間システムの変化に分けて配置し、リスク連鎖の流れを表

現している。 
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図(1)-18 気候変動リスクの因果関係を表したネットワークフローチャート。水資源部門に関わ

る因果関係を図示。図(1)-1と同様に、気候変動リスク項目を、部門（気候、水資源、食料、エネ

ルギー、産業、生態系、災害、健康）ごとに、異なる色と形を変えて表現している。気候変化要

因を最上流に、自然システム、社会経済システム、人間システムに関わる項目ごとに配置した。 

 図(1)-18 は「水資源」カテゴリのリスク項目が含まれる因果関係の図である。降水量が減少す

る地域では、乾燥化によって河川流量や土壌水分が減少することにより、水資源が減少する。こ

れにより水安全保障の悪化（農業用水・工業用水・家庭用水）が引き起こされる可能性がある。

水安全保障の悪化は健康への影響（感染症・低栄養・下痢などの増加）を引き起こす可能性もあ

り、極端な場合には社会的な影響（居住地の移動や紛争の激化）さえも引き起こすかもしれない。

また、河川流量の減少や河川水温の上昇は、発電施設における冷却効率に影響を与えるなどして、

火力・水力・原子力発電の効率の低下をもたらす可能性もある。また、肥料の利用などによる河

川や湖沼の水質の悪化は、エネルギー需要を増加させるとともに、水処理費用の増加をもたらす

ことで、水価格に影響を与える可能性がある。この一方で、降水量が増加する地域では、水資源

の増加に伴い、作物生産量の増加や水力発電効率の向上などの好影響が生じる可能性もある。 

 気候変動リスクの網羅的な一覧表（表1）とリスク因果関係の可視化によって、気候変動によっ

て生じる様々なリスクの全体像を、複数の分野にまたがるリスクの連鎖も含めて、明快に示すこ

とができた。我々が作成した一覧表とネットワーク図は、政策決定者や市民が気候変動リスクの

全体像を網羅的に把握する際に、有用な情報となるであろう。 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 気候・陸域生態系・水資源・作物・土地利用のモデルを結合した「陸域統合モデル」の開発に

よって、これまで独立にモデル開発され分析されてきたプロセスに関し、様々な相互作用を考慮

可能な新たなモデルを完成させることができた。将来予測のシミュレーションを行うことにより、

気候・生態系・水資源・作物・土地利用の間に起こりうる相互作用とフィードバックに関して、

新たな分析を行うことができた。今後、モデルの不確実性をより体系的に評価することにより、

様々な部門の間の相互作用によって生じる新たなプロセスについての評価することが期待できる。 

 人口・GDPのダウンスケールに関しては、人口・GDPの分布を説明しうる多数の補助的データを

活用しながら、空間効果を考慮して、かつ各SSPの仮定にも整合的に人口・GDPを推計する統計的

ダウンスケール手法の開発に成功した。また開発した手法を実データに適用することで、既存の

グリッド別推計よりも直観に整合的であり、かつ高精度なグリッド別人口・GDPシナリオ（1980～

2100年）の推計に成功した。さらに推計データを、ウェブページを通して一般に公開した。空間

詳細人口・GDPシナリオは気候変動への適応・緩和を都市・地域のスケールで議論する上で重要な

データであり、今回公開したデータセットは、今後幅広い研究者に利活用されることが期待でき

る。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

 「特に記載すべき事項はない。」 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project (ISI-MIP)：複数セクター影響モデル

相互比較プロジェクトでは、様々なセクターに関わる気候変動影響を評価することが目的である

が、ISI-MIP推進事務局との共同研究を通して、本研究で開発した人口・GDPのダウンスケール手

法を活用し、ISIMIPに貢献するための方法を検討している。 

 本研究で作成した気候変動リスクの包括的な一覧表（気候変動リスクインベントリ）およびリ

スク連鎖のネットワーク図は、デザインの専門家と協力することで、直感的でわかりやすい図に

することを心がけた。これらの情報を提供することで、多くの人々が気候変動リスクの全体像を

把握する上で役立つことが期待できる。 
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図(1)-19：PIKとの予備的検討：GDPのダウンスケール結果（SSP2） 

 

 

６．国際共同研究等の状況 

陸域統合モデルの開発では、Yadu Pokhrel 准教授との共同研究を行なっている。気候・水資源

モデルの開発に関わった Pokhrel 准教授と議論をすることにより、陸域統合モデルを用いた分析

を進めた。 

 人口・GDPダウンスケーリングの研究では、ポツダム気候変動影響研究所・Tobias（ドイツ）ら

との共同研究を実施している。本共同研究の成果の一部として実施した、同氏ら推計の人口デー

タを入力として推計したグリッド別GDPを図(1)-9に示す。今後は1980年以前も含むより長期間の

GDP推計を担当することとなっており、その成果をIPCCの公式データとして活用すべく検討を重ね

ている。 
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S-10-2 気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最適利用戦略  

（２）陸域生態系の最適利用に向けたモデル開発と分析 

国立研究開発法人国立環境研究所   

地球環境研究センター 物質循環モデリング・解析研究室    伊藤昭彦 

＜研究協力者＞  

国立研究開発法人国立環境研究所 仁科一哉・野田響 

 

   平成24年～28年度累計予算額：42,213千円（うち平成28年度：8,109千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

陸域生態系は人間社会の持続可能性に必須となる生態系サービスを提供しており、気候変動お

よびその対策実施に伴う影響を評価することは、陸域の最適利用において極めて重要である。本

サブテーマでは、陸域生態系モデル（VISIT）を用いて複数のシナリオに基づいて不確実性を考慮

しつつ気候変動の影響評価と対策影響評価を行った。これらの評価における推定精度を向上させ

るためのモデル高度化およびデータ整備も並行して進めた。気候変動影響評価は、社会経済シナ

リオ（SSP）、大気中温室効果ガス濃度パス（RCP）、気候モデルの組合せにより不確実性を取り

入れつつシミュレーションを行い、生態系の一次生産力、植生バイオマス、土壌炭素、正味CO2収

支の時間変化とその空間パターンを調べた。リスク要因として土壌流出と野外火災についてもモ

デルによる推定を行った。さらに国際影響モデル相互比較（ISI-MIP）への参加を通じて生態系モ

デル間のばらつきも考慮した影響評価を行った。その結果、21世紀前半の生産力推定は濃度シナ

リオや気候シナリオ間の差違に起因するばらつきが大きいが、土壌炭素変化については生態系モ

デル間のばらつきの寄与が大きいことが示された。北極域とモンスーンアジア地域については、

重要性が高い地域として詳細な解析を行った。対策影響として、バイオ燃料増産による自然植生

の破壊がもたらす影響や気候工学的対策の実施に伴う影響を評価した。バイオ燃料増産は、森林

などの植生減少を引き起こすことで、地域の炭素ストック減少や土壌流出を招く恐れがあり、生

態系サービス劣化につながる可能性が示された。本サブテーマで開発された陸域生態系モデルを、

サブテーマ１による統合陸域モデルの要素として提供した。これらの研究開発を通じて、気候変

動下の陸域最適管理に向けた検討に貢献した。 

 

［キーワード］   

気候変動、リスク評価、生態系機能・サービス、対策影響、陸域モデリング 

 

１．はじめに 

 生態系で営まれる諸過程は、生態系自身の発達や維持だけでなく、生態系サービスと呼ばれる

様々な産物や調整機能を人間社会にもたらしている。生態系は気候変動に対する耐性や回復力（レ

ジリエンス）を備えていると考えられているが、急速に進む環境変動には適応できる限界がある。

その限界近くの生態系は気候変動に敏感に応答する、いわゆる脆弱性を示す。陸域の最適利用を

考える上で、生態系への気候変動影響や対策影響を科学的手法で評価する意義は非常に大きい。
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都市拡大や耕作地化により、広大な面積の陸域が利用されてきたとはいえ、なお陸地面積の約85％

は自然生態系で占められている。Costanzaら（2014）による世界の生態系サービス経済評価によ

れば、総額は2011年時点で125兆USドルに達しており、生態系サービスの衰退は人間社会活動に深

刻な影響をもたらしうる。 

 気候変動が生態系に与える影響に関しては、長期モニタリング、古気候学的分析、野外実験な

どで実証的証拠が集められてきたが、長期かつ広域の評価には数値モデルを用いたシミュレーシ

ョンが有効である。特に、近年の温暖化研究では複数の社会経済シナリオ（SSP）、温室効果ガス

濃度パス（RCP）、気候モデル予測を用いた多数ケースの評価を行うことが一般的となっており、

そのような分析に対応するには数値モデル・シミュレーションが唯一の手法と言って良い。しか

し、生態系は非常に複雑かつ不均質であり、もたらされる生態系サービスは多岐に及んでいる。

多くの要因を適切な手法で取り込み、複雑性や不均質性に対応したモデルを構築使用とすれば、

そのモデル自体が極めて複雑化し不確実性も大きなものにならざるを得ない。そこで、実用的な

データ量と計算負荷の上で動作しつつ、必要な種類の推定データを与えるモデルを開発利用する

ことが望ましい。 

 多くの自然生態系は、都市・住宅地や耕作地の域外に存在するため社会経済的要因との関わり

が希薄だと捉えられることが多いが、それは必ずしも事実ではない。人為的な温室効果ガス排出

による温暖化によって生態系が影響を受けるだけで無く、様々な経路で人間社会の諸セクターと

生態系は相互作用を行っている。例えば、産業活動によって大気に排出された窒素酸化物は地表

に沈着して富栄養化や施肥効果をもたらす。また、農耕地の拡大は食糧需要に影響を受けるが、

それは森林破壊などの土地利用変化の一因となっている。森林に代表される生態系は、水源涵養

機能によって人間社会に利用可能な水資源に影響を与える。このようなセクター間の相互作用と

連環はネクサスと呼ばれるが、生態系を含めた分析は新しい研究分野であり、それに応じた研究

手法やデータの開発が急務となっている。 

 

２．研究開発目的 

 本サブテーマの研究開発目的は、本プロジェクトの基礎となっているリスクトレードオフの枠

組みに沿って、気候変動による正負の影響、そして気候変動対策実施に伴う波及影響を評価する

生態系モデルを開発し、分析を行うことである。生態系サービスに関与する諸変数を推定可能な

モデルを開発し、その信頼性を向上させるための研究を行う。気候変動影響に関しては、近年の

温暖化研究で実施されているシナリオベースの評価に対応し、国際的動向を踏まえた研究を行う。

対策評価に関しては、プロジェクト実施中にパリ協定が採択されたことを踏まえ、大規模な温度

上昇抑制策が講じられることを想定した研究が必要となった。例えば大規模植林やバイオ燃料作

物栽培の拡大が、生態系に与える影響を、トレードオフやコベネフィットの観点から整理する。 

 

３．研究開発方法 

（１）生態系モデルの開発 

 気候変動が陸域生態系に与える影響・リスクや、対策実施に伴う影響を評価する場合、将来の

大気中温室効果ガス濃度、土地利用、気候条件に基づいた予測を行うことになる。そのため、過

去から現在のデータに基づく経験的モデルを用いると外挿に伴う不確実性が大きくなる危険性が
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あり、生態系で行われる素過程をできるだけ科学的ベースのある数式（例えば化学反応論に基づ

くアレニウス式やミカエリス-メンテン式）で表現したメカニスティックモデル、またはプロセス

モデルと呼ばれるモデルを用いることが望ましい。本課題では、陸域生態系で営まれる諸過程の

うち、物質循環や生態系サービスに関係するものをできるだけ詳細に扱うモデルの１つである

VISIT（Vegetation Integrative SImulator for Trace gases：図１）に関する研究開発を行った。

VISITは植物群落の光合成生産を推定するモデルから出発しており、基盤的サービスの１つである

一次生産を推定することができる。さらに炭素、水、窒素の循環に関する主要プロセスを導入す

ることで、多くの生態系機能をシミュレートしている。一方で、生態系の動態に関する個体ベー

スの相互作用などは直接扱っておらず、計算を省力化している部分もある。VISITの開発は炭素循

環からはじまり、CH4やN2Oなど主要な温室効果ガスの交換を統合的に扱うことを目標として改良と

拡張が加えられてきた。現在でもCO2、CH4、N2Oを統合的な枠組みで扱える数少ないモデルの１つ

として様々な基礎研究や応用が行われてきている。 

 

図(2)-1 陸域生態系モデルVISITの構造図。左部分が炭素循環、右側が窒素循環、中央に水収支

のスキームが示されている。矢印は物質のフロー、ボックスはストックを表す。 

 

気候変動による影響とリスク評価、生態系サービスに関する分析を行う際には、モデル推定値の

うち以下の６指標に注目した。 

①植生バイオマス：生態系の炭素貯留および産物の供給サービスに関係 

②土壌有機炭素：生態系の炭素貯留および土壌形成による基盤サービスに関係 

③純一次生産量：生態系の供給サービスおよび基盤サービスに関係 

④正味CO2収支：生態系の気候調節サービスに関係 

⑤土壌流出：土壌形成による基盤サービスおよび炭素ストック減少リスクに関係 

⑥火災放出：火災による被災リスクおよび大気へのCO2放出に関係 

 

（２）気候変動リスクに関するモデル分析 

 気候変動がもたらすリスク分析のためにVISITモデルを用いた一連の分析を行った。ここでは5

種類のSSP（1-5）に基づく土地利用変化データ、4種類のRCP（2.6、4.5、6.0、8.5）、そして各

RCPに対応した5種類の気候モデル（GFDL-ESM2M、HadGEM2-ES、IPSL、MIROC-ESM-CHEM、NorESM）

に基づくシミュレーションを行い、その出力結果を解析した。全球シミュレーションの空間分解
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能は0.5度（約55kmメッシュ）であり、自然植生の分布はOlsonおよびRamankutty & Folyのデータ

に基づいて与えた。気象データは（３）で説明されるISI-MIP仕様のものであり、過去については

観測データによりバイアス補正が行われている。1951年から2099年までの計算を行ったが、それ

に先だって最初の30年分の気象データを繰り返し100回使用して3000年間のスピンアップ計算を

行っている。土地利用変化のデータは、各メッシュ内の耕作地割合の変化として与えられた。 

 

（３）気候変動影響に関する不確実性解析 

 将来の気候変動に伴う影響・リスクを評価することは、適切な対策を講じる上で重要であるが、

複数の大きな不確実性要因が残されている。これまでにも将来の気候予測シナリオを用いて陸域

生態系における影響評価が行われてきたが、いずれも少数のモデルやシナリオを用いたものであ

り、不確実性の全体像を系統的に解析した例はほとんどなかった。ドイツ・ポツダム気候変動影

響研究所（PIK）の主導により、2012年からInter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project 

(ISI-MIP)が実施され、複数モデル×複数シナリオによる不確実性を考慮した影響評価プロジェク

トが進められている。本課題は、ISI-MIPへの参加を通じて陸域生態系への気候変動影響を進めた。

これは国際標準のプロトコルに沿ったシミュレーション解析を行うことができ、当研究グループ

の国際的プレゼンスを高める上で有効であった。ISI-MIPは複数のセクターにおける影響評価モデ

ルで構成されるが、ここでは生態系を扱うBiomeセクターに参加した（表(2)-1）。 

 

表(2)-1 ISI-MIP の biome セクターに参加した生態系モデルの一覧  

モデル名  実行した実験  開発機関など  文献  

Hybrid RCP(2) x ESM(5) Dynamic vegetation model developed 

in Cambridge University, UK 

Friend and 

White (2000) 

JeDi RCP(2) x ESM(5) Jena Diversity model developed in 

Max-Planck Institute, Germany. 

Pavlick et al. 

(2012) 

JULES RCP(2) x ESM(5) Joint UK Land Ecosystem Scheme 

developed in Centre for Ecology and 

Hydrology, Mat Office Hadley Centre, 

and University of Exeter 

Clark et al. 

(2011) 

LPJmL RCP(2) x ESM(5) Lund-Potsdam-Jena model with 

managed Land developed in Potsdam 

Institute for Climate Impact Research, 

Germany 

Sitch et al. 

(2003) 

ORCHIDEE RCP(2) x ESM(1) Organized Carbon and Hydrology in 

Dynamic EcosystEms model developed 

in Institut Pierre Simon Laplace, 

France 

Krinner et al. 

(2005) 

SDGVM RCP(2) x ESM(5) Sheffield Dynamic Global Vegetation 

Model developed in University of 

Sheffield, UK 

Woodward and 

Lomas (2004) 

VISIT RCP(2) x ESM(5) Vegetation Integrative SImulator for 

Trace gases model developed in 

National Institute for Environmental 

Studies, Japan 

Ito and Inatomi 

(2012) 
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 ISI-MIPの第1フェーズでは、気候変動に関するハイエンドとローエンドに焦点を当て、RCP2.6

とRCP8.5における評価を行った。それぞれについて変動パターンが異なる５種類の気候モデル

（GFDL-ESM2M、HadGEM2-ES、IPSL、MIROC-ESM-CHEM、NorESM）による予測データが提供され、シ

ミュレーションの入力データとして使用した。生態系モデルによる計算出力は、変数別・所定の

期間毎にファイルが分割され、NetCDF形式でPIKに提出された。一次的な解析の後、それらのデー

タは所定の手続きを経て一般ユーザへの公開が行われた。 

 2015年度よりISI-MIPは第2フェーズに入り、より踏み込んだ解析や実験が進められている。前

半部（2a）では、各モデルの精度検証に立ち返り、過去（1951〜2010年）の計算結果について観

測データとの比較によるベンチマーキングが行われた。続く後半部（2b）では、パリ協定の採択

を受けて、2℃または1.5℃目標に向けた影響評価のためのモデル解析が進行中である。 

 

（４）地域スケールのリスク分析 

 過去の研究より、将来の気候変動は全球一様に進行するわけではなく地域偏差があり、さらに

各種の影響も空間的に不均質に生じることが示唆されている。そのため、全球の解析に加えて、

重要な地域に焦点を当てて詳細な解析を行う必要がある。陸域では、高緯度域や高標高域は積雪

の減退によるフィードバックが作用して、平均よりも速い速度で温度上昇が進行することが指摘

されている。そして、21世紀末までの温度上昇による影響も他地域と比べてより顕著であること

が示唆されているため、ここではISI-MIP第1フェーズの出力データから緯度60度以北の高緯度域

を対象に詳細な解析を行った。また、モンスーンアジアは日本が含まれることはもちろん、温暖

化の進行に伴うモンスーン循環の変調が注目される地域であり、同様に地域解析の対象とした。

北極域は凍土融解や亜寒帯林の消失について、またモンスーンアジアはモンスーン循環の変調に

ついて、ティッピングエレメント（地球物理学的臨界現象）の点でも注視すべき地域であり、そ

れぞれ生態系機能や炭素ストックについて詳細な解析を行った。 

 

（５）気候変動への対策実施に係る影響分析 

 既往研究により、化石燃料消費に伴う排出を削減するだけでは温暖化を抑制する上で検討が不

十分であり、低炭素社会に向けたより包括的な検討が必要とされている。特にパリ協定で採択さ

れたような1.5℃または2℃目標を達成するには、大気中の温室効果ガス濃度を大幅に低下させる

ための方策が必要であることが示唆されている（Fuss et al., 2014）。バイオ燃料の大幅な増産

による化石燃料への代替、さらには地中埋設による隔離（BECCS）の実効性が要検討課題として浮

上しており、それに伴う各種影響評価も本テーマで取り上げられた。そこでは、耕作地の転用な

どの食料・水資源とのトレードオフに注目したシナリオに加え、森林のバイオ燃料栽培地化シナ

リオも検討した。全世界の森林のうち約1割に相当する5億ヘクタールを21世紀末までに伐採し、

バイオ燃料栽培地とするシナリオである。その面積はインドの国土面積にも匹敵し、現実にその

ような大規模な森林の転用が進むことは想像しがたいが、ある程度極端なシナリオを用いること

で影響を端的に示すことができる。転用される森林の分布は、サブテーマ５の土地利用モデルを

用いて推定が行われた。 

 別の温暖化対策として、破滅的な影響を回避するための緊急措置として気候工学（ジオエンジ

ニアリング）に関する検討が行われている。気候工学の手法として、主に成層圏へのエアロゾル
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注入などの日射量調節（solar radiation management）と、空気中の二酸化炭素の人為的な固定

除去（carbon dioxide removal）が提案されている。二酸化炭素除去には植林によるものも含ま

れ、一部は上記のBECCSと共通する部分がある。一方、日射量調節はコスト的には比較的安上がり

だが、不確実性が大きい手法とも考えられている。ここでは、気候工学実施に対する気候システ

ムの応答を見るためのモデル相互比較プロジェクトであるGeoMIP（Kravitz et al., 2013）の出

力を用いてシミュレーションに基づく影響評価を行った。気候工学的な対策を行わない場合

（RCP4.5相当）、温室効果ガスによる放射強制力を相殺するシナリオ（G3）、毎年一定量の硫酸

エアロゾルを成層圏に注入するシナリオ（G4）について検討した。G3とG4シナリオでは、2020年

から2069年まで気候工学的対策が行われた後、2070年以降は対策を中止することになっており、

対策終了（termination）に伴う影響にも注目した。エアロゾル注入による日射の直達成分と散乱

成分は経験式を用いて分離し、それぞれについて植生キャノピーでは異なる吸光係数を割り当て

ることで日射の量的な減衰だけでなく散乱効果についても考慮した。 

 

（６）窒素ネクサス分析に関する研究 

 農地を含む陸域生態系と外部との窒素の出入りは、食料や水質、さらには健康にも影響を及ぼ

すため、統合陸域モデルを用いた最適利用検討の対象として重要なものに挙げられる。窒素は環

境中で、工業的窒素固定により化学肥料として農地に投入されたものが、河川への溶脱やアンモ

ニアでの揮散などにより流出する。また一部はN2Oとして大気に放出され、温暖化や成層圏オゾン

破壊の一因となっている。このような窒素循環の視点から自然と人間社会の各セクターの連環（ネ

クサス）を解析し、最適な窒素利用を提言する意義は大きいと考えられる。実際に、プラネタリ

ー・バウンダリーの中で窒素をはじめとする栄養塩循環は最も切迫度が高い項目にあげられてお

り、2016年からは国際窒素管理システムの準備作業が開始されている。ここでは、窒素ネクサス

分析でモデル入力として必要となる、農耕地への窒素肥料投入に関するグローバルデータの開発

を行った。国連食糧農業機関（FAO）が提供している農業関係統計データセット（FAOSTAT）によ

る国別の窒素肥料消費量を使用した。しかし、この統計データは欠損値を多く含み、肥料の種類

（アンモニア肥料、硝酸肥料）の情報も含んでいない。そこで、統計的な欠損値補間アルゴリズ

ムを用いて連続的な時系列データを作成した。また、国別の情報を緯度経度0.5度メッシュにダウ

ンスケーリングするにあたり、耕作地の分布だけで無く、作物種類や二期作の分布も考慮した。 

 

４．結果及び考察 

（１）気候変動リスクに関するモデル分析 

複数シナリオを用いたシミュレーションに基づき、生態系に生じうる影響・リスクが評価された。 
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図(2)-2 陸域生態系モデルVISITで推定された純一次生産（NPP）に関するリスク評価結果の一例。

(a)現在の気候条件下における平均的NPP、(b-f)気候モデルによる予測シナリオを用いた2080年代

までの変化分布。(b)GFDL-ESM2M、(c)HadGEM2-ES、IPSL-CM5A-LR、(d)MIROC-ESM-CHEM、(e)NorESM1-M。

(a)の矩形領域は図(2)-3の解析領域を示す。いずれも土地利用はSSP2シナリオに基づく。 

 

植物の純一次生産（NPP）は、いずれのシナリオでも概ね増加していた（図(2)-2）。その原因は、

大気CO2濃度上昇による施肥効果が大きいと考えられる。次いで、温度上昇による主に中高緯度の

植生における成長期間の延長効果があげられる。大気CO2濃度と温度上昇の間には厳密には線形で

は無いが比例関係が認められるため、概要として温度上昇幅とNPPの増加幅には関係性が認められ

た（図(2)-3）。SSP間で大きな影響の差は見られなかった（図(2)-4）。 

 

図(2)-3 代表的地域における全球温度上昇幅と純一次生産の変化幅の関係。上段から下段は異な

る気候シナリオの結果を示し、色がRCPシナリオ (青 = RCP2.6、緑 = RCP4.5、橙 = RCP6.0)、記

号が年代に対応する (● = 2020年代、▲ = 2050年代、■ = 2080年代)。 
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図(2)-4  SSP別の現在 (1986～2005年) と2080年代 (2070～2099年) の間の純一次生産変化

(∆NPP)の分布。RCP4.5における5GCM予測を用いた推定結果の平均。 

 

土壌流出量は、それ自体は大気CO2濃度や温度への感度は無いが、降水量の変化、植生からの有機

物供給の変化、そして土地利用変化により影響を受ける。土壌流出の増加は、地力の低下を招き

農地を含む生態系の生産力を低下させ、ひいては生物多様性の維持など様々な生態系サービスの

劣化につながる。ここで行われた影響評価では、主に熱帯域やモンスーンアジアで降水量の増加

に伴う土壌流出の増加が見られ、逆に地中海沿岸のように降水量が減少する可能性が高いとされ

る地域では土壌流出の減少傾向が見られた（図(2)-5）。土壌流出と全球温度変化の関係は、NPP

ほどきれいな線形関係ではなく、応答感度の地域差も見られた（図(2)-6）。 
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図(2)-5 陸域生態系モデルVISITで推定された土壌流出に関するリスク評価結果の一例。(a)現在

の気候条件下における平均的土壌流出速度、(b-f)気候モデルによる予測シナリオを用いた2080年

代までの変化分布。その他は図(2)-2参照。 

 

 

図(2)-6 代表的地域における全球温度上昇幅と土壌流出の変化幅の関係。記号や色の違いに関す

る説明は図(2)-3参照。 
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図(2)-7  SSP別の現在 (1986～2005年) と2080年代 (2070～2099年) の間の土壌流出量変化

(∆Erosion)の分布。RCP4.5における5GCM予測を用いた推定結果の平均。 

 

（２）気候変動影響に関する不確実性解析 

複数のモデルとシナリオに基づくシミュレーション結果（図(2)-8）の解析により、不確実性を考

慮した気候変動影響・リスク評価を行った。 

 

図(2)-8 異なるRCP（2.6-8.5）、気候モデル（線種の違い）、生態系モデル（色の違い）で推定

された陸域生態系の主要変量の時間変化。上段から純一次生産（NPP）、植生バイオマス（VegC）、

土壌有機炭素（SOC）、植生の平均滞留時間。 
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図(2)-9 陸域生態系モデル7種類により推定された将来の全球の土壌有機炭素（SOC）および植生

バイオマス炭素ストック（VegC）。最上段は観測ベースの現在値に関する比較。色はRCPの違いを

示し、破線は大気CO2濃度を固定した実験の結果（Nishina et al., 2014）。 

 

 

図(2)-10 陸域生態系モデルで推定された(a)現在（2000年）の土壌有機炭素ストック、(b)21世
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紀末までの変化量の分布、(c)大気CO2濃度固定実験での変化量、(d)大気CO2濃度固定実験での植生

応答と土壌炭素応答の比率（Nishina et al., 2014）。 

 

陸域生態系における土壌と植生バイオマスの炭素ストックは、異なるシナリオと生態系モデルを

通じて概ね増加する傾向が見られたが、その量的な応答感度には大きな差が見られた（図(2)-8）。

変化の空間パターンにもモデル間の差は顕著に表れており、高緯度域で土壌有機炭素ストックが

減少するモデル（例えばHybrid、LPJmL、VISIT、ORCHIDEE）と増加するモデル（JeDi、SDGVM）に

分かれた（図(2)-11）。 

 
図(2)-11 陸域生態系モデル（ISI-MIPのbiomeセクターに参加した7種）で推定された21世紀末ま

での土壌有機炭素ストックの変化分布。右はグリッドベースの累積確率頻度分布を示す（Nishina 

et al., 2014）。 
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複数のシナリオを通じて温度分布と土壌有機炭素ストックの関係を見ることで、モデル間の差違

を明確にした（図(2)-12）。全球の気温変化に対し大きく土壌炭素を減らすモデル（例えばHybrid

やVISIT）と感度が低いモデル（例えばJeDi、LPJmL、SDGVM）があり、それは一部は植生からの炭

素供給にも原因があるが、微生物による分解速度の温度依存性の設定の差などに起因すると考え

られる。 

 

図(2)-12 異なるモデルによる将来の気温変化（∆=2〜4℃）と土壌有機炭素ストックの変化速度の

関係（Nishina et al., 2014）。 

 

RCP、気候モデル、生態系モデルの組合せにより異なる推定結果が得られることが分かったので(図

(2)-8)、それぞれの寄与率を分散分析の手法により分離した(図(2)-13)。植生の純一次生産に関

しては、21世紀前半は気候モデルによる予測シナリオ間の差違が最も強く影響しており、一時的

に生態系モデル間の差の影響が強くなるが、後半にかけてRCPの影響が優勢となる。これはRCP間

の大気CO2濃度上昇による施肥効果の差が現れていると考えられる。植生バイオマスはの応答は、

純一次生産の傾向をなぞる部分もあるが、生態系モデル間差の影響が強く表れていた。これは植

生内の同化産物分配、枯死率、呼吸消費など光合成生産以外のプロセスにおけるモデル間差が大

きいことを示唆している。土壌有機炭素（SOC）の差違においてその傾向はさらに強まり、ばらつ

きの大半は生態系モデル間の差違に起因するとする結果が得られた。 
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図(2)-13 複数シナリオ・モデルによる将来影響評価の結果（全球合計）に関する不確実性の寄

与度。オレンジはRCP、黄色は気候モデル（GCM）、青は生態系モデル（GVM）、灰色はそれらの相

互作用の寄与を示す（Nishina et al., 2015）。 

 

同様な不確実性分離評価を格子点ベース（図(2)-14）および植生タイプ別（図(2)-15）に実施し

た。植生による純一次生産については、全球合計でRCPの影響が見られていたが、それは特に温帯

や亜寒帯の森林で顕著であり、逆に熱帯林では生態系モデルの影響が強かったことが分かった。

土壌炭素については一様に生態系モデル間の差が大きく、草原など降水量変動の影響が強い一部

地域では気候モデル間の差が影響を決定付けていた。植生タイプ別に見ると、冬季の降水量が少

ない亜寒帯林で特に純一次生産に対するRCPの影響が強い、熱帯とツンドラでは土壌炭素の違いは

ほぼ全て生態系モデル間の差に起因するなどの特徴が明らかとなった。土壌有機炭素の推定のば

らつきに対してRCPの違いはほとんど影響していなかった。 
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図(2)-14 各格子点における推定のばらつきに対するRCP、気候モデル、生態系モデルの寄与。左

が2050年代まで、右が2090年代までの差違に対する結果（Nishina et al., 2015）。 

 

 

図(2)-15 植生タイプ（ケッペンの気候帯に基づく区分：下図）毎の推定のばらつきに対するRCP、

気候モデル、生態系モデルの寄与（Nishina et al., 2015）。 
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（３）地域スケールの生態系リスク分析 

前項までに行われた全球シミュレーションに基づく解析の中で、特に注目される高緯度域(図

(2)-16)とモンスーンアジアについて詳細な解析を行った。 

 

図(2)-16 解析対象とした高緯度域における植生分布。緑が森林、茶色はそれ以外のツンドラ、

極沙漠、雪氷域を示す。 

 

 
図(2)-17 高緯度域（図(2)-13）における複数シナリオ・モデルで推定された純一次生産（NPP）、

植生バイオマス（CVeg）、土壌有機炭素（CSoil）の1990年からの変化の時系列。左がRCP2.6、右

がRCP8.5の結果。 
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7種類の生態系モデルによる、純一次生産力、植生バイオマス、土壌有機炭素の変化を調べた（図

(2)-17、 (2)-18、 (2)-19）。ISI-MIPでは複数の気候シナリオを用いた評価が行われたが、温室

効果ガス排出が少ないシナリオ（RCP2.6）でも、植生には30%以上のバイオマス変化など大きな影

響が引き起こされる可能性が高いことが示唆された。土壌炭素は比較的長い時間スケールを持ち、

現在の生態系モデルでの予測には不確実性が大きいが、温室効果ガス排出が多いシナリオ（RCP8.5）

では北米の北極沿岸（図上部のカナダ・ハドソン湾からアラスカにかけて）などで植生バイオマ

スの50%以上の増加といった大きな変化が生じる可能性が高いことが示された（図(2)-20）。この

ような研究結果は、将来の気候変動予測の高精度化を促し、高緯度域の生態系における適応を検

討する際にも有用と考えられる。 

 

 

図(2)-18 7種類の生態系モデルによる1990年代から2080年代までの植生バイオマスの変化分布。

列の違いは使用した気候モデルによる予測シナリオの違い。RCP8.5における結果。 
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図(2)-19 7種類の生態系モデルによる1990年代から2080年代までの土壌有機炭素の変化分布。列

の違いは使用した気候モデルによる予測シナリオの違い。RCP8.5における結果。 

 

複数のモデルとシナリオに基づいた評価を行うことにより、影響が発生しやすい場所や時期を示

すことが出来た。観測による影響検出に更なる示唆を与えることを目的に、影響が発生しやすい

季節に関する検討も行った。純一次生産の季節変化は、衛星観測による植生指数の変化や現地観

測によるフラックスと対応させやすいため、影響検出に有用な生態系機能指標である。図(2)-21

に示されたように、1年の間では成育期間の初期にあたる５、６月に特に将来的な増加が顕著に生

じることが示された（逆に成育期間終盤の秋季における生産量の差は大きくない）。これは生物

季節的な応答も寄与していると考えられる。従って、この成育期間の初期に観測を重点化し、デ

ータを詳細に分析することで気候変動の影響を早期かつ高い確度で検出できる可能性が高まると

考えられる。 
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図(2)-20 複数のシミュレーション結果に基づくリスク評価例。一定規模（±10〜50％）の変化

を推定したシミュレーションの一致数からリスクの高さを求めた。(a)RCP2.6、(b)RCP8.5の結果。 

 

 

図(2)-21 高緯度域における月別純一次生産（NPP）現在から将来までの変化。複数モデルによる

予測結果の平均を示す。 

 

モンスーンアジア地域（図(2)-22）は、東南アジアの熱帯多雨林からシベリアの亜寒帯林にま

たがる特徴的な生態系から構成されており、産物供給や気候調節など様々な生態系サービスをも

たらすことでこの地域に暮らす数十億人の生活を支えている。将来の気候変動（図(2)-23、図

(2)-24）に伴って、この地域の陸域生態系にどのような変化が生じるかは、温暖化への緩和策や
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適応策を考える上で極めて重要な問題である。ここでの解析では、CO2濃度上昇による施肥効果等

により植生の生産力は現在と比較して9〜45%増加し、それに伴うバイオマスの増加が生じる可能

性が示された（図(2)-25、図(2)-26）。土壌炭素も少数の結果では減少が見られたが多くは増加

しており（図(2)-27）、シミュレーション間のばらつきはなお大きいものの、生態系全体として

正味の炭素吸収が生じていた。多数の結果を横断的に解析し、全体を通して共通性の高いパター

ンを抽出したところ（図(2)-29）、チベット高原や南アジアの一部には温度上昇幅を小さく抑え

る低位のシナリオであるRCP2.6条件下でも生産力や土壌炭素量に相当の影響が生じる可能性が高

い地域が見られた。一方、温暖化がより進行するRCP8.5の場合では、東アジアや南アジアの多く

の地域で強い影響が見られる可能性が高いことが分かった。また、本論文では気候変動による生

産力や炭素ストックの極端な増加・減少が出現する頻度や、観測からの影響検知への示唆に関す

る議論も行った。これらの結果は、気候とその影響の予測、対策立案に有用な示唆をもたらすと

期待される。 

 

 

図(2)-22 モンスーンアジア地域の植生分布。右下の挿入図は南アジア、東南アジア、東アジア

の領域を示す。（Ito et al., 2016） 

 

 

図(2)-23 モンスーンアジア地域における将来の温度上昇パターン。(a)南アジア、(b)東南アジ

ア、(c)東アジア。（Ito et al., 2016） 
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図(2)-24 モンスーンアジア地域における将来の降水量変化パターン。(a, d)南アジア、(b, e)

東南アジア、(c, f)東アジア。（a, b, c）年間、（d, e, f）雨季の降水量。（Ito et al., 2016） 

 

 

図(2)-25 陸域生態系モデル（7種類）によって推定されたモンスーンアジア地域における生態系

機能量の将来変化。上段：純一次生産（NPP）、中段：植生バイオマス（CVeg）、下段：土壌有機

炭素（CSoil）。(a, d, g)南アジア、(b, e, h)東南アジア、(c, f, i)東アジア。（Ito et al., 

2016） 
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図(2)-26 モンスーンアジアにおける気候変化と生態系機能量変化の関係。(a, d)南アジア、(b, 

e)東南アジア、(c, f)東アジア。（a, d）純一次生産（NPP）、（b, e）植生バイオマス（CVeg）、

（c, f）土壌有機炭素（CSoil）。（Ito et al., 2016） 

 

 

図(2)-27 7種類の生態系モデルによる1990年代から2080年代までの植生バイオマスの変化分布。

列の違いは使用した気候モデルによる予測シナリオの違い。RCP8.5における結果。（Ito et al., 

2016） 
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図(2)-28 7種類の生態系モデルによる1990年代から2080年代までの土壌有機炭素の変化分布。列

の違いは使用した気候モデルによる予測シナリオの違い。RCP8.5における結果。（Ito et al., 2016） 

 

 
図(2)-29 複数のシミュレーション結果に基づくリスク評価例。一定規模（±30％）の変化を推

定したシミュレーションの一致数からリスクの高さを求めた。左：RCP2.6、右：RCP8.5の結果。 
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リスクおよび観測の観点から更に詳細な解析を行った。推定された将来影響から極端な増減の発

生頻度を調べたところ、RCP8.5では21世紀末までに100％を超える変化の頻度が大幅に増えるが、

RCP2.6では現在と大差ない水準まで抑え込めることが分かった（図(2)-30）。また、アジア地域

の代表的な観測サイトにおけるデータを抽出し、そこで将来的にどの様な変化が観測されうるか

を示した（図(2)-31）。このような情報は、生態系の観測や適応の検討に有用と考えられる。 

 

図(2)-30 モンスーンアジア地域における純一次生産（NPP）変化の頻度分布。(a, b, c)RCP2.6、

(d, e, f)RCP8.5。(a, d)南アジア、(b, e)東南アジア、(c, f)東アジア。（Ito et al., 2016） 

 

 

図(2)-31 アジア地域の代表的サイトにおける月別正味CO2交換（NEE）と年間純一次生産（NPP）

の予測結果。(a)中国・海北、(b)日本・岐阜高山、(c)インド・ベツル、(d)マレーシア・パソ。

（Ito et al., 2016） 
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（４）気候変動への対策実施に係る影響分析 

①バイオ燃料増産による影響 

シナリオで設定された５億ヘクタールの土地利用は、主に熱帯・亜熱帯の自然植生をバイオマス

燃料栽培に転換することで行われた。そのため、それらの地域では本来の植生バイオマスが大幅

に失われ、それは中高緯度の植生成長促進による増加分を大幅に打ち消す規模であった（図

(2)-32）。その結果、植被による保護が失われ、アマゾン川流域やコンゴ盆地など熱帯での土壌

流出が大幅に増加することが予想された（図(2)-33）。 

 

図(2)-32 バイオ燃料栽培のための自然植生転換シナリオを用いて計算された植生バイオマス変

化。上：植生バイオマス合計値の変化、左：2000年の分布、右：2099年の分布。RCP2.6を設定。 

 

図(2)-33 バイオ燃料栽培のための自然植生転換シナリオを用いて計算された土壌流出変化。

上：植生バイオマス合計値の変化、左：2000年の分布、右：2099年の分布。RCP2.6を設定。 
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気候工学（特に日射量調節）による対策実施の影響は、これまで体系的な評価が行われてこなか

った。ここで使用した日射量調節シナリオ（GeoMIPのG3とG4）では、温室効果ガスによる放射強

制力の相殺や年間一定量を想定して成層圏への硫酸エアロゾル注入が行われている。温度上昇を

完全に抑制するには至らなかったが、1℃程度の緩和効果が生じており、それに伴う生態系影響の

軽減もある程度まで見られた（図(2)-34）。温度上昇の抑制により、生態系からの呼吸放出は、

対策なしの場合に比べると抑制され、結果的に生態系への正味炭素吸収が増加する結果となって

いた。しかし注目すべきことに、硫酸エアロゾル注入を停止すると速やかに温度が対策なしのレ

ベルにまで上昇し（温室効果ガス濃度は同じシナリオを設定）、それに伴い生態系から炭素が失

われていくことが分かった。日射量調節の実施中は、エアロゾルによる日射の散乱により、植生

の生産力にはある程度の促進効果があることも分かった。また、温度上昇の抑制に伴い、水循環

の活発化が比較的抑制されるため、対策なしと比較すると河川流出量が抑制されることも示され

た（図(2)-34d、図(2)-35d、図(2)-36b）。 

 

 

図(2)-34 日射量調節による生態系機能への影響評価結果。(a)地表気温、(b)入射する光合成有

効放射、(c)正味CO2収支、(d)河川流出。上段がG3、下段がG4の結果。細線が個々の気候シナリオ

に対する結果、太い破線が平均、オレンジ色の線が平均値の累積を示す。 
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図(2)-35 日射量調節の実施による生態系影響。対策無し（RCP4.5）、放射強制力の相殺（G3）、

一定量注入（G4）の結果。(a)温度、(b)総一次生産（GPP）、(c)純生態系生産（NEP）、(d)河川

流出（RO）。黒矢印は気候工学的対策の効果、赤矢印は対策終了による回復効果を示す。 

 

 
図(2)-36 日射量調節（温室効果ガスの放射強制力を相殺するG3ケース）における、（a）純生態

系生産（正味CO2収支）、（b）河川流出量の変化。 
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（５）窒素ネクサス分析に関する研究 

生態系と人間社会セクターの相互作用を解析し、気候変動条件下での最適管理を検討するため、

窒素ネクサスに注目してその解析のためのデータ開発を行った。ここではFAOSTATを基礎データと

し、統計学的な内挿手法とダウンスケーリングを行うことで、欠落値を補完した全球マップデー

タを作成した。ここでは人口、GDP、耕作地データを変数に用いた統計モデルを作成し、時系列デ

ータの補完を行った。また肥料に含まれる窒素の種類によって土壌中での動態や植物による利用

可能性が異なるため、アンモニア態と硝酸態の分離も行った（図(2)-37, 38, 39, 40）。 

 

 

図(2)-37 全世界の窒素肥料消費量の変化と、そのアンモニア態（NH4
+）と硝酸態（NO3

–）の内訳

（Nishina et al., 2017）。 
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図(2)-38 推定された窒素肥料消費の分布と、他研究（Lu and Tian, 2016）との比較。（Nishina 

et al., 2017） 

 

図(2)-39 肥料消費のうちのアンモニア態窒素の割合の変化。（Nishina et al., 2017） 
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図(2)-40 アンモニア態窒素肥料投入量の季節変化。2000年における結果を月別に示した。

（Nishina et al., 2017） 

 

窒素肥料投入量に関するデータは、窒素ネクサスを現実的に解析する上で基本的に重要なだけで

無く、食料生産量の推定・予測など幅広い応用が考えられる。ここでは独自の成果として、アン

モニア態と硝酸態の区別や、作物別の栽培歴を考慮した季節変化のある肥料使用データを開発し

た。今後これらのデータに基づいた一酸化二窒素（N2O）放出量や系外への溶脱量など環境負荷に

関する解析、さらには前項のバイオ燃料栽培地拡大シナリオと組み合わせた総合的な解析を進め

ていく計画である。 

 

（６）成果のまとめ 

陸域生態系モデルを用いた気候変動影響・リスク評価を行った結果、植生の生産力やバイオマス

はいずれのシナリオでも増加することが示された。これは生態系活動の促進や産物供給などの生

態系サービスの増加を示すことから好影響の例と捉えることも可能であろう。しかし、生産力や

バイオマスの増加は必ずしも生産系の健全さや生態系サービス全般の向上に直結するとは限らな

いことには留意する必要がある。例えば、早成樹種の植林地は生産力が高くバイオマスへの炭素

ストックも大きいが、生物多様性は低く土壌は劣化しがちで、健全性が高い生態系とは言い難い。

気候変動による影響に関しても、急激な生産力の変化は生態系のバランスを崩す可能性が無いと

は言えない。また別の面として、今回の解析の多くはグローバルから地域スケールの変化に着目

したが、よりローカルには生産力低下やバイオマス減少が生じる場合もある点には注意が必要で

ある。特に気候変動に関する世論や国際交渉においては、少数の負影響が大きくクローズアップ

される場合がある。土壌炭素ストックの応答は、分析した整体系関係指標のうちでも不確実性が
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大きい点に特長が見られた。それは応答幅の量的な不確実性だけで無く、増加か減少かの定性的

な不確実性も残されていることが示された。このような土壌応答の不確実性は、既往のモデル相

互比較研究でも指摘されていたが、本課題で国際モデル相互比較プロジェクトの出力を解析した

結果は生態系モデル間の差違が大きな原因となっていることを示していた。従って、土壌応答の

改良が生態系モデルの信頼性向上のターゲットの１つとなりうるが、実際には非常に困難な課題

と考えられている。その原因は、土壌中の生物地球化学的循環は非常に複雑であること、特に微

生物分解の温度・水分依存性は観測データが断片的かつ理解が不十分であり、全球モデルの自由

度を拘束するには不十分であることが指摘されている。表土流亡（エロージョン）は分解とは別

のプロセスであり、植被の変化に大きく左右されるため、SSP間の土地利用の差が明らかに見られ

た。表土流亡は降水パターンにも影響を受けるため、長期的に降水減少が予想される地域では土

壌流出量の減少が推定される地域（地中海沿岸地域など）も見られた。しかし、降水減少は干ば

つや農作物への悪影響を伴いがちであり、土壌流出の減少を以て好影響と判断することはできな

い。一方、表土流亡の増加は有機物や栄養塩の保持量減少につながることが明らかであり、負影

響と判断できる。特にバイオ燃料栽培面積の増加を想定したシナリオに基づく分析では、食料生

産との競合を避けるために既存の耕地面積を保全する仮定の下では、広大な面積の森林がバイオ

燃料栽培地に転換されるため土壌流出が顕著に増加する結果となっていた。ここで使用されたモ

デルでは、土壌劣化による生態系影響が十分現実的に扱われているかの検証が不十分であり、今

後は各地での土壌学的・農学的研究成果を取り入れた推定法の改良が課題である。もう１つのリ

スク要因として野外火災を取り上げたが、可燃物の増加や乾燥化に伴って被災面積とバイオマス

燃焼が増加する傾向が見られた。これは、陸域生態系からのCO2やCH4放出の増加だけでなく、ブ

ラックカーボンなど短寿命の微量物質放出を増加させる可能性がある。また、火災の大幅な増加

は植生の更新と回復のサイクルを乱し、植生の劣化や生物多様性の低下を招く恐れがある。また、

人家近くで発生する火災の激化は、人家などの財産だけで無く人命にも関わるリスクを高める可

能性がある。ただし、本課題で用いられた火災スキームは半経験的なものであり、将来の気候変

動条件下で信頼できる推定結果を与えるかは十分慎重に議論すべきである。少なくとも、人為的

な失火・延焼防止・防火・消火の影響を取り入れられるようモデル改良を図る必要がある。気候

工学（日射量調節）やバイオ燃料栽培拡大シナリオに基づく分析結果から明らかにされたように、

気候変動への対策実施により別の生態系影響が生じる場合がある点は非常に重要であり、今後の

陸域最適利用の検討に寄与する有用な成果が得られた。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

陸域生態系モデルを用いた分析により、大気CO2濃度の上昇、気候変動、土地利用変化の複合的

な影響に関する系統的な解析を行うことに成功した。気候変動の正負の影響に加えて、対策実施

に伴う影響を評価することで陸域最適利用の検討に有用な成果をもたらした。推定不確実性に関

する詳細な解析を行うことで、排出と気候のシナリオ、生態系モデルによる寄与を分離し、今後

の推定精度向上に資する重要な示唆をもたらした。複数の生態系指標について影響を比較検討す

ることで、注目する要素や視点によって気候変動影響の評価結果が変わりうることを示した。影

響評価モデルに関する国際相互比較プロジェクトに参加し、計算結果を提出しただけでなく、主
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著論文を執筆することで解析を主導し独自の貢献を果たした。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

 「特に記載すべき事項はない。」 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

サブテーマ２で開発された陸域生態系モデルを用いて、全球およびアジア地域の炭素収支に関

する広域評価が行われ、それはグローバル炭素プロジェクト（GCP）への貢献を通じて、IPCC第5

次評価報告書に引用される成果をもたらした。また、気候変動影響評価モデルの相互比較プロジ

ェクトへの参加を通じて、複数モデルによる推定不確実性を考慮した影響評価に貢献し、同じく

IPCC第5次評価報告書に引用される成果となった。 

 

６．国際共同研究等の状況 

Inter-Sectoral Impact Model Intercomparison Project (ISI-MIP)複数セクター影響モデル相互比較プ

ロジェクト：ポツダム気候変動影響研究所・Lila Warszawski、Christopher Reyer（ドイツ）ら、

気候変動影響評価モデルのうち生態系（biome）セクターに参加し、将来予測シナリオを用いたシ

ミュレーション結果を提出し、影響・リスク評価に関する共同研究を実施した。その第1フェーズ

の成果論文はIPCC第5次報告書に引用された。 
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S-10-2 気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最適利用戦略  

（３）水資源の最適利用に向けたモデル開発と分析 

国立研究開発法人国立環境研究所  

地球環境研究センター 気候変動リスク評価研究室       花崎直太 

＜研究協力者＞  

国立研究開発法人国立環境研究所 眞﨑良光（平成24年4月～平成28年6月） 

 

   平成24年～28年度累計予算額：41,659千円（うち平成28年度：7,680千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。 

 

 

［要旨］ 

全球水資源モデルH08を利用して気候変動が水資源に及ぼす世界的な影響を評価した。様々な社

会経済シナリオおよび気候シナリオの下で、21世紀中の水の利用可能性に対する気候変動の影響

を詳細かつ包括的に評価した。また、貯水池の貯水容量の増強、灌漑の水利用効率改善などの選

択肢を含む、適応策の潜在的効果を検討した。また、国際モデル相互比較プロジェクト（Inter 

Sectoral Impact Model Intercomparison Project; ISIMIP）に参加し、影響力のある多くの海外

の研究機関とともに淡水資源に関する最も信頼性の高い地球規模の温暖化影響評価を実施し、一

連の論文として出版することに貢献した。なお、ISIMIPでは、世界的な水文モデルに搭載されて

いる貯水池操作モデルに関する性能評価を担当し、それぞれのモデルの特徴と課題を抽出するこ

とに成功した。さらに、2度目標を達成するための重要な技術と考えられる二酸化炭素回収貯留付

きバイオ燃料生産に関する包括的な評価をテーマ２の参画者と共同で実施し、特に、食料生産や

生態系保全と潜在的に競合するバイオ燃料作物生産のための灌漑の影響に関する調査を主導した。

IPCC第5次評価報告書からは、参画者または研究協力者が筆頭著者または共同執筆者になった８編

の論文が引用された。 

 

［キーワード］  

水循環・水需要・適応策・包蔵水力・バイオ燃料への灌漑 

 

１．はじめに 

水は人間の生存と社会の活動に不可欠な資源である。しかし、温暖化の進行に加え、途上国を

中心とした人口の増加や経済の発展によって、世界各地で持続的な水利用が脅かされている。ま

た、重要な緩和策である水力発電の利用促進やバイオ燃料の生産向上においても、水資源の制約

は考慮しなければならない要素である。よって、地球規模で水資源の最適利用戦略を立てていく

必要があるが、自然の水循環と人間の水利用の間の複雑な相互作用や強い地域性、将来想定にお

ける不確実性により実施が阻まれている。こうした問題を解決し、水資源の将来をグローバルに

見通すためには、自然水循環と人間水利用を統合的に扱うモデルと、気候のみならず社会経済の

変化も考慮した包括的な世界シナリオが必要である。本研究は全球水資源モデルH08を拡張すると

ともに、国内外の研究者が開発する最新の世界シナリオを高度に組み合わせることにより、世界
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で最も詳細で包括的な水資源評価を実施し、IPCC報告書への貢献などを通じて温暖化抑制の政策

に資する情報を提供することを目的とした。 

 

２．研究開発目的 

本研究では４つの目標を達成することを目指した。一つ目は、温暖化と社会変化の影響を考慮

した21世紀中の全球水循環・水利用の見通しを得ることである。全球水資源モデルH08を利用し、

21世紀中の陸域水循環と水利用を全球0.5度解像度、日単位でシミュレートする。複数の気候シナ

リオ、社会経済シナリオを利用することにより、さまざまな想定における水循環と水利用のシミ

ュレーション結果（水資源シナリオ）を得る。二つ目は、国際研究プロジェクトInter Sectoral 

Model Intercomparison Project (ISIMIP)に参加・貢献することである。かねてより、一つの影

響モデルを利用した温暖化影響だけでは、影響モデル自身の持つ不確実性の評価ができないとい

う問題が指摘されてきた。そこで、ISIMIPの策定した共通のシミュレーション仕様に沿ってH08を

運用し、結果を共有することにより、モデル不確実性を定量化・低減する国際的な活動に貢献す

る。三つめは貯水池・節水技術に着目した適応策の検討である。貯水池の新規建設や、農業用水

における節水技術の導入といった政策オプションによる、水需給逼迫・治水面など主に適応に関

する効果を定量的に評価する。加えて緩和策とも密接な関係のある水力発電への温暖化影響につ

いても検討を行う。また、水力発電によるエネルギー供給の観点からの評価も行う。四つ目は、

水資源・土地利用・生態系・食料生産の観点を含めた包括的なバイオマス燃料生産に関する分析

である。サブテーマ(2)(4)(5)で実施される陸域生態系モデル、土地利用モデル、作物成長モデル

の研究と連携することで、２℃目標達成に必要とされる大量のバイオ燃料生産の実現可能性につ

いて検討する。他にサブテーマ(1)で行われる統合陸域モデル研究に貢献する。 

 

3.研究開発方法 

期間中実施した研究は５つに大別される。すなわち、最新の気候・社会経済シナリオを利用し

た地球規模水資源への温暖化影響評価（以下温暖化影響評価）、貯水容量の増強に着目した適応

策の効果の検討（以下適応策検討）、地球規模の包蔵水力への温暖化影響評価（以下包蔵水力検

討）、テーマ２内のモデル統合運用に関する作業としてのBio-Energy with Carbon Capture and 

Storage (BECCS)導入に関する包括的検討のうち、水資源に関する影響評価（以下BECCS検討）、

そして、国際プロジェクトInter Sectoral Impact Model Intercomparison Project (ISIMIP)へ

の参加と貢献である（以下ISIMIP参加）。 

温暖化影響評価は次の方法で行った。まず、最新の気候変動シナリオと社会経済シナリオを入

手した。気候変動シナリオは気候モデル相互比較プロジェクトCMIP5に提出された３つの気候モデ

ルが4つの（RCP2.6, 4.5, 6.0, 8.5）の温室効果ガス排出シナリオに沿って実施した将来予測結

果を用意した。次に、社会経済シナリオはShared Socio-economic Pathways (SSP)と呼ばれるも

ので、国立環境研究所の統合評価モデルAsia Pacific Integrated Model (AIM) が計算したSSP1, 

SSP2, SSP3, SSP4, SSP5の5つを用意した。続いて、SSPの叙述的・定量的シナリオを利用して水

利用シナリオをSSPごと・国ごとに作成した。気候変動シナリオと水利用シナリオを利用して、21

世紀中の水循環のシミュレーションを行った。本研究で利用したのは全球水資源モデルH08である。

このモデルに気候シナリオと水利用シナリオを入力すると、取水や貯水池操作といった主要な人
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間活動を含めて、世界の水循環の計算を実施することができる。それぞれのシナリオを詳細に分

析し、21世紀中の水逼迫の評価を行った。 

適応策検討は次の方法で行った。H08モデルには世界の主要な河川に建設された総貯水容量10億

m3以上のダムが含まれている。これを便宜上、既存ダムと呼ぶ。今回は任意の場所に任意の大きさ

のダムが建設できるという仮定を置いた。これらを新設ダムと呼ぶ。新設ダムの集水域で発生し

た流出は新設ダムに流れ込み、貯水量がその容量を上回るとあふれて川に流れこむものとした。

水利用量が河川流量を上回る場合、この新設ダムから水を利用できるとし、水充足指標が現在期

間と近くなる貯水容量を求め、適応に必要な新設ダムの貯水容量とした。 

 包蔵水力検討は次の方法で行った。まず、流出量の位置エネルギーに基づいて理論的に変

換可能な電力量のポテンシャル（理論包蔵水力）を現在気候と将来気候について全球規模に

計算した。つぎに流況や発電機の性能など水文・技術的な要素も加味して求めた電力量のポ

テンシャル（技術包蔵水力）を計算する手法を開発し、やはり現在気候と将来気候について

全球規模に計算した。この手法とは具体的には次のようなものである。河川には河川維持流

量(Qenv)が設定されている。また、発電機（水車）の効率は水車種類にも依存するが、一般

に計画最大流量(Qmax)の10～30%で0となる。そこで、発電可能な最小河川流量(Qth)を以下の

ように定義した。 

Qth = ε(Qmax − Qenv) + Qenv 

ここで、 と設定した。これを上回る流量分(Qeff)が発電に利用されるものとした。 

     Qeff = {
𝑄𝑚𝑎𝑥 − 𝑄𝑡ℎ 𝑄𝑚𝑎𝑥 ≤ 𝑄
𝑄 − 𝑄𝑡ℎ 𝑄𝑡ℎ ≤ 𝑄𝑚𝑎𝑥

0 𝑄 < 𝑄𝑡ℎ
 

この条件下で、年間に発電に使われた総流量Qeffsum=ΣQeffを求めた。年間の総流量 Qtot および発電

所の能力を最大限に活用したときの理想流量Qfull=(Qmax-Qth)×365に対して、 

・河水利用率    ξ1 = 𝑄𝑒𝑓𝑓𝑠𝑢𝑚 𝑄𝑡𝑜𝑡⁄  

・流量設備利用率  𝜉2 = 𝑄𝑒𝑓𝑓𝑠𝑢𝑚 𝑄𝑓𝑢𝑙𝑙⁄  

を定義した。 

ISIMIP参加については、プロジェクトの進展に合わせ、３つのフェーズに参加した。ISIMIPと

は複数の影響評価モデルを利用してモデル間の不確実性を考慮しつつ定量的な全球温暖化影響評

価をすることを目的として、2012年より開始された国際モデル相互比較プロジェクトである。

2012-2013に実施されたのはIPCC第５次評価報告書への貢献を目指したFast Trackと呼ばれるフェ

ーズである。その後2014-2015にはPhase 2.1aと呼ばれる過去のモデル検証へ、2016以降はPhase 

2.1bと呼ばれるIPCCの1.5℃特別報告書への貢献を目指したテーマへと移行している。いずれにつ

いても、プロジェクトの要請する計算手順に従って全球水資源モデルH08を利用して大規模な水循

環・水資源シミュレーションを実施した。Fast Trackフェーズでは河川流量や灌漑必要水量など

の将来推計を５つの全球気候モデル、４つの気候シナリオについて1960年から2100年までの期間

について実施した。ISIMIP2.1aフェーズでは20世紀全体について、人間活動が皆無だった場合、

2000年頃の土地利用・水利用で固定した場合、20世紀中の土地利用と水利用の時間的変化を組み

込んだ場合、の３つの条件で実験を実施した。過去の気象データはISIMIP事務局と協力機関が整

備したGSWP3, Princeton, WATCH, WFDEIの４種類である。計算実施期間は1901年から2012年であ
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る。ISI-MIP2.1A実験からは２０世紀中の水循環・水利用に関する膨大なシミュレーション結果が

得られたが、適応策とも密接に関わることから、特にダムの効果に着目して検討を行った。解析

対象としたのは1971-2000年で、観測データが充実していることから、特にMissouri川および

Colorado川に着目した。ISIMIP参加モデルには、貯水池を表現するアルゴリズムが導入されてい

るものもあるが、アルゴリズムの違いによる貯水池の効果やその下流域への影響についてモデル

の相互比較が実施されたことはなかった。そこで、貯水池操作モデルを含む５つの参加モデルの

出力を利用し、特にアメリカのMissouri川とColorado川に着目し、モデル間の相互比較を実施し

た。 

BECCS検討については、まず、全球水資源モデルH08を拡張し、第２世代バイオ燃料と呼ばれる

ミスカンサスとスイッチグラスを明示的に扱えるようにした。この新モデルを利用し、基準実験

と２つのシナリオ実験を再実施した。基準実験はバイオ燃料作物の栽培をゼロとし、現在の食料

用の灌漑・天水農地の分布情報を利用してH08の計算を実施するものである。シナリオ１は現在の

天水農地の1/5をバイオ燃料作物生産用の灌漑農地に転用するものである。バイオ燃料の灌漑は、

作物に水ストレスがかからないよう、栽培期間を通して土壌水分量を一定量に保つことで表現し

た。このときの水源は近接の河川水としたが、河川水が不足する場合、地下水や遠隔地からの導

水などにより実施したとみなし、必要な量の水が常に得られると仮定した。シナリオ２は現在の

天水農地の2/5をバイオ燃料作物生産用の天水農地に転用するものである。３つのシミュレーショ

ンを通じ、水利用・食糧生産・バイオ燃料生産の関係を明らかにしようとした。 

 

4.結果及び考察 

水資源の地球規模の温暖化影響評価はHanasaki et al. (2013a,b)にまとめられた。以下ではそ

の概要を示す。まず、21世紀中の水利用の推定結果を示す。SSPには21世紀中の世界12地域の社会・

経済像が定量的・定性的に示されているが、水利用に関する情報がなかったため、整合的なもの

を開発した。本研究は水利用を農業・工業・都市の３つのセクターに分類し、過去の水利用量変

化の統計を利用し、それぞれ将来推計モデルを開発した。将来推計モデルで用いるパラメータに

関しては、それらがSSPの定性的なシナリオと整合的になるように設定を行った。最後にこのモデ

ルの説明変数である人口やGDPとして、SSPの定量的なシナリオを与えることで、将来の水利用量

をSSPの5つのシナリオについて推計した。農業・工業・都市の各セクターについて水利用を推定

したが、例として都市用水の結果を図(3)-1に示す。一番左に示しているのが2000年付近の取水量

であり、世界全体で400km3/yr強である。その右に３本ずつあるのが、SSP1、SSP2、SSP3、SSP4、

SSP5の各シナリオにおける取水量であり、それぞれ、2025年、2055年、2085年の推計値を示して

いる。SSP1は持続可能な社会が描かれている。人口成長が低いことに加え、節水技術が普及する

と想定したため、21世紀中は600km3/yr弱で推移する結果となっている。これに対し、SSP3は分断

された社会が描かれる。人口成長が高いことに加え、節水技術が普及せず、取水量が大幅に増加

していき、21世紀後半には1200km3/yrを超える結果になっている。このように、SSPのそれぞれの

世界観を反映した推計結果が得られた。 
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図(3)-1 ２１世紀中の都市用水の変化 

 

 次に、２１世紀中の水逼迫の推定結果を示す。H08によるモデルシミュレーションで得られた日

単位・グリッド単位(約50km四方)の河川流量と水利用量を利用し、Cumulative Abstraction to 

Demand Ratio (CAD)という水充足指標を計算した。これは、取りたいときに取りたい量の水が得

られやすいかを示すものである。CADを含むさまざまな指標と観点から水逼迫の解析を行ったが、

例として水ストレス人口を図(3)-2に示す。水ストレス人口とは水充足指標CADが閾値(0.5)を下回

るグリッドに住む人口、つまり、取りたいときに取りたい量の水を得にくい地域に住む人口であ

る。本研究において、CADはすべてのシナリオの組み合わせについて、グリッド(約50km四方)単位

で計算を実施したが、図は大陸別の積み上げとして示している。一番左のバーは現在のもので、

水ストレス人口は約20億人である。その右には2041-2070年の結果を示している。５つのSSPシナ

リオに対してバーは２本ずつある。左は気候政策がなく、温暖化が進行する場合、右は気候政策

があり、温暖化の進行が抑制される場合を示している。５つのシナリオのうち、持続可能な社会

を描いたSSP1がもっとも水ストレス人口が小さく、分断された社会を描いたSSP3がもっとも大き

くなった。水ストレス人口が大きく伸びるのはアフリカである。なお2041-2070年においては気候

政策の有無による違いは比較的小さい。その右に示したのは2071-2100の結果である。SSP間の違

いはさらに大きくなり、気候政策の有無の違いも顕著になる。つまり、気候政策を導入して温暖

化の程度を小さくすると水ストレス人口は小さくなる。いずれのシナリオにおいても、アフリカ

の水ストレス人口が伸びる結果が得られた。 

 

図(3)-2 ２１世紀中の水ストレス人口の変化 

 平成24年度に実施した温暖化影響分野の国際モデル相互比較プロジェクトISI-MIPのFastTrack

フェーズによる温暖化影響評価関してはH08を含む12の水循環モデルの出力結果を利用し、洪水、

渇水、農業水利用など多くの温暖化影響評価が実施された。結果はDavie et al. (2013)、Wada 
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et al. (2013)、Dankers et al. (2014)、Elliot et al. (2014)、Haddeland et al. (2014)、

Prudhomme et al. (2014)、Piontek et al. (2014)、Schewe et al. (2014)に詳述され、花崎

ら（2013, 2014）に概要が簡潔にまとめられている。また、H08モデルの結果の特徴については

眞崎ら（2013, 2014）に示された。結果の一例を示すと、将来の世界の灌漑用水はどのモデル

も増加の傾向を示したが、河川からの取水については取水可能量が伸び悩み、水逼迫が悪化し

ていくことが示唆された（Haddeland et al., 2014）。 

 

適応策検討はHanasaki et al. (2013c)およびMasaki et al. (2013)にまとめられた。主な結果

を図(3)-3に示す。シミュレーションはまず、年流量の0.005%, 0.01%, 0.05%, 0.1%, 0.5%, 1%, 5%, 

10%に相当する貯水容量を持つ新設ダムを世界中すべてのグリッドに配置した。この８通りについ

て、１年目と同じ条件でH08のシミュレーションを行った。この結果、一般に貯水容量が増すほど、

水充足指標は大きくなる。ここで、８通りの中から、水充足指標が現在期間と近くなる貯水容量

を求め、適応に必要な新設ダムの貯水容量とした。図(3)-3(a)は新設ダムがない計算で、将来期

間（2071-2100）と現在期間（1971-2000）の水充足指標の差を示している。SSP1は水需要の増加

が小さく、温暖化が進まない「持続可能社会シナリオ」、SSP3は逆の傾向を示す「分断シナリオ」、

SSP2はそれらの間の「中庸シナリオ」である。特にSSP3は現在期間より大幅に水充足指標が下が

ることが示された。図(3)-3(b)は新設ダムがある計算である。水充足指標が上昇し、現在期間と

の差異が小さくなっていることが分かる。図(3)-3(c)は新設ダムの貯水容量とその分布である。

今回の試算では追加的に必要な貯水容量はSSP1, SSP2, SSP3でそれぞれ20, 42, 84km3と推計され

た。なお、現時点ではいくつかの大きな仮定のもとにモデルを構築し、計算を行っている（例え

ば新設ダムからは蒸発等のロスが起こらない）。仮定を現実的なものに近づけるべくモデルの改

良を今後も継続していくことが必要である。 

 

図(3)-3 (a)水充足指標の差異（適応なし、昨年度の結果と同じ）。赤は指標が低下し、水充足

が減るところ。青はその逆で、白は変化が小さいところ。(b)水充足指標の差異（適応あり、今年

度の結果）。(c)追加的に必要な貯水容量。 
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包蔵水力検討は眞崎ら（2014）にまとめられた。まず、理論包蔵水力については既往研究に従

い、（包蔵水力）＝（河川流量）×（隣接セルとの標高差）を全球0.5度で計算した。まず、現在

期間（1960-1989年）の世界の包蔵水力は43,890TWhと推定された。これは先行研究と比較しても、

妥当な値であった。次に、将来期間（2070-2099）についてはRCP2.6, RCP4.5, RCP6.0, RCP8.5で

それぞれ、44,360, 45,400, 45,870, 45,770TWhと推定された。これは現在よりも1.1%, 3.4%, 4.5%, 

4.3%の増加であった。包蔵水力の総和が増加するのは、世界全体では流出量が増加するためであ

る。ただし、流出量の増減には大きな地域差があり、ヨーロッパやアフリカ南部では大幅な減少

が示唆された。 

続いて全球での流況に基づく発電量を推定した。年間の流況に基づく発電量は，1960～1989年

で年間15,348TWh（Qenv=0.2MAF のとき、MAFは年間平均流量）で理論包蔵水力（流況を考慮せず、

理論的に導かれる発電量）の35.0%にあたる．地理的分布（図(3)-4(a)）は，山岳地域や北半球高

緯度では理論包蔵水力に比べてかなり小さな値を示した．現在の水力発電設計仕様が維持された

場合，将来の全球での流況に基づく発電量は，温暖化が進行するほど大きく増加する。ただし，

理論包蔵水力の結果と比べると，一般にその今世紀末での増加率が小さく抑えられている。流況

に基づく発電量変化の地理的分布（図(3)-4(b)）は，北半球高緯度やヒマラヤ，エチオピア高原

ではその増加率が小さく抑えられている。 

 1960～1989年の河水利用率（図(3)-5(a)）は，北アメリカ（内陸部を除く），アマゾン周辺，

アフリカ赤道地域，ヨーロッパ，ロシア極東などで高い値を示している．将来変化の地理的分布

（図(3)-5(b)）は，理論包蔵水力の将来変化とはまったく異なる地理的分布を示し，カナダ高緯

度，米国内陸部，ウルグアイ周辺，ヨーロッパ中央部～中央アジア，エチオピア高原，ヒマラヤ，

ロシア極東などで減少傾向を示す。一方，ロシア西部～北欧，南アメリカ内陸部，地中海沿岸，

カリフォルニアなどでは増加傾向にある。 

発電設計仕様に基づいて，1960～1989年の流量設備利用率とその将来変化を図(3)-6に示す．

60％を超える流量設備利用率が，北アメリカ，ヨーロッパ～ロシア西部にかけて広く分布してい

ることが分かる．将来変化量は，北半球高緯度，ヒマラヤおよびその下流域，エチオピア高原周

辺などで増加，米国，南アメリカ内陸部，地中海沿岸，東アジアの一部などで減少傾向を示す．

増減の地理的分布は，理論包蔵水力の将来変化と似た分布を示した。 
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図(3)-4 流況に基づく発電量の地域分布。(a)1960-1989年 および(b)2070-2099年のRCP8.5にお

ける変化率。Qenv=0.2MAFの事例を示す。 

 

図(3)-5 河水利用率の地域分布。(a) 1960-1989年 および (b)2070-2099年のRCP8.5における変

化Qenv=0.2MAFの事例を示す。 
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図(3)-6 流量設備利用率の地域分布。(a) 1960-1989年 および (b)2070-2099年のRCP8.5におけ

る変化 

Qenv=0.2MAFの事例を示す。 

 

平成27年度に実施したISI-MIP検討はMasaki et al. (submitted)にまとめられている。また報

告の便宜上、平成28年度に実施した検討Masaki et al. (2017)も併せてここに記す。H08を利用し

たMissouri川の河川流量シミュレーションにおける貯水池操作の検討結果を図に示す。図(3)-7に

示しているのはMissouri川の上流から順に(1) Virgelle、 (2) Landusky、 (3) Fort Peck Dam、 

(4) Wolf Point、 (5) Culbertson、 (6) Bismarck、 (7) Yanktonの７地点での河川流量であり、

GSWP3（紫）, Princeton（赤）, WATCH（緑）, WFDEI（青）の４つの気象データを利用した際の

1971年から1980年までの計算結果である。最上流の２地点については、上流に大きなダムがない

ため、流量に変動が見られた。これに対し、(3)はMissouri川の主要ダムの一つであるFort Peck Dam

の直下にあたり、流量変動が押さえられているのが分かる。これは観測結果（黒線）ともよく一

致する。ただし、WATCH, WFDEIを利用したシミュレーションでは1975年夏の出水が大きく、ダム

が洪水流を制御しきれなかったため、ピークが発生している（これは観測事実とは反する）。こ

のピークは特にWATCHにおいて極めて大きく、下流のYankton地点まで到達した。他の気象データ

を利用した場合は下流になるに従い、支川の合流により徐々に変動が発生していくのが分かる。

ここから得られた知見は主に２点である。まず、貯水池を含む河川流量シミュレーションの解析

において、洪水発生時（貯水池が満杯になる事象）のシミュレーションの挙動に着目することが

重要だと示唆された。貯水池が満杯になると、下流に越流量のスパイクが伝播していくことにな

る。次に、利用する全球気象データによって洪水発生が大きく異なるということである。全球気

象データによって降水量パターンは大きく異なり、貯水池を満杯にするような洪水流の有無の違

いを生じさせることもある。 
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またISIMIPに参加したDBH, H08, LPJmL, PCR-GLOBWB, WaterGAPという５つの国際的に定評のあ

る全球水文モデルの貯水池操作の特徴を比較した。図(3)-8に示すのは米国のMissouri川にある

Fort Peckダムの操作のシミュレーション結果である。H08、LPJmL、WaterGAPの３つのモデルは貯

水池操作の効果が大きく、流入量の季節変動はダムによってほぼ吸収され、放流量は年間を通じ

て一定になっていることが分かる。これに対し、DBHとPCR-GLOWBは流入量と放流量の違いが少な

く、貯留・放流の効果が小さいことが分かる。このような貯水池操作のアルゴリズムの差は下流

の流量にまで影響する。 

 最新鋭の全球水資源モデルにはいずれも貯水池操作アルゴリズムが含まれているが、同一条件

で結果の相互比較が行われたのは本研究が初めてである。水資源分野の温暖化影響の予測におい

て、モデルシミュレーションによるシナリオ分析は有力な方法となっており、こうした水資源影

響に直接影響を及ぼすモデル要素についての詳細な相互比較は今後ますます重要になるものと考

えられる。 
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図(3)-7 貯水池操作を考慮したMissouri川の長期シミュレーション。GSWP3（紫）, Princeton（赤）, 

WATCH（青）, WFDEI（緑）の４つの気象データを利用した計算結果。 

 

 

図(3)-8 Fort Peckダム地点における５つのモデルのシミュレーション結果。左からDBH, 

H08,LPJmL, PCR-GLOBWB, WaterGAPモデル。上図は日放流量（黒）と日流入量（緑）。下図は放

流量と流入量の年間累積値である。 

 

BECCS検討の結果を表(3)-1と表(3)-2に示す。実験設定により、食料用の灌漑農地はいずれのシ

ミュレーションでも変わらないが、天水農地の1/5をバイオ燃料用の灌漑農地に転換するシナリオ

１において、バイオマス燃料の灌漑に必要な追加的な水量は消費ベースで1780km3/yrと推定された。

この水量は現在の食料用の灌漑水量1590km3/yrとほぼ同量である。全体のうち、約1520km3/yrは近

接河川からの取水が可能だが、残りの1850km3/yrは河川以外からの取水が必要と推定された。また、

H08の一部である作物収量モデルにより、食料用作物とバイオ燃料用作物の生産量と単収を推計し

た（表(3)-2）。天水農地での食料用作物の生産量は面積に応じて変化している。バイオ燃料生産

は天水農地の1/5を灌漑農地に転換するシナリオ１では7360Mt、2/5を天水農地に転換するシナリ

オ２では9430Mtと示された。単収は、それぞれ31.0t/ha、21.2t/haとなり、灌漑することにより

単収は約50％増加する（同じ量のバイオ燃料生産を行うための土地は2/3で済む）ことが示唆され

た。 

現実的には食料用の農地のうちバイオ燃料に転換される割合は限定されると考えられるが、今

回の設定のように、現在の農地をバイオ燃料生産に転換したとした場合、シナリオ１の場合は食

料生産を14%失い、水消費量を112％増やすことと引き換えに、7360Mtのバイオ燃料を得ることに、
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シナリオ２の場合、水消費量は変わらないものの、食料生産を28％失うことと引き換えに9430Mt

のバイオ燃料を得ることになる。森林等の農地以外の土地をバイオ燃料用に転換した場合の検討

はサブテーマ２が実施したが、同様のトレードオフが発生していたものと考えられる。このよう

に、大量のバイオ燃料生産を行う際には、土地、水、食料、生態系の間でトレードオフが発生す

るが、今年度の検討により水に関する検討を大きく推し進めることができた。 

 

表(3)-1 バイオ燃料生産に必要な土地と水資源 

 基準 シナリオ１ シナリオ２ 

土地 

[M ha] 

食料用 灌漑 270 270 270 

天水 1240 1000 790 

バイオ燃料用 灌漑 0 240 0 

天水 0 0 460 

灌漑 

[km3/yr] 

食料用 1590 1590 1590 

バイオ燃料用 0 1780 0 

合計 1590 3370 1590 

  河川からの取水 790 1520 790 

  その他からの取水 800 1850 800 

表(3)-2バイオ燃料生産と食料用作物生産の関係 

 基準 シナリオ１ シナリオ２ 

生産 

[M t] 

食料用 灌漑 1630 1630 1630 

天水 5570 4550 3590 

バイオ燃

料用 

灌漑 0 7360 0 

天水 0 0 9430 

収量 

[t/ha] 

食料用 灌漑 6.0 6.0 6.0 

天水 4.5 4.5 4.5 

バイオ燃

料用 

灌漑 0 31.0 0 

天水 0 0 21.2 
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5.本研究により得られた成果 

１）科学的意義 

自然水循環と人間水利用を統合的に計算することのできる全球水資源モデルに、あらたに工業

用水、生活用水、包蔵水力、バイオ燃料作物の灌漑需要を計算する機能が加わり、より総合的に

地球水循環のシミュレーションをすることができるようになった。 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

「特に記載すべき事項はない。」 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

本研究が直接貢献した９編の論文がIPCC第５次評価報告書から引用された。 

 

６．国際共同研究等の状況 

「特に記載すべき事項はない。」 
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Geophysics General Assembly2015,Prague,Czech(2015) 
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（３）知的財産権 

「特に記載すべき事項はない。」 

 

（４）「国民との科学・技術対話」の実施 

「特に記載すべき事項はない。」 

 

（５）マスコミ等への公表・報道等 

「特に記載すべき事項はない。」 

 

（６）その他 

眞崎良光特別研究員が「気候変動にともなう理論包蔵水力と流況に基づく水力発電量の将来変化」

で土木学会の平成 27 年度地球環境論文賞を受賞した。 

 

８．引用文献 

「特に記載すべき事項はない。」 
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S-10-2 気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最適利用戦略  

（４）土地利用モデルの開発と水資源・生態系との相互作用の分析 

 

茨城大学農学部                    木下 嗣基・ハスバガン・稲冨素子 

 

   平成24～28年度累計予算額：61,690千円（うち平成28年度：13,078千円） 

                 予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

気候変動による影響は様々な方面に現れてくる。その影響を低減するための方策は数多くある

が、ベストの答えはない。ある方策を講じるとマイナスの側面も出てくることが予想される。本

テーマでは、陸域の最適戦略を検討ため、土地利用と水資源や生態系との相互作用の分析を行う。

そのために、土地利用モデルの開発を行うとともに、陸域生態系モデルや水資源モデル、作物モ

デルとの統合モデルの構築を行った。開発された土地利用モデルにより、様々な条件での土地利

用予測を行いとともに、シナリオの作成を行った。その中で、土地利用の不確実性は、気候の不

確実性、気候モデルの不確実性、社会経済の不確実性、食料需要の不確実性がともに同レベルで

あることが示されるとともに、アフリカなどの発展途上国の不確実性が非常に大きいことが示さ

れた。また、気候変動対策として期待されている第二世代バイオ燃料作物の生産であるが、第二

世代といえども、適切な制限を設けないと熱帯雨林の現象に繋がることが示された。 

 

［キーワード］ 

土地利用、森林減少、バイオ燃料作物農耕地、空間詳細シナリオ、モデル統合 

 

１．はじめに 

 気候変動における土地利用に関する研究は、土地利用が気候に与える影響と、気候が土地利用

に与える影響がある。前者は、土地被覆の状態によって地表面のアルベドが変化による熱収支が

変化し、地表面の蒸発散によって熱収支、水循環が変化し気候に影響を与える。これらは全球ス

ケールでは大きな影響を与えるといえないが、地域スケールでは気候に影響を与えることが指摘

されている。これは、将来の社会への気候変動影響や適応策を検討するにあたり、地域スケール

やそれ以下のスケールの土地利用変化が必要であり、気候モデルを含む地球システムモデルでは

土地利用変化がシナリオとして必要とされている。これに対し、RCP（Representative 

Concentration Pathways：代表的濃度経路）が提供されている。これは、空間詳細な土地利用変

化のシナリオが気候モデルなどに提供されている。このように、将来の土地利用変化については、

気候予想などから、シナリオとしての必要性が求められている。後者の、気候が土地利用に与え

る影響も無視できない。気候変動が人間社会に与える影響にはたくさんの要素がある。その中に

は、高温が人の体に与える影響であう健康リスクや、洪水などの災害リスクの変化が重要とされ

ている。それらと同レベルの重要性で扱われる問題に食料供給のリスクがある。この食料の供給

の問題は、土地から得られるエコシステムサービスの変化リスクとも言える。そのように考えと

ともに、土地の面積は有限であることを考慮すると、食料問題は食料のみで完結する問題ではな
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く、木材などの供給やバイオ燃料作物の供給も同時に考えなければならない。それだけでなく、

様々な生態系によって享受されるサービスも考える必要がある。 

 これは、食料生産を増大させることで得られるサービスを検討するだけでなく、それによって

失われるサービスも考えなければ、人間社会にとって損失が大きくなるということである。例え

ば、増大する人口による食料需要の増大に対し、無秩序に農耕地を拡大すると生物多様性などの

機能の喪失を引き起こしたり、地下に貯蔵されている有機物の分解を促進することで温室効果ガ

スの排出を促し、気候変動を加速することもあり得る。しかし、そのような悪影響が低い地域が

事前にわかっていれば、食料生産に多少の非効率が生じたとしても、人間社会全体が享受する利

益が大きくすることが可能である。そのような検討が必要であるが、土地利用はその中で重要な

要素と言える。人間の活動と、自然を結びつける要素が「土地利用」なのである。気候変動を伴

う生態系への影響を考慮するには、生態系モデルを利用することが有効であるが、その際に土地

利用の変化シナリオが重要な入力データとなる。また、気候変動下における水資源変化の影響を

考慮するにもモデルが重要な役割を果たすが、そこでも土地利用変化シナリオは重要な入力デー

タとなる。このように、土地利用変化シナリオの重要性は高いものである。 

 しかし、土地利用変化は気候変動の影響を受けることも重要な要素である。気候の変化により

作物の収量が変化すると土地利用は変化する。作物だけでなく、水資源が減少すると灌漑水が不

足するために作物の収量が変化し、土地利用が変化する。食料だけでなく、木材の生産について

も、その収量が変化すると毎年の伐採面積や伐期が変化する。この伐採面積の変化と伐期の変化

は、土地の利用の方法が変化することを意味するので、広い意味での「土地利用変化」ともいえ

る。つまり、土地利用の最適戦略を検討するにあたり、気候変動影響は重要であることを意味し

ている。 

 このような背景のもとで、水資源や生態系との相互作用について検討を行う。そのために、土

地利用モデルの開発をおこない、土地利用変化シナリオを提供するだけでなく、生態系の影響を

考慮可能な統合モデルを構築し、最適な土地利用戦略への検討を行う。 

 

２．研究開発目的 

 本サブテーマでは、気候変動下における水資源、生態系との相互作用を含んだ土地利用に関す

る最適戦略の検討を行う。そのために、土地利用に関するシナリオの作成を行い、他のモデルに

よって最適な戦略の検討を行えるようにする。これは、土地利用自体が人間社会に影響を直接与

えることはなく、生態系サービスを通して影響を与えるためである。 

 この検討を行うにあたり、水資源の検討を行うモデル(H08)、陸域生態系の検討を行うモデル

(VISIT)、作物収量の予測を行うモデル（PRYSBI2）、人口・GDPダウンスケールモデルとの連携を

行うことが可能で、なおかつハードリンクにより統合されたモデルの構築に寄与する土地利用モ

デルの構築を行うものである。この際、他のモデルとの連携から、土地利用シナリオは緯度経度

0.5度メッシュの空間詳細シナリオとする。この土地利用モデルでは、次のような要素を検討でき

るものの開発をおこなった。 

 農耕地の分布 

 バイオ燃料作物の分布 

 牧草地の分布 
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 森林の分布 

 管理森林の分布 

 伐採量の分布 

 土地利用変化（トランジションマトリックス）の推計 

モデルの予想期間は2010年から2100年までである。このモデルは、統合評価モデルによる社会経

済シナリオおよびそのダウンスケールシナリオ（人口・GDP）を入力データとするが、生態系モデ

ルや作物収量モデルについても入力データとするモデルと、これら連動するモデルの開発を同時

に行う。 

 このモデルの構築により、今後の土地利用がどのように変化していくのかを推計するとともに、

様々な不確実性が土地利用の不確実性にどのように作用するのかを検討することで、土地利用の

最適戦略の検討に寄与することが可能である。 

 

３．研究開発方法 

 土地利用戦略の検討と、土地利用モデルの開発について次のような段階に分けて研究を進める。 

 ① 農耕地土地利用モデルの開発 

 ② バイオ燃料作物土地利用モデルの開発 

 ③ その他の土地利用モデルの開発 

 ④ 土地利用遷移モデル 

 ⑤ 土地利用戦略の検討 

まず、①農耕地土地利用モデルの開発について示す。土地利用おいて最も重要な形態は農耕地で

ある。これは、人間社会に必要不可欠な食料供給に直接的な影響を与えることだけでなく、人が

直接的に利用する土地利用の面積として、最も大きいものが農耕地のためである。そのため、農

耕地のモデルについての開発を重点的に行った。農耕地以外のモデルについては、地域レベル（全

世界を17地域に分割したもの）の土地利用については、S-10プロジェクトのテーマ４に参画して

いる社会経済モデルAIMの結果を利用しているが、農耕地に関しては独自の推計を行う。これは、

農耕地の分布をダウンスケールする方法では、矛盾が生じるためである。なぜならば、農耕地の

ダウスケールは、農耕地としての適地に対し優先的に割り振りを行う方法が一般的である。これ

は従来の研究で行われてきた方法であり、決定的な問題点の指摘は行われていなし。特に今回の

対象となる解像度(緯度経度0.5度)では、問題点は見当たらない。この割り振りであるが、土地の

供給関数とも密接に関連している。農耕地が多く割り振られる地域は、農耕地へ土地が多く供給

されていることと同義である。つまり、ダウンスケールの方法と、土地の供給関数は同一である

ことが望ましい。これが同一でない場合矛盾が発生する。この矛盾は、極端なケースを検討する

場合に大きくなり、長期の予測では様々な困難が発生する。そのため、農耕地の土地利用モデル

では、地域別の土地利用予測モデルを内包するモデルの開発を行った。 

農耕地モデルは、サブモデルとして(a)農産物国際交易サブモデル、(b)農耕地分配（ダウンス

ケーリング）サブモデルからなる。(a)の農産物国際交易サブモデルは、収穫逓減型リカードモデ

ルを基礎とした国際交易モデルにより国別の農業生産量、農産物価格および農耕地面積の推定を

行うモデルである。(b)の農耕地配分サブモデルは、国別に推定された農耕地面積を、各国の人口

や地理条件に応じて配分するモデルである。このモデルでは、(a)の農産物国際交易モデルに対し
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て、土地供給関数のパラメータを与える役割も果たす。 

農産物国際交易サブモデルは、人口とGDPの推移から、採算がとれる農耕地の面積の推定を行う。

農耕地は、単位面積あたりの収量と穀物価格により売上げが決まり、コストは肥料投入量と機械

化度によって決定されると仮定する。機械化度は傾斜によって異なるため、傾斜や賃金が大きい

ほど生産コストは高いとした。これにより、各国の採算可能な面積が決定される。この採算可能

な面積と穀物価格により、農業人口および農業生産額が決まる。国内総生産額は外生変数として

与えられているので、非農業部門の生産額が求められる。また、国の間では貿易がなされるが、

リカードモデル的な比較優位に基づく貿易が行われる。この際に本モデルでは、収量低減の仮定

を課している。これは、各国において農耕地面積の拡大を行うと、農業に適した土地は既に農耕

地になるか、より生産性の高い都市として利用されているので生産効率が低い土地が農耕地に転

換されることになる。つまり、工業製品の生産効率が向上する一方で、農耕地における単位面積

当たりの収量が増加せず、穀物価格も上昇しない場合、農業が比較劣位となり輸入量が増加する。

しかし、収量低減の仮定を貸しているため、農耕地面積が減少するほどに競争力の高い農耕地が

生き残り、工業国が完全に工業生産に特化し、農業を放棄することはない。また、収量低減の仮

定を課したうえで、貿易収支は長期的には０となる仮定、全世界の生産量は消費量と一致する仮

定をかすことにより、為替レートが内生変数として必要となる。つまり、一人当たりのGDPが大き

く向上する一方で、農業生産性が向上しない国では、為替レートが工業製品の生産性向上に引き

ずられる形で上昇する一方で、農産物は上昇した為替レートにともなって競争力を失う形となる。

そのような国内では、競争力を確保できる地域で農業が営まれるだけでなく、上昇する賃金およ

び低下する穀物価格に対応するように生産規模を拡大することとなる。このモデルの特徴はシン

プルであるが決定的な問題点がないとされるリカードモデルを基礎としており、ロバストなもの

である。このロバストネスは他のモデルとの連携では非常に重要なものである。 

農耕地ダウンスケールサブモデルでは、農産物国際交易サブモデルで得られた、世界17地域別

の農作物生産量、農作物価格などの情報を用いて緯度経度0.5度メッシュにダウンスケールする。

ダウンスケールを行う際には、農産物国際交易サブモデルでも用いた土地の供給関数のパラメー

タ作成に用いたデータにより農業適正度の指数を用いる。このデータは、作物モデルPRYSBI2によ

って推定された農作物収量と、傾斜のメッシュデータと、地域別GDP、人口のデータを用いて作成

する。これによって、メッシュごとの農業適正度の指数を求める。このとき、農業適正度の空間

解像度は緯度経度30秒として推計を行った。緯度経度30秒単位で農業適正度が高い土地から農耕

地に割り当てを行う。ただし、2010年の時点で都市となっている地域には農耕地の割り当てを行

わない。このダウンスケールや土地の供給関数の作成には精度の高い土地被覆図が必要となるが、

今回のプロジェクトではこの作成も同時に行った。 

また、農耕地のマネージメントモデルの開発も同時に行った。世界の農業では、地域により収

量は大きくことなる。この違いは気候の影響以外にも、施肥や灌水といったマネージメントの影

響も無視できない。例えば、アフリカの穀物類の平均収量は1ヘクタール当たり2トンに満たない

が、気候等から予測される潜在収量はその数倍あるとされている。この違いは長期的な予測を行

う際には無視しえないものである。そこで、簡易作物モデルと社会経済データ、および統合評価

モデルでの農産物価格を用いて、経済的に合理的なマネージメント（特に施肥）の推定を行うこ

とで、反収の将来推計を行うモデルを開発した。これにより、全世界の各地点（グリッドセル）
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において、穀物売上高と肥料投入費用が最大となる肥料投入量を求めた。 

次に、バイオ燃料用作物の農耕地土地利用モデルの構築をおこない、シナリオの作成を行った。

本モデルは、食用・飼料用作物の収量分布としてはサブテーマ５にて作成された収量マップを使

用した。つまり、気候変動が発生しないと仮定した上でも収量分布は変化（上昇）する収量シナ

リオである。この収量シナリオと、国別の人口・GDPシナリオ、サブテーマ1にて作成されたバイ

オ燃料用作物（MiscanthusおよびSwitchgrass）の収量マップ、地理情報を入力データとし、本サ

ブテーマにて開発された土地利用モデルおよびダウンスケールモデルの利用を行った。本シナリ

オ作成では、食糧の供給は、バイオ燃料の供給に優先して行われることを仮定し、全世界の食料

需要と価格から穀物生産量および分布を求める。その結果を利用し、バイオ燃料の分布を求めた。 

 その他の土地利用モデルとそれを用いたシナリオであるが、これらは主に森林の伐採による損

失を考慮するために作成したものである。農耕地の土地利用は他の土地利用と比べて優先的に決

定される。これは、農業に適した土地での収益は、林業の収益よりも大きいためである。同様に、

牧草地での収益は、多くの場合林業の収益を上回る。これは、熱帯雨林の伐採の原因ともいわれ

ている。この傾向は長期的に維持されると仮定し、農耕地、牧草地は、林業的な土地利用よりも

優先的に行われるとした。この過程に基づき、まず牧草地の土地利用を決定する。方法は、統合

評価モデルによる予測値をもとに、ダウンスケールするものである。ダウンスケールの際には陸

域生態系モデルのVISITによるC3、C4植物のNPPを用いた。また、傾斜角が20度以上の土地では、

動物が植物を食べることはまれであることから、傾斜度は20度以下とした。この条件に基づき、

牧草地の空間詳細シナリオの作成を行った。これら、農耕地、牧草地のシナリオと、2010年の土

地被覆図を基に、森林の分布の推移を求めた。この際には、現在の砂漠や雪氷地の土地被覆は変

化しないとした。また、本研究では都市域も変化しないと仮定した。これらの仮定から、全世界

で、農耕地、牧草地、砂漠、雪氷地、水域、都市を除いた土地が、森林か草原となる。これから、

2010年の分布をもとに、森林と草原のシナリオを決定する。このように森林を求めたのち、人間

が経済活動として利用する森林のシナリオと、伐採量のシナリオの作成を行った。人間が利用す

る管理森林の割合は、ある閾値までは人口密度に比例するとした。この管理森林の面積は、統合

評価モデルによる木材生産量から逆推定を行った。陸域生態系モデルによるNPPとバイオマスの時

間推移から、伐採期間（伐期）と単位面積当たりの伐採量を推定し、木材生産量から求められる

伐採面積を推定し、伐期とともに管理森林の面積を決める方法とした。この方法により伐採に関

する空間詳細シナリオの作成も行った。 

 モデル構築と併せて、他の陸域モデル（陸域生態系モデル、水資源モデル、作物モデル）との

統合を行うために土地利用遷移モデル（トランジションマトリックスモデル）の構築を行った。

これは、土地利用の変化が何から何に対して行ったかを推計するモデルである。例えば、1つのメ

ッシュ(緯度経度0.5度)において、農耕地の面積と森林の面積が不変であったとしても、移動耕作

などが行われている地域では、森林伐採と二次植生への遷移が行われている。また、経済発展を

している地域では、急傾斜の土地では農地の放棄が進む一方で、農業適地での農耕地面積は増加

する。このようなことを考慮するモデルの構築を試みた。このモデルは、本サブテーマで開発さ

れたすべての土地利用モデルが、内部的に緯度経度30秒の解像度を有しており、その中では単一

の土地利用として推計を行っていることを利用して構築した。このトランジションマトリックス

モデルは、農耕地土地利用モデル、バイオ燃料作物土地利用モデル、その他のモデルと併せて、
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他の陸域モデルとの統合に提供された。 

以上のように、開発された土地利用モデルにより、作物モデルの結果をソフトリングで利用し、

土地利用の不確実性解析を行った。土地利用に与える影響は、放射強制力の不確実性、気候モデ

ルの不確実性、社会経済（人口・GDP）の不確実性、食料需要予測モデルの不確実性といったさま

ざまな要因がある。リスク戦略を検討するうえで、どの不確実性が大きな影響を与えているのか

を把握する必要がある。そこで、放射強制力を4種類（RCP2.6, 4.5, 6.0, 8.5）と、気候モデル

を５種類(HadGEM、GFDL、IPSL、MIROC、NorESM)、社会経済シナリオを3種類（SSP1、SSP2、SSP3）、

食料需要のモデルを3種類（AIM、GRAPE、MARIA）用いた。このすべての組み合わせの計算を行い、

どの要素が土地利用に影響を与えるのか検討を行った。また、バイオ燃料作物の影響に関して考

察を行うために、その生産がどのような地域で行われてるのか検討と考察を行った。 

 

４．結果及び考察 

 まず、農耕地土地利用モデルの結果について述べる。農耕地土地利用モデルでは、土地の供給

関数のパラメータやダウンスケール指標である農業適正度指数を算出するために、精度の高い土

地被覆図が必要となるため、その作成を行った。その結果を図(4)-1に示す。 

 

図(4)-1  作成された土地被覆図  

この土地被覆図では、既存の6枚のマップと4000点以上の地上検証データを用いて作成したもので

ある。その精度は既存のマップでもっとも精度が高いもの（約70%）よりも5%程度の精度上昇が見

られた。 

農耕地土地利用モデルでは、農産物国際交易サブモデルと農耕地ダウンスケールモデルがある

が、図(4)-2に、地域別の農耕地の推移を示す。 
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図(4)-2  日本とアメリカにおける農耕地の推移の予測  

この推計は、AIM（Asia Integrated Model）のRCP6.0に準じて行った。RCP6.0では、日本の一人

当たりGDPは減少する傾向がある。一方アメリカではGDPは少々する傾向がある。日本では減少す

る一人当たりGDP、大きく減少する人口に対応するように農地面積は減少する。食糧消費量につい

ては、農地面積よりも大きく減少するが、一人当たりのGDPが低下することにより、農業として採

算が取れる面積が増加するため、農地面積の減少に歯止めがかかる。また、一人当たりGDPが減少

することにより為替レートが低下するため、農業の国際競争力の増加（日本国内における穀物価

格の上昇）が起こるため、これも農地面積の減少に歯止めをかけている。 

 この農産物国際交易サブモデルの結果を用いたダウンスケールを行った結果を図(4)-3に示す。 

 

図(4)-3  土地利用モデルによる空間詳細シナリオの作成結果  

農耕地面積は経済の発展（賃金の上昇）に伴って減少する傾向がある。一方で穀物価格の上昇は

農耕地面積の増加を促す。経済の発展に伴って傾斜地の農耕地が優先的に放棄され、穀物価格の

上昇によっては、平たん地での農耕地利用率が上昇する傾向がある。その結果、先進国では全世

界の中で相対的に経済成長が低いため、農業が盛んになる傾向が見られる。一方、インドや中国

など、経済が発展し穀物換算の食料需要の増加が見込まれる地域では、農耕地の面積はむしろ減

少する方向になることがわかった。また、一つの地域の中においても、農耕地面積が2000年の時

点で大きい地域では農地面積が増加する、または農地面積の減少が小さいが、農耕地面積が少な

い地域では、農地面積の増加が少ない、または農地面積の減少が大きく、現在以上に差が大きく

なることが示された。これは、農村部の収入格差が大きくなることを示しているため、重要な知

見である。 

 次に、農業マネージメントに関する結果を示す。従来の土地利用シナリオでは、土地の利用方

法についてのシナリオのみであったが、施肥の量を提供する本シナリオの新たな試みである。肥

料投入量は作物生産量の決定要素の一つであり、食料需給と人類が存続するために重要である。

一方、化学肥料の過度の使用により環境汚染と多くの温室効果ガス排出を引き起こす結果となっ

た。将来の食料生産、土地利用形態とその管理、気候変化を考慮した肥料投入の適切なシナリオ

が必要とされている。緯度経度0.5度の解像度の全球作物モデルSWATを使用し、ISI-MIPプロコト
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ルによる4つの大気温室効果ガス濃度シナリオ（RCPs）と5つの気候モデルシナリオを組み合わせ

て、2099年までの窒素施肥シナリオを作成した。シナリオを作成した作物は４種類（トウモロコ

シ、コメ、春コムギ、冬コムギ）であり、それぞれの作物の窒素施肥量と収穫量をモデルから算

出し、生産関数を求め、これを元に将来の窒素施肥計算を行った。全球におけるトウモロコシ、

コメ、春コムギ、冬コムギへの窒素肥料投入量について、生産関数を用いて推定を行った。結果

の一部を図１に示した。図１は、オフラインのHadGEM2-ES気候モデルシナリオとRCP6.0シナリオ

を用いて2010年から2100年まで、灌漑をしない条件で10年ごとの各作物への一期作の窒素肥料投

入量である。 
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図(4)-4 球におけるトウモロコシ、コメ、春コムギ、冬コムギへの窒素肥料投入量 

 

南アフリカの中央では、トウモロコシの耕作地への肥料投入量は最も高くて100kg/haと推定され

た。イネの水田への肥料投入量は、他の作物と比較して、少なかった（約30kg/ha）。春コムギへ

の肥料投入量は南アメリカの南部、アフリカの西部、オーストラリアにおいて高く、冬コムギへ
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の肥料投入量は北アメリカとヨーロッパにおいて高かった。HadGEM2-ES気候モデルシナリオと

RCP6.0シナリオをもとに予測した窒素肥料投入量は、作物収量や作物価格、肥料価格により異な

ることがわかった。北アメリカの東部におけるトウモロコシの耕作地への肥料投入量の経時変化

は増加すると予測された。水田への肥料投入量は明確な経時変化は推定できなかった。春コムギ

の耕作地への肥料投入量の経時変化は南アメリカ、アフリカ、オーストラリアを含む多くの地域

でわずかに減少し、冬コムギでは、アジアの中央の一部では減少、一方東アジアでは増加すると

予測された。 

 次に、農耕地土地利用モデルの拡張として開発したバイオ燃料作物土地利用モデルの結果と考

察を示す。図(4)-5はSSP1シナリオにおけるバイオ燃料作物の空間詳細シナリオである。 

 

図(4)-5  SSP1シナリオにおけるバイオクロップ向け農耕地分布 

SSP1シナリオにおけるバイオクロップの空間詳細シナリオの作成を行った。作成されたシナリオ

では、既存の食用穀物の空間分布とは異なる結果となった。また、大きな特徴としては世界の広

くに生産域が分布している。食用穀物の分布が南北の中緯度帯に集中していることとは対照的に、

カナダ北部の寒冷な土地や、オーストラリアの半乾燥地帯、アフリカのザイール川流域、南米の

アマゾンなどの熱帯雨林の地域での生産が顕著に行われている。一方、経済発展が著しい中国や

インドなどでは生産があまり行われない結果となった。これらの結果は、経済的な要因のみを検

討した結果であり、寒冷な土地の開発による、土壌中炭素の大気中への放出や、熱帯雨林の伐採

による生態系への影響、炭素の放出などは含まれていない。今後は、統合モデルと連携を行って、

環境影響の評価も行い、その場合のバイオマスエネルギー生産の可能性や問題点の検討が重要に

なると考えられる。 

 ここからは、その他の土地利用のモデルの結果と考察について述べる。その他の土地利用の中

で、人間社会に最も重要な要素は牧草地と森林である。牧草地は家畜の飼育に重要であり、人間

の食料を支える大きな要素であるが、多すぎる家畜の飼育は環境に大きな負荷を与えることが指
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摘されている。一方、森林であるが、現在は農業を行っていない土地の中で、農業の適地である

土地は森林であることが多い。そのため、農地拡大の多くは森林伐採によって起こってきた。こ

の森林の減少は生物多様性や、二酸化炭素の吸収などに負の影響を及ぼす。これもまた、最適戦

略の検討には重要な要素である。まず、牧草地の結果を図(4)-6に示す。 

 

図(4)-6 牧草地土地利用モデルによる2010年（左）と2060年（右）の牧草地分布（SSP2 RCP2.6） 

この結果は食用・飼料用農耕地の分布の計算を行った後に、牧草地分布の計算を行ったものであ

る。ここではS-10プロジェクトのテーマ２において重点的に分析をおこなったSSP2 RCP2.6につい

て示す。図(4)-6には、PRYSBI2による作物収量モデルによって農耕地面積を求めたのち、VISITに

よる草原の生産性をもとにし、AIMによる牧草地面積の出力を用いた。中国では牧草地面積は増加

すると予想されているが、沿岸部では牧草地面積は減少する一方、内陸部では牧草地面積が増加

する結果となった。これは食用・飼料用作物の農耕地が沿岸部付近で増加することが原因である。

そのため、内陸部において牧草地が広く使われるようになる。また特徴的な結果として、アフリ

カの牧草地面積の増加が挙げられる。アフリカでは、牧草地面積が増加する予測となっているが、

その増加エリアは熱帯雨林の地域であり、それ以外の地域では牧草地は増加しない。この空間詳

細シナリオでは、REDDなどの森林保護の効果は考慮していない。そのため、熱帯雨林での牧草地

生産が上昇し、森林減少を引き起こしている。これは、無秩序な開発を引き起こす可能性を示唆

している。 

 その他の土地利用として、重要な森林のシナリオを示すとともに、空間詳細伐採量のシナリオ

も併せて開発した。この森林土地利用モデルでは、人が利用しない土地の推計を行うモデルによ

り、森林および天然草原の範囲の推計を行った後、木材伐採量の空間詳細シナリオを作成するモ

デルからなる。このモデルでは、伐採量は陸域生態系モデル(VISIT)による、純一次生産とバイオ

マスといった、森林の生産性のほかに、人口密度が入っている。この結果を図(4)-7に示す。 

 

  

図(4)-7 森林土地利用モデルによる2010年（左）と2060年（右）の伐採量分布（SSP2 RCP2.6） 

 

分布について大きな変化はない。これは、収量の変化が、肥料投入量などの社会経済変化の影響

を含む穀物などとことなり、木材は気候の変化のみに依存しているためである。また、人口分布

については、サブテーマ（１）で開発された人口分布シナリオを用いているが、全世界的に都市
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化が進行するなかで、農村部の総体人口分布は変化が大きくないことが理由と考えられる。森林

伐採については、むしろバイオ燃料作物を含む農耕地面積の増加による、森林経営地域の変化の

方が大きいシナリオがある。以上からも、バイオ燃料作物を含む農耕地土地利用モデルの影響が

大きいことが確認された。この方法の問題点は、人口密度のみの関数となっていることである。

実際には、海上輸送費は陸上輸送費に比較して非常に安価である。そのため、人口密度が低くと

も、海岸に近い地域で木材伐採が盛んにおこなわれる。今回の方法では、丸太の生産は統合評価

モデルの値を利用したため、地域内での生産のみを考えたが、今後はメッシュ単位での輸送を考

慮した空間詳細伐採モデルが必要となるであろう。 

 以上で、本プロジェクトで開発した各種の土地利用モデルの結果と考察を示した。これらのモ

デルをベースとして改良を行ったうえで、サブテーマ（１）と協力のもと、陸域統合モデルの構

築を行った。この際に必要となるものが土地利用遷移情報である。サブテーマ（２）の陸域生態

系モデルではこの情報をもとに、土地利用が生態系に与える影響の推計を行っている。そのため、

陸域統合モデルの開発には必要不可欠なモデルである。ここでは土地利用遷移モデルの結果のみ

をしめし、陸域統合モデルの結果および考察はサブテーマ（１）に譲る。図(4)-8には土地利用遷

移の情報の一つ、1次植生から農地への転換の結果を示す。 

 

 

 

図(4)-8 1次植生からの遷移。全世界で5億haの農耕地増加を仮定。 

（上段：一次植生から農地、中段：一次植生から牧草地、下段：一次植生から二次植生） 

この結果は全世界で5億haの農耕地が増加した場合を仮定している。5億haの増加は食用・飼料用

としては大きすぎる仮定と言えるが、バイオ燃料作物用農地を含めた場合は必ずしも大きいとは

言えないものである。一次植生の減少は多くの地域で発生することがうかがえる。特に、南米や

アフリカの熱帯雨林では農地への転換が大きく、オーストラリア、南米の一部では牧草地への転
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換が大きくなっている。また北米、ロシアでは原生林が、木材需要増加の為に伐採されているこ

とがわかる。このような結果は陸域生態系モデルで分析に用いられた。 

 最後に、土地利用戦略への検討の結果と考察を示す。まず気候変動の対策として期待されてい

るバイオ燃料作物の影響を検討する。シナリオ分析単純化の為、バイオ燃料用作物農耕地の面積

を1億ha、2.5億ha、5億ha、10億haとした。5億haのバイオ燃料用農耕地は、1.5度目標を達成する

際に必要となる面積と考えられている。それよりも少ない場合や多い場合と比較して、バイオ燃

料用農耕地の影響の検討を行った。その結果を図(4)-9に示す。 

 

図(4)-9 バイオ燃料作物用農耕地の面積を変化させたときのバイオ燃料作物農耕地分布 

（左上：1億ha、右上2.5億ha、左下5億ha、右下10億ha） 

 

いずれの計算でも、REDDなどの熱帯雨林の保護政策は導入していない。このような仮定の下では、

南米やアフリカの熱帯雨林がバイオ燃料作物農耕地に転換されてしまう。今回のバイオ燃料は

SwitchgrassとMiscanthusであり、これらは農耕地としては不的な地域でも生産が可能と言われて

いる。しかし、単収から見ると、熱帯地方の収量が高いため、森林がバイオ燃料農耕地へ転換さ

れてしまう。2.5億haのシナリオではその多くが熱帯雨林であり、5億haシナリオにおいてもその

多くが熱低雨林である。10億haまで増加すると、北米の北方林やオーストラリアの草原が対象地

域になる。つまり、10億haと5億haの差が、熱帯雨林を保護した場合のバイオ燃料農耕地の適地に

なる。面積的には熱帯雨林を保護した場合も、十分に農耕地を確保できるが、その5億haでの生産

量と比較して、5億haから10億haに増加させたときの生産量増加は20％以上となっている。より精

緻な検討が必要であることが確認された。この検討は、陸域統合モデルによって可能となるため、

今後の発展が期待される。 

 また、最適戦略を検討するために、全世界の土地利用の不確実性の検討を行った。特に、農耕

地に関して分析を行った。開発された土地利用モデルにより、作物モデルの結果をソフトリング

で利用し、土地利用の不確実性解析を行った。土地利用に与える影響は、放射強制力の不確実性、

気候モデルの不確実性、社会経済（人口・GDP）の不確実性、食料需要予測モデルの不確実性とい

ったさまざまな要因がある。リスク戦略を検討するうえで、どの不確実性が大きな影響を与えて

いるのかを把握する必要がある。そこで、放射強制力を4種類（RCP2.6, 4.5, 6.0, 8.5）と、気
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候モデルを５種類(HadGEM、GFDL、IPSL、MIROC、NorESM)、社会経済シナリオを3種類（SSP1、SSP2、

SSP3）、食料需要のモデルを3種類（AIM、GRAPE、MARIA）を用いた。このすべての組み合わせの

計算を行い、どの要素が土地利用に影響を与えるのか検討を行った。 

不確実性分析の結果を図(4)-10に示す。これは2010年から2100年の全世界の農耕地面積の推移

を要素ごとに比較したものである。赤い枠で囲まれた放射強制力4つのグラフは放射強制力ごとの

全世界の農耕地面積の推移を表しており、蒼い線で囲まれたグラフは気候モデルごとの全世界の

農耕地面積の推移、緑の枠で囲まれたグラフは社会経済シナリオ（SSP）ごとの全世界の農耕地面

積の推移を表している。 

 
図(4)-10 全世界の農耕地面積の不確実性 

この結果からわかるように、社会経済（人口・GDP）と食料需要のモデルが不確実性に与える影響

が大きいことがわかるが、その他の要因も同等のレベルで不確実性を有することが示されている。

これは、土地利用シナリオの不確実性は、放射強制力、気候モデル、社会経済シナリオ、食料需

要予測の組み合わせにより、様々に変化しうることになる。これは、統合モデルの必要性を示唆

しているとも言える。一方、この不確実性はどの地域が最も大きいのか分析を行ったところ、ア

メリカなどの先進国の不確実は小さく、アフリカなどの発展途上国の不確実性が非常に大きいこ

とが判明した。その結果を図(4)-11に示す。 
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図(4)-11 アメリカとアフリカの農耕地面積の不確実性 

これは、経済の発展の不確実性がアフリカで非常に大きいことが要因である。アフリカの所得の

増大と、農業収益の増加、海外からの購買力の増加のバランスにより大きな不確実性が生じるこ

とが判明した。この結果も、ハードリングによる最適な土地利用戦略の意義があることを示唆し

ている。また、先進国の不確実性は気候モデルや放射強制力の不確実性が大きく影響している。

食糧生産の多くは先進国で行っていることから、社会経済のシナリオ以外のしなりの不確実性縮

小も食料問題においては重要であることが分かった。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究で得られた科学的な意義であるが、土地利用に関するシナリオの提供を他の研究者に行い、

その利用により気候変動の影響を考慮した研究の発展に寄与したことである。また、土地利用モ

デルの不確実性分析により、どのような地域で不確実性が大きいか示されたため、研究を重点的

に行う地域への指摘を行うことができた。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 
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「特に記載すべき事項はない。」 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

土地利用のシナリオは、気候変動のリスク管理、例えば気候変動対策の優先順位を立案する上で

有用である。開発された陸域統合モデルの今後の展開によりIPCCの報告書に採用されうる知見の

発見が見込まれる 
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（５）作物モデルの開発と水資源・土地利用との相互作用の分析 
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［要旨］ 

世界の作物生産性，水資源，土地利用との動的相互作用の解明ならびに将来の環境変動に対す

る応答分析を行うために、主要作物を対象とした広域作物モデルを構築するとともに、他のサブ

テーマで開発される水資源モデル等と結合させた。広域作物モデルを用いた将来予測の結果、収

量増加の要因として大気中の温室効果ガス濃度の上昇による光合成効率の上昇（施肥効果）が挙

げられ、その効果は特にダイズで大きかった。加えて増収要因には、高温や低温、乾燥、栄養欠

乏、病虫害による生育ストレスが、想定される経済発展の下での技術発展により緩和される効果

もある。一方、作物生産性の低下要因として気温上昇による生育期間の短縮、高温による光合成

効率の低下、蒸発散量の増加による土壌水分量の低下などが挙げられるが、適応策を行うことに

より改善する場合もあることを、今回初めて示すことが出来た。特に、生産性の低下要因として

の気温上昇による生育期間短縮が起こらないような品種の導入により、ムギ類やトウモロコシに

おける将来の減収をある程度カバーできることが示された。さらに、作物－水資源の結合モデル

を用いた、複数の予測される気候・土地利用変化の条件下での、世界の主要作物への影響と灌漑

面積拡大による影響適応効果の将来の見通しを示した。その結果、灌漑適応策は、流域の気候・

土地利用変化やそれに付随する水資源環境の変化に依存する灌漑設備の新規導入は食料生産の気

候変化リスクに対する適応策として常に有効的とはいえないことがわかった  

 

［キーワード］   

作物収量、作物モデル、農業水資源、適応策、農業技術進展 
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１．はじめに 

 将来の気候変動は、人間社会と生態系に大きな影響を与える。気候変動に対する適応策・緩和

策を立案するためには、我々が土地・水資源・生態系をいかに効果的に利用するかということが

非常に重要な課題であるが、地球環境システムにおいて土地・水資源・生態系が果たす役割、そ

れぞれの間の相互作用までを考慮した研究は、十分に行われていない。特に、効果的な気候変動

適応策の検討に必要となる土地利用への影響の評価、土地•水資源•生態系の環境制約を考慮した

土地利用シナリオの構築など、グローバルレベルでの陸域モデリング研究には、まだ多くの課題

が残されている。農業分野においては従来、天水から灌漑への切り替えは有効な適応策と考えら

れてきたが、気候変化による水資源量の変動を実際に解析したうえでの結論ではない。 

 

２．研究開発目的 

まず、気候変動影響下における作物成長を評価できるモデルとして、圃場スケール作物モデル

の不確実性評価とアップスケール手法を開発し、主要４作物（コメ，トウモロコシ，ダイズ，コ

ムギ）を対象とした，広域スケールの生産性環境応答を予測するモデル（広域作物モデル）を構

築する。さらに、これを他のサブテーマで開発される水資源モデル等と結合させることで、気候

変動影響下における世界の作物生産性，水資源，土地利用との動的相互作用の解明ならびに将来

の環境変動に対する応答分析を行い、その不確実性を含めて定量的に評価する。 

 

３．研究開発方法 

（１）世界作物収量データベースの作成および解析・広域作物モデル用気象フォーシングの作成 

国連農業食料機関（FAO）の国別統計収量データおよび衛星データ（NOAA/AVHRR）由来の純

一次生産量を元に、世界作物収量データベースを開発し、また別途収集した 25 か国の郡別ないし

は州別の統計収量と比較・検証した。さらに、気象再解析値をイーストアングリア大学気候研究

ユニット（CRU）の月別観測値で補正した広域作物モデル用日別気象フォーシング（GRASP Forcing 

Data）を開発し、既存の陸面過程モデル用フォーシングと相互比較を行った。  

（２）広域作物モデルの開発 

まず作物成長モデル Soil and Water Assessment Tool (SWAT, Neitsch et al., 2005
1)

)に、葉群の階層

構造等、圃場スケールモデルの改良を行い、ダイズを対象とした広域作物モデルのプロトタイプ

を作成した。次に、乾燥・低窒素・その他の技術要因を単一かつ時間変化するストレスパラメー

タとして扱うことが可能な、トウモロコシ・コメ・コムギを対象とする広域作物モデルを開発し、

（１）の世界作物収量データベースと気象フォーシングを用いてグリッドセル別に全球でキャリ

ブレーションを行った。キャリブレーションにはベイズ推定を用い、パラメータ値の不確実性を

確率分布として推定することにより、入手可能なデータのもとでの作物モデルの経験的なパラメ

ータ値の不確実性を陽に考慮した作物生育シミュレーションが可能となった。こうして、気候モ

デルのグリッドスケール（約 100km 格子間隔）における空間平均的な作物生産性の環境応答を予

測するモデル（広域作物モデル、Process-based Regional crop Yield Simulator with Bayesian Inference 

version 2、PRYSBI2）を作成した。  

そ し て こ の PRYSBI2 に 、 5 つ の 全 球 気 候 モ デ ル GCM （ GFDL-ESM2M, HadGEM2-ES, 

IPSL-CM5A-LR, MIROC-ESM-CHEM, NorESM1-M）、4 つの温室効果ガス排出シナリオ RCP（2.6、
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4.5、6.0 および 8.5）ならびに SSP1～3 の社会経済シナリオを与えた計算を 1980-2098 年の約 100

年について行った（Normal）。次に適応策として、上記各ケースについて、温室効果ガス濃度を

2000 年値に固定した場合（CO2 Constant）  および GDP を 2000 年の値に固定した場合（GDP 

Constant）のほか適応策として、栽培期間を気候変化に合わせて変更できる品種を選択・変更した

場合（Adapt）、前後 1 ヶ月の間で，最適な播種日を選んだ場合（Change Planting Day）、必要な

灌漑を常時行った場合（Maximum Irrigation）の予測を行った。なお土地利用変化は、全ての計算

において 2000 年に固定している。  

（３）水資源と作物生産性の流域規模での相互作用を取り扱うことのできる結合モデル 

まず中国東北部を対象に、水資源と作物生産性の流域規模での相互作用を取り扱うことのでき

る結合モデルの開発・検証を行った。具体的には、対象地域の 1.125 度格子各グリッドを 11 のサ

ブグリッド（トウモロコシ・コメ・ダイズ・春コムギ・冬コムギの５種類の農地でそれぞれ灌漑

と天水の計 10 およびこれに草地を加える）に分割し、気候・地形・地理的位置などの要因で動的

に変化する水資源量に応じて灌漑を実施するという仮定に基づく、アジア域を含む全球でシミュ

レーション可能なモデルである。このモデルは、作物生育・収量形成、陸面過程、河川流下、ダ

ム操作、農業・工業・家庭用水取水サブモデルから構成されており、日単位で気象、土壌、土地

利用、作物栽培管理、水利用、ダム管理に対応した流域の水循環及び作物生育・収量形成のシミ

ュレートが可能である。  

次にこのモデルを、全球の流域スケールで水資源－作物生産性間の相互作用を取り扱うことの

できる結合モデル（CROVER）に拡張し、（２）で用いたものと同じ 5 つの GCM による気候変化

シナリオに加え、灌漑面積率シナリオを導入し、天水農地を灌漑農地にするなどの土地利用（農

耕地分布）の変化が食料生産に与える影響を、トウモロコシを例に評価した。灌漑面積率シナリ

オは、過去については Siebert らの HID プロダクトを使用し、（灌漑+天水）の面積はあくまで

Portmann らによる現行収穫面積（MIRCA2000）を越えない、という制約条件のもとに、2100 年ま

での将来期間のシナリオを、直近 20 年（1980～2000 年）の回帰直線による外挿で作成した（図

(5)-1）。また窒素投入量が食料生産に与える影響を評価するために、Monfreda らによる統計収量

に対し、人口一人あたり GDP、窒素投入量

および灌漑面積を説明変数とする重回帰

式を、主要 4作物についてそれぞれ作成し、

その有意性を検定するとともに、過去の平

均収量に対する窒素投入量の影響を評価

した。さらに、将来予測において用いる窒

素投入量（施肥シナリオ）を作成するため

に、過去の一人あたり GDP と窒素投入量

および作物モデル中の技術係数との関係

を、コムギを冬コムギと春コムギに分けた

５作物について、回帰的手法で解析した。 

 

４．結果及び考察 

（１）世界作物収量データベースの作成および解析・広域作物モデル用気象フォーシングの作成 

 
図(5)-１ 本研究で用いた灌漑による農業土地利用

変化シナリオ。 
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トウモロコシとダイズについては世界生産量の70％超、コメとコムギについては50％超を算出

する地域の統計収量データを収集し、1.125°（約120km）のグリッドに割り付けた。統計収量が入

手できなかったグリッドでは次の方法で収量を推定した。まず対象作物の栽培グリッドで播種日

から収穫日までの衛星データ由来の純一次生産量（NPP）を積算した。作物別の栽培暦はSacks et al. 

(2010)
2)を用いた。次いで、国の対象作物栽培グリッドの平均積算NPPを計算し、各栽培グリッド

の積算NPPと国平均NPPとの比率を算出し、この比率をFAOの国別統計収量に乗じて国内の収量の

空間分布を推定した。なお、収量推定に際してはトウモロコシとコメについては一・二期作、コ

ムギについては春・冬作の生産量割合を考慮した。先に収集した統計収量を用いて、収量の推定

精度を評価したところ、グリッド内の収穫面積が大きいほど推定収量と統計収量が良く一致した。

この推定収量の年変動成分を被説明変数、生育期間平均の気温と土壌水分量のそれぞれの偏差を

説明変数として重回帰分析を行った結果、図(5)-2に示すように、全球では、トウモロコシとダイ

ズの収量の年々変動は土壌水分量で良く説明される地域が多く、コメとコムギの収量の年々変動

は気温で良く説明される地域が多いことが明らかになった。これは全球を対象とするグリッド別

の収量と気候条件の解析としては世界初であり、広域作物モデルのシミュレーションを全球で検

証するうえでも有用である。

 

広域作物モデルの入力値として用いた再解析値は一般に、観測気象値に比べれば系統的な誤差

（バイアス）があり、広域作物モデルのシミュレーションにおいて大きな誤差要因になりうる。

そこで、広域作物モデル用の日別気象フォーシングデータを開発した。図(5)-3は、日平均風速デ

ータが利用可能な世界の観測点（2085地点）において、本研究で開発したフォーシング（GRASP）

と再解析値、既存のフォーシングとを地上10ｍ風速について比較した結果である。いずれのフォ

ーシングも再解析値よりバイアスが小さいが、GRASPフォーシングのバイアスは既存のフォーシ

ングよりもさらに小さく、より信頼性が高い。地上風速は作物の蒸発散を推定するうえで重要な

気象要素の一つであり、GRASPフォーシングを広域作物モデルに適用することで、より信頼性の

 

図 (5)-2 世界作物収量データベースとJRA-25再解析値を用いた作物収量の変動の主要な気候

要因。赤は気温、水色は土壌水分量が収量変動と主に関係していることを示す。濃い灰色は非

生産地域。円グラフは各区分の地域の生産量が2000年の世界総生産量に占める割合を示す。 
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高い蒸発散量と土壌水分量の推定が可能と期待される。解析の結果、日最低気温と気温日較差、

日射量、水蒸気圧、風速についてはGRASPフォーシングが再解析値および既存のフォーシングの

中で最もバイアスが小さく、日最高・平均気温と降水量、降水日数、相対湿度についてはGRASP

フォーシングのバイアスは再解析値よりも小さく、既存のフォーシングと同程度であった。  

 

（２）広域作物モデルの開発 

まず、上記３．により構築したプロトタイプの広域作物モデルを、（１）の世界作物収量デー

タベース、客観解析気象データ（JRA-25）および水や肥料などの栽培管理の情報を加味しながら、

ベイズ推定によりモデルのキャリブレーションを行った。これにより作物モデルのパラメータ値

を各地域の品種や栽培管理特性を反映した値に近づけるとともに、利用可能なデータの下でのパ

ラメータ値の不確実性を評価することが可能となった。図(5)-4はダイズについて、各グリッドに

おける過去25年間の広域作物モデルによる推定収量と世界作物収量データベースの値との相関係

数を示す。統計収量の信頼性に乏しい南米の一部地域やアフリカを除き、ほとんどの地域で0.6以

上の相関係数が得られた。  

次に、時間詳細な入力値がグリッドごとに得られない窒素・灌漑投入量が影響する生育過程を

 

図(5)-3 本研究で開発した広域作物モデル用気象フォーシング（GRASP）と再解析値（ERA-40、

JRA-25、NCEP）、既存の気象フォーシング（S06、WFD、WFDEI）の地上10m風速の地点観測

値に対する、(a)日々の空間平均バイアスの時系列および(b)その経験的な累積分布関数を、そ

れぞれ示す。  

 

図(5)-4 ダイズの広域作物モデルのキャリブレーション結果。過去25年間における世界作物収

量データベースとモデル推定収量との相関係数でモデルの性能を表している。  
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パラメタリゼーションによって簡易化するために、乾燥と低窒素、その他の技術要因による生育

ストレスを単一のストレスパラメータとし、複雑な広域作物モデルを最適化しつつ、パラメータ

値の不確実性を陽に表現可能なベイズ推定を用いたキャリブレーションを再度行った。土地利用

モデルとの結合を考慮し、全陸域でのシミュレーションを可能とするために、収量データがある

グリッドで推定されたパラメータ値と緯度や経度、標高、GDPなどとの経験的な関係（重回帰式）

を利用してパラメータ値を収量データがないグリッドに空間内挿した。図(5)-5は、2001年のトウ

モロコシ収量について、各グリッドにおける広域作物モデルによる推定値と世界作物収量データ

ベースの値とを比較を示す。収量の地理分布を概ね再現できているが、中央アフリカなどの一部

地域で収量の過大評価が見られ、重回帰式によるパラメータ値の空間内挿に起因する問題と考え

られる。このほか、コムギとコメについても広域作物モデルのキャリブレーションを行い、主要

４作物を対象とする広域作物モデルの構築が完了した。

 

さらにこのPRYSBI2を用いた、さまざまな適応策による将来の食料生産（作物収量）の見通し

を示した。その結果、いずれの作物においても、ほとんどのケースでの最も効果的な適応策とし

て、温度上昇による生育期間の短縮による吸収日射量の減少を排除する、つまり高温による生育

期間の短縮がない品種への変更（Adapt）  が有効であることがわかった。この品種適応により増

収量が大きくなるか、または減収量が小さくなり、この傾向はトウモロコシ（図(5)-6左）のほか、

特に冬コムギで顕著であった。その次には、シミュレーション上で最適な播種日を選択する  

(Change Planting Day) ことが有効で、その適応効果は気温上昇度が小さい近未来年代で大きい。作

 
図(5)-5 本研究で構築した世界収量データベースにおける2001年の（上）トウモロコシ収量、

および（下）広域作物モデルによる推定収量。推定は過去25年間（1982-2006）の遇数年の収量

データのみで広域作物モデルのキャリブレーションを行い、2001年の収量をシミュレートした。 



 

 

S-10-2-111 

物別では、コメで最も有効で、その次にダイズ（図(5)-6右）、春コムギとなる。  

まとめると、作物間で程度の差はあるが、収量への影響はいずれの作物でも、正と負の両方の

影響が反映された結果となる。収量の増加要因には、まず、大気中の温室効果ガス濃度の上昇に

よる光合成効率の上昇（施肥効果）が挙げられ、その効果は特にダイズで大きい（図(5)-6右）。

加えて、高温や低温、乾燥、栄養欠乏、病虫害による生育ストレスが、想定される経済発展（SSP）

の下での技術発展により緩和される効果が挙げられる。経済発展による生産性増加はアフリカ等、

現在の開発途上国で大きく、特にトウモロコシでは顕著である（図(5)-6左）。一方、作物生産性

の低下要因として気温上昇による生育期間の短縮、高温による光合成効率の低下、蒸発散量の増

加による土壌水分量の低下などが挙げられるが、適応策を行うことにより改善する場合もあるこ

とを、今回初めて示すことが出来た。特に、生産性の低下要因としての気温上昇による生育期間

短縮が起こらないような品種の導入により、ムギ類やトウモロコシにおける将来の減収、特に冬

コムギにおけるRCP8.5で想定される大幅な生産性低下をある程度カバーできることが示された。  

 

（３）水資源と作物生産性の流域規模での相互作用を取り扱うことのできる結合モデル 

まず、全球スケールで結合モデルと非結合モデルを比較し、結合による作物収量の再現性の向

上を評価した。その結果、主要生産地域である米国や中国東北部、ブラジル南部などでは結合に

よる収量再現性の向上が認められたが、アフリカなどの非主要生産地域では必ずしも再現精度の

向上は見られなかった（図(5)-7）。これは、結合モデルにおいて自然植生を考慮していないため、

非主要生産地域では自然植生が流量に与える影響が相対的に大きく、農耕地の水収支や灌漑可能

水量、ひいては収量のシミュレーション精度が結合により必ずしも改善しないためと考えられる。 

 次に、アムール川流域のダイズを例に、RCP2.6/MIROC5気候変化シナリオの下で、さまざまな

割合の灌漑農地拡大シナリオを設定し、将来の灌漑水需給と作物生産量についての段階的な灌漑

面積拡大による応答分析を行った。この解析から、天水農地に灌漑を導入することの気候変動適

 
図(5)-6 （左）トウモロコシおよび（右）ダイズについて、現在の作物面積で重み付けした全

球平均収量の経年変動で、複数の適応策等を用いて各GCMのRCP8.5気候シナリオ予測を平均し

たもの。適応策を行わない場合  (Normal)のほか、3(5)に示した、温室効果ガス濃度2000年固定

場合 (CO2 Constant) およびGDP2000年固定 (GDP Constant)、さらに適応策として、品種変更  

(Adapt)、最適播種日  (Change Planting Day)、常時灌漑  (Maximum Irrigation) の予測を、それぞ

れ併せて表示した。  
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応策として有効性と限界を示すことが可能である。シナリオ解析の結果、灌漑農地に置き換えら

れる天水農地の割合が大きいほど流域のダイズ総生産量は増加するが、今世紀末に向かうにした

がって、生育期間積算の供給灌漑水量は減少し、それに伴い、灌漑農地の拡大による生産量の増

加は漸減していくことが示された（図(5)-8）。使用した気候変化シナリオでは対象流域の降水量

の変化は明確でないが、気温上昇に伴い、蒸発散量が増加する一方、作物の水需要も増加した。

このため、100％など極端な灌漑農地化シナリオでは、流域の全灌漑農地に十分な水を供給できな

い年が次第に増加した。  

そして、全球を対象とし、３．で開発した灌漑面積率シナリオを導入し、RCP2.6シナリオを用

いた食料生産に与える影響の例を示す。まず図(5)-9aに示すように現行の灌漑農地分布における将

来のトウモロコシ収量は、多くの地域で減収した。その減収割合は中央アジアで最も大きく、次

いで北アメリカや東アジアで大きい。次に、現行の土地利用、および灌漑農地の拡大シナリオに

おける結果を比較した場合、南アジアやヨーロッパでは、灌漑面積拡大による灌漑適応策により

減収量は低減される。しかしながら中央アジアでは灌漑農地の拡大により、逆に減収率が大きく

なる結果となった（図(5)-9b）。これは地域内で水資源利用の競合が発生したためであり、灌漑に

よる適応策の有効性は、流域の気候・土地利用変化やそれに付随する水資源環境の変化に依存す

る。従って、灌漑設備の新規導入は食料生産の気候変化リスクに対する適応策としては有効であ

るものの、水資源量や作物の栽培体系によっては有効でない場合もあることがわかった。

  

 

図(5)-7 作物収量の再現精度についての結合モデルと非結合モデルの比較。1982-2006年におけ

るモデル推定収量と収量統計値との間の相関係数を、結合モデルと非結合モデルのそれぞれに

ついて算出し、その相関係数の差を示した。またトレンドを除去するため、３年移動平均に対

する各年の収量偏差割合を使用した。青（赤）色は、結合モデルの相関係数値が非結合モデル

のそれより高（低）く、結合による収量再現精度の向上が見られた（見られなかった）地域。 
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ここで、収量変動に関係する要因解明のための重回帰式において、窒素投入量に着目した結果、

４作物のうち、ダイズを除く３作物において、統計的には有意な関係が得られた。ダイズは根粒

菌により窒素固定を行うため全体として施肥量が少ないことから、統計的な関係は抽出されなか

った。ここで統計収量と窒素投入量に有意な関係が見られたことから、将来施肥シナリオを利用

するために、作物モデル内の技術係数が窒素投入量に応じて変化するように、CROVERモデルの

 

図(5)-8 様々な割合の天水農地を灌漑農地に置き換えた場合のRCP2.6/MIROC5気候変化シナリ

オに基づくアムール川流域の（左）生育期間積算の供給灌漑水量と（右）ダイズの流域総生産

量の変化比の時系列。供給灌漑水量は、利用可能な水資源量としての河川流量と作物の水需要

量とを考慮し、灌漑に使用された水量を示す。判例に示した灌漑農地化率の割合は、現在の天

水農地面積の何パーセントが灌漑農地に置き換えられたかを示し、100％の場合は現在の天水農

地は全て灌漑農地に置き換えられる。比を算出する際のベースラインは、MIRCA2000データか

ら得られた現在の天水・灌漑面積を仮定したシミュレーション値で、この値は年々変動する。

全ての灌漑農地化シナリオで共通の気候変化シナリオを使用しているため、示した比は灌漑農

地化シナリオの差を表す。  

 
図(5)-9 作物生産性－水資源結合（CROVER）モデルにより計算されたRCP2.6シナリオ条件でのト

ウモロコシ収量について世界大陸別に集計した (a)収量の変化比および(b)灌漑適応策を考慮した場

合の効果。それぞれ今世紀半ば（2046-65）および今世紀末（2081-2100）について、5つの気候モデ

ルの各20年間中での不確実性を誤差棒で示す。  
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さらなる改良を行った。図(5)-10にはトウモロ

コシと冬コムギについての施肥量と技術係数

の関係を示すが、コメを加えた３作物につい

ては、窒素投入量の増加に伴い、技術係数が

大きくなる、すなわち作物の収量が増加する

方向に働くことが言える結果となった。なお、

この傾向はダイズでは見られなかった。これ

により、平成28年度に行う食料生産の将来見

通しにおいて、SSPシナリオ等から推定され

る窒素投入量を導入することにより、窒素投

入量が将来の食料生産変動に与える影響につ

いても評価可能とした。  

これを踏まえ、CROVERモデルを用いた、動的な水資源量変動および灌漑による土地利用変化

を考慮した作物収量予測の結果を、灌漑の効果が最も大きいと予想されるコメについて示す。ま

ず灌漑面積を現在時点に固定し、RCP8.5に基づく気候シナリオを入力した結果、コメ収量は多く

の地域で今世紀末にかけて減収することが予測された（図(5)-11a）。次に、３．で示した灌漑面

積率シナリオを導入した結果、コメを主食としているアジア地域に置ける特徴的な将来変化が示

された。すなわち東南・南アジアにおいては、灌漑面積拡大により増収する効果が見込まれる。

しかしながら、東アジアでは灌漑面積の拡大が減収に働くことが予測された（図(5)-11b）。 

 

これは、東アジアのコメ主要産地である中国において、灌漑面積拡大に伴い、トウモロコシ農

地における灌漑取水量が増加し、その結果、コメ生産に利用可能な水資源量が減少したこと（図

(5)-12左）が、当該地域における減収（図(5)-12右）の要因であると考えられる。従って、本研究

により、灌漑適応策の有効性は流域の気候・土地利用変化やそれに付随する水資源環境の変化に

依存することがわかった。 

 
図(5)-11 RCP8.5に基づく気候シナリオを入力した、全球および地域ごとの将来における (a)コメ

収量の変化比と(b)灌漑面積拡大によるコメ収量の適応策効果。それぞれ、1981～2000年に対す

る変化量を比で示す。  

 
図(5)-10 （左）トウモロコシおよび（右）冬コ

ムギにおける、それぞれ作物モデル中の技術係

数と窒素投入量との関係を推定したもの。  
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このように本研究では、複数の予測される気候・土地利用変化の条件下での、世界の主要作物

への影響と灌漑面積拡大による影響適応効果の将来の見通しを示した。その結果、灌漑適応策は、

流域の気候・土地利用変化やそれに付随する水資源環境の変化に依存する灌漑設備の新規導入は

食料生産の気候変化リスクに対する適応策として常に有効的とはいえないことがわかった。 

 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

気候変動が作物生産に与える影響について、さまざまな適応策を用いた場合の将来変化を示し

た。特に品種改良による増収可能性や、一般に増収効果があるとされた灌漑適応におけるその限

界を示したことに本研究の特徴がある。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

本研究により開発、運用された全球作物モデルおよび作物－水資源結合モデルにより、食料生産

分野における適応策の有効性と限界を定量的に評価できるようになり、食糧増産が急務となる発

展途上国などに対する適応策立案の支援に資することが可能となった。 

 

６．国際共同研究等の状況 

1) Agricultural Model Intercomparison and Improvement (AgMIP)プロジェクト  

協力案件名：コメモデルの相互比較・改良、全球作物モデルの相互比較、全球作物・気象デー

タベースの共有  

カウンターパート：Joshua Elliot（シカゴ大学・米国）  

参加・連携状況：AgMIP は世界 58 機関の作物モデルおよび農業経済モデルの研究者が参画す

る国際共同研究である。本テーマのメンバーのうち、長谷川は AgMIP におけるコメモデルの相

互比較・改良チームの共同議長として貢献し、飯泉は本テーマで開発した全球作物・気象デー

タを AgMIP の全球チーム AgGRID（共同議長：Joshua Elliott（シカゴ大学・米国）および Christoph 

Müller（ポツダム研究所・ドイツ））の共通基盤データとして提出した。また、櫻井は全球作物

生産性モデル PRYSBI2 を、AgGRID の後継である全球グリッド作物モデル比較（GGCMI）プロ

ジェクトに登録し、収量絶対値の再現性で、他のモデルに比べて良好な結果を得た（Muller et al., 

 

図(5)-12 今世紀末の2081～2100年における、（左）コメについての灌漑取水量、および、（右）

灌漑水田と天水田を併せたコメ収量の、それぞれ灌漑水田を、シナリオにより変化させた場合

と2000年時点に固定した場合との差を示す。５つのGCMによるRCP8.5に基づく気候シナリオを

入力した場合の平均値の、2000年時点に対する変化比で表す。  
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3)）結果、このモデルで現在収量を高精度で再現出来ることが明らかとなり、将来気候下で

の適応策を含む高度化された影響評価が可能となった。さらに西森と石郷岡は、AgMIP の東ア

ジアチームにおける、気候シナリオ、作物モデルおよび社会経済モデルを統合した評価の枠組

みに参画した。  
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In order to assess the sustainabilities of difference land use scenarios that correspond to 

IPCC scenarios (SSPs and RCPs), we have developed a new Integrated Terrestrial Model 

(ITM) that combines terrestrial ecosystem (VISIT), hydrological model (H08) and crop 

model (PRYSBI2) and land use change model (TeLUMO). Complicated interactions 

between land-water-ecosystem were investigated using the models.  

Firstly, to create spatially explicit scenarios as input into models, Population and GDP 

scenarios given under Shared Socioeconomic Pathways (SSPs) were downscaled into 

0.5-degree grids based on a model ensemble approach considering spatial and economic 

interactions among cities.  

Impacts of climate change and deployment of counter measures were investigated using 

a process-based terrestrial ecosystem model (VISIT). It was shown that global warming 

under RCP8.5 scenario affect terrestrial productivity and carbon stock significantly, and 

that under RCP2.6 also exert influences in several vulnerable ecosystems such as those in 

the Arctic.  

Global impacts of climate change on water resources have been investigated using a 

global hydrological model (H08). It includes a comprehensive global assessment for the 

impacts of climate change on availability of water throughout the 21st century under 

various socio-economic and climatic conditions(Hanasaki et al., 2013a,b), contributions to 

the Inter Sectoral Impact Model Intercomparison Project (ISIMIP; Schewe et al. 2014; 

Masaki et al., 2017) 

Global land-use scenarios consistent with the yield of crop model (PRYSBI2) were 

generated by a land-use model (TeLUMO). The land-use scenarios were used in 
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ecosystem model and water resource model and their results were used for the information 

of the land-use strategies. By land-use scenario, uncertainty were discussed and it was 

indicated that uncertainty of developing countries were very large.  

A global gridded crop model (PRYSBI2) was developed and combined the hydrological 

model (H08). Major crop yields increase due to rising the photosynthetic efficiency based 

on increased greenhouse gas concentrations and the technological development under the 

economic growth in future. The decreasing trend of the productivity was also seen, 

suggested by extreme high temperature and longer dry spells.  

Using these models, we have investigated various important implications for planning 

optimal management of land systems. Especially, the projected impacts to ecosystem 

services for massive bioenergy production to achieve the two-degree target have shown 

possible global and local tradeoffs between climate change mitigation and food security, 

water resources etc. 
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